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JICE年報2009　発刊に寄せて

知をつなぐ。世界をつなぐ。未来をつなぐ。

私たちは、「人づくり協力のプロ集団」として、開発途上国の国づくりを担う人材の育成を、
共に学びあい、理解を深めながら支援し、平和で豊かな地球社会の実現に貢献します。

キャッチフレーズ

ミッションステートメント

　また、一昨年より実施してきました東アジア青少年大交流計画（JENESYSプログラム）では昨年日メコン交流年を

定め、新たなプログラムを導入する等交流の形も多様化してきている一方、特集3に紹介しましたように、本プログラ

ムを通して日本のさまざまな地域での国際交流が活発化してきました。今後こうした交流の動きが地域社会の国際

化につながる下地となればと考えております。

　このように、JICEは「知をつなぐ。世界をつなぐ。未来をつなぐ。」をキーワードに数多くの「人づくり協力」関連の新

規事業を展開しており、明治維新以降の近代化や戦後復興対策等の開発途上国としての経験ならびに環境・省エ

ネ対策、金融危機対策等、先進国としての経験等これまで先人が培って来た「日本の知」を開発途上国等に伝えるこ

とによって、当センターのミッションステートメントにある「平和で豊かな地球社会の実現」をめざして邁進して行く所

存です。

　本書は、2008年度の事業実績をまとめたものです。本書を通じて、JICEの活動に関する皆様のご理解が一層深ま

ることを願ってやみません。

　財団法人日本国際協力センター（JICE）は、わが国の国際協力推進に貢献することを目的に1977年3月に設立さ

れました。爾来、日本のODA事業の拡大に呼応し、研修員の受入れや専門家の派遣手続等に業務の幅を広げ、さら

に最近では人材育成支援無償事業（JDS）や21世紀東アジア青少年大交流計画（JENESYSプログラム）等を主要事

業に加えるなど一層業務の充実に努めて参りました。

　またJICEは独立行政法人国際協力機構（JICA）からの委託事業を中軸にしつつも、外務省、文部科学省をはじめ、

教育研修・研究機関、地方自治体、民間企業、国際機関、開発途上国政府等に受注先、支援先を拡大し、今日に至る

まで「人づくり協力のプロ集団」としての多様な業務を継続発展させて参ることができました。これまで賜りました関

係者の皆様のご支援・ご協力に対して改めて感謝申し上げます。

　JICEの2008年度事業の中で特筆すべき点としましては、民間企業や外国政府等新たなクライアントとの事業展

開が挙げられます。特集１では、アルジェリア東西高速道路建設工事共同企業体（COJAAL）との契約にもとづいた

日本での同国国家品質管理センター研修事業の実施や、アラブ首長国連邦アブダビ首長国の行政管理省との間で

直接契約を交わした政府マネジメント研修等、本邦研修の意義が諸外国に認識されてきた事例を紹介しています。

同時に、こうした動向は、今後のJICEの方向性に展望を示す事業が展開された年であったことを示しています。

　他方、既存の事業としては特集2で紹介しておりますように、人材育成支援無償事業（JDS事業）や長期研修員受

入事業を通じて、JICEが留学生受入れ支援事業を開始して10年目を迎えたことも特徴として挙げられます。特にJDS

事業では、各受入大学との緊密な連携の中で留学生の支援を行い、成果を上げてくることができました。お蔭様で、

留学生の成績も含め各大学での評価も高く、また留学生にとっても日本での留学期間が単なる研究生活の日々に

とどまらず、日本と自国との新たな発見につながったようです。こうした成果はこの10年間培ってきた留学生受入支

援に関するノウハウの蓄積とも併せ、一昨年度からの円借款による留学生の受入支援業務の受注へとつながってき

ております。 2009年11月
財団法人日本国際協力センター

松岡 和久
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国や機関から直接受託した主な研修
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Why JICE?
政府開発援助（ODA）の一環としてこれまでJICEは
主に開発途上国からの研修員を対象とした
日本での人材育成事業に深く携わってきた。
そして現在では、ＯＤＡの業務はもちろんのこと
着実な成長を遂げたかつての開発途上国から
直接的なオファーを受けるまでになった。
新興国の人々が、日本そしてＪＩＣＥに期待することは、
一体何であろうか？

　JICEは1977年の設立以来、主に外

務省やJICA、大学をはじめとした日本国

内の機関とのコラボレーションによって、

開発途上国の人材育成を支援してきた。

そうした努力の甲斐もあり、これらの一部

の国々は発展を遂げ、徐々にではあるが

自立的な国づくりができるまでになった。

　しかし一方、こうした新興国において

は次の世代を担う指導者の育成に対し

て依然として高いニーズがある。そのた

め現在では、ODA、つまり日本側の公的

な協力が得られなくても、自国の資金を

使ってまでも日本で研修を行いたい、と

いう動きが活発化している。

　こうした状況にあって、JICEは2008年

度、複数の国や機関から直接的に業務を

委託された。昨今の世界的不況により円

高が進み、必ずしも安価とはいえない日本

での研修。にもかかわらず、JICEが研修を

受注できたのは、いくつかの理由がある。

　1つ目は、「日本の独自性」を研修で紹

介していることだ。終戦後半世紀あまり

で著しい成長を遂げた日本。なぜここま

で成長できたのか、途上国の人々の関心

は高い。そこでJICEでは、すべての研修

を通じて日本人の勤勉性、企業倫理、価

値観を学んでもらうためのさまざまなプ

ログラムを用意している。それは座学だ

けではない。リアルな教育現場を体感し

てもらおうと、小学校への訪問をカリキュ

ラムに組み込むこともある。児童一人ひ

とりが給食の配膳を手伝い、みんなで掃

除をする。私たちにとってはごく普通の

光景も、他国の人には新鮮なものとして

私たちが選ばれ続けてきた理由

JICEのポリシー

国家品質管理センター
研修事業

職業訓練
指導員本邦研修

行政管理省政府
マネジメント研修

特集1 海外からの研修受託

UNIDOナイジェリア環境研修の様子

受け入れられ、そこに日本の成長の秘密

を見出す人もいるのだ。技術を教えるだ

けではなく、技術を生み出した文化的な

背景を伝える。それこそ途上国の人々が

最も期待する研修だとJICEは考える。

　2つ目は、日本、さらには世界各国の人

材育成機関の中でもユニークといえる、

「研修監理員」の存在だ。彼らは単なる

「通訳」ではない。講義の質をよりよくす

るための、さまざまな働きかけを行って

いる。たとえば、研修監理員は原則として

すべての研修日程に同行する。そのた

め、研修員各自の理解度を常に確認する

ことができる。そこで講義前に講師と打

ち合わせをし、その後の研修内容を、研

修員にとってより興味の深い内容へと軌

道修正することもある。また、メモを取る

習慣がない人々には、さりげなく文房具

店に連れて行きメモ帳を購入してもら

う、電車で移動する場合は事前に切符の

買い方を教えるなど、研修全体がスムー

ズに流れるよう、あらゆる面で細かい配

慮をする。こうした研修監理員の心配り

は、日本、それもJICEならではだという

評価も得ている。

　それでは次に、昨年の研修事例を2つ

紹介する。発注元の担当者、訪日した研

修員はJICEの何を評価したのか、彼らへ

の取材を踏まえて探っていこう。

アルジェリア

ナイジェリア

マレーシア

アラブ首長国連邦アブダビ首長国

Environment
Study Tour

UNIDO Nigeria

技術はもちろん、技術を生み出した
日本独自の価値観を伝える

研修の質を高めるJICE最大の
強み、「研修監理員」

特集1
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「通訳」ではない。講義の質をよりよくす

るための、さまざまな働きかけを行って

いる。たとえば、研修監理員は原則として

すべての研修日程に同行する。そのた

め、研修員各自の理解度を常に確認する

ことができる。そこで講義前に講師と打

ち合わせをし、その後の研修内容を、研

修員にとってより興味の深い内容へと軌

道修正することもある。また、メモを取る

習慣がない人々には、さりげなく文房具
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う、電車で移動する場合は事前に切符の
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修員はJICEの何を評価したのか、彼らへ

の取材を踏まえて探っていこう。
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COJAAL（アルジェリア東西高速道路建設工事共
同企業体）…鹿島建設株式会社、大成建設株式会
社、西松建設株式会社、株式会社間組、伊藤忠商事
株式会社による当工事に関する企業連合
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アルジェリア国家品質管理センター研修事業 アラブ首長国連邦アブダビ首長国行政管理省政府マネジメント研修

O u t l i n e

目　　　的
日本での土木技術、たとえば「耐震」分野を学び、研修で得た知識や人脈を活かして、アルジェ
リアの技術水準の向上と効率性促進を目指す。

期　　　間
第１陣：２００８年５月２８日～７月１日　　第２陣：２００８年７月２2日～８月４日

主な研修先
国土交通省、東日本高速道路株式会社（NEXCO東日本）、首都高速道路株式会社、
共同企業体各社技術研究所・センター等

目　　　的
上級公務員を対象に、「日本株式会社のメカニズムと政府および経済界の連携メカニズム」
「行政の文化化」「環境行政」「民間セクターにおけるカイゼンシステム」の理解

期　　　間
２００９年２月１３日～２月２５日

主な研修先
主な研修先：名古屋大学大学院、新日本製鐵株式会社名古屋製鉄所、株式会社デンソー大安製作所等

　現在アルジェリアでは、東西およそ

1,200kmにもおよぶ高速道路工事が

進められている。そのうち、東工区(約

399km)を担当しているのが、日本の

建設会社等で構成される企業連合、

COJAALである。

　COJAALは工事の請負と同時に、ア

ルジェリア土木技術者の人材育成も委

託されていた。国内建設業界における

リーディングカンパニーが集結した

COJAALは、耐震構造をはじめ、日本が

世界に誇る最新の土木、建設技術を有し

ている。ところが研修全体の運営につい

てのノウハウは持ち合わせていない。そ

こで、外国人の日本での研修実績が豊富

なJICEとタイアップすることで、研修を

よりスムーズに、価値のあるものにしよ

うと考えた。

　研修はこれまでに２回に分けて行われ

た。第１陣では主に現場監督、第２陣では

耐震の専門家が来日。最新技術が導入

された研究所を訪れるだけでなく、阪神

大震災の災害現場を見学し、日本の土木

技術の課題点も学んでもらう等、わが国

でなければ学べないことを、バラエティ

に富んだ研修で伝えてきた。

　COJAALの担当者は、今回の事業に

ついて次のように語る。「アルジェリア側

との調整は国民性の違いもあってか、し

ばしば困難を伴いました。予定通り計画

が進まず、JICEには何度もスケジュール

の変更をお願いしたこともありました。し

かし、さすがはこれまで多くの国の人々

の研修を日本で実施してきただけあり、

　アブダビ首長国は、かつては欧米系の

技術者が数多く移住、活躍している国で

あった。それが2007年のアブダビ皇太

子の訪日を契機に、徐々に日本への興

味、関心が高まっていった。

　一方アブダビ首長国は、石油、天然ガ

ス等の天然資源が将来枯渇していくこと

に強い危機感を抱き、行政機能を向上さ

せるさまざまな活動を行ってきた。そこ

で、人材管理、組織運営において世界的

に評価の高い日本に自国の公務員を派

遣し、その知識、ノウハウを習得させよう

としたのが、研修委託までのそもそもの

経緯である。

　具体的な研修内容については名古屋

大学大学院国際開発研究科が中心とな

り組み立て、研修全体の運営を受託した

のはJICEであった。研修中、JICEのス

タッフは、アブダビ首長国の歴史的背景

や現状を踏まえたうえで、講師の言葉を

わかりやすく翻訳する等、研修価値を高

めるさまざまな工夫を施した。

　特に評価の高かった研修が、日本のも

のづくりにおける「カイゼンシステム」で

ある。研修員は大学院での講義を受ける

だけでなく、自動車部品メーカーの株式

会社デンソーの大安製作所を訪れ、「カ

イゼン」を肌で学んだ。欧米型の企業は、

「トップダウン」型の組織のため、従業員

と管理職が協議する、というシーンはあ

まり見られない。ところが日本では、工場

長からパート社員まで、皆が情報を共有

し合い、改善策を提案し、新製品を作り出

す。チームによるTQC（Total Quality 

Control）という考え方は彼らにとっては

斬新だったようで、「ぜひ今後の行政の

見直しの際に活用したい」といった声も

挙がった。

　ほとんどの研修員が日本を初めて訪

れたこともあり、見るもの、聞くもの、す

べて新鮮だったようだ。帰国後は日常業

務に日本の経験を活かそうとしている人

も多くいる。このように研修自体は概ね

成功であったといえるが、講義が午前、

午後と連続することに多少ストレスを感

じたという声もあった。このような率直な

意見も踏まえながらJICEは、研修の質

のさらなる向上を図っている。

スタッフの皆さんは突然の変更にも柔軟

に対応し、的確なアドバイスをいただきま

した。COJAALの業務を陰で支えてくれ

ることに、私たちは深く感謝しています」

　研修後のアンケートからは、研修員が

土木技術だけでなく、礼儀正しさ、おもて

なしの心など日本人の国民性に直に触れ

たことで、多くが親日家となって帰国した

ことが読み取れる。彼らが再び工事に携

わったときには、日本的な工事の進め方、

日本人のものの見方の良き理解者とし

て、工事運営の大きな推進力となってく

れるに違いない。

●日本人は優しいだけでなく、強い「公共心」を持っていた。
●日本人は非常に礼儀正しい。そして社会の中心に「人間」がおかれている、という印象を受けた。
●小さい村でもよく整備され、近代的な生活が送れることに驚かされた。

日本人の生活、文化について

●大学教授として、今回の研修は大変参考になった。特に、橋、トンネル、耐震構造建築物の見
　学は、高い技術の成果を直接見ることができて大変有意義であった。
●研修中に最も印象に残ったのは、日本人の国民性である。段取りのよさ、時間の正確さ、他
　人を尊重すること等、私は高く評価したい。
●どの講義も素晴らしかったが、研修期間を40日程度まで延ばし、建設材料に関する講義を
　増やす等、さらにプログラムを充実してほしい。

講義について

●現場レベルで環境問題を考える姿勢に感銘を受けた。
●工場の視察では、そこで働く現場担当者と直接話し合えたことで、新たな気づきを得る
　ことができた。
●帰国後は、「チームワーク」に基づいた組織運営を強化していきたい。
●日本が固有の文化を大切にしていることに感銘した。

多治見市陶磁器意匠研究所にて研究生の育成方法
について話を聞く

Trainee’s VoiceTrainee’s Voice

Trainee’s VoiceTrainee’s Voice

特集1 海外からの研修受託

土木を
学　ぶ

組織を
学　ぶ

中ノ島新線の工事現場を見学

研修が必要となった背景
東西高速道路建設工事契約には、付帯
事業としてアルジェリア人技術者の国
内外での研修プログラムの実施が盛り
込まれていた。

JICEを選んだ理由
外国人の日本における研修実績が豊富
であったため。特にイスラム教徒の慣習
への配慮について、充分なノウハウが
あると聞いていたから。

名古屋市農業センターにて市の農業振興策に
ついて学ぶ

研修が必要となった背景
資源枯渇後の難局に備え、アブダビ首
長国は、省庁内部での連携、ネットワー
クを強化し、政府のサービス機能を向
上させることが不可欠であった。

日本を選んだ理由
アブダビ首長国は、あらゆる分野で国
際的なベンチマーキングをする必要が
あり、日本の組織はその対象としてふさ
わしいと判断したから。

特集1
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の学位取得か?」を職員が自問し、試行錯

誤を繰り返すなかで、徐々に業務の厚み

を増し、サービスの質を高めていったの

だ。そして現在は全国22の大学に広が

り、来日者数も10年間で累計2,000人

を超える等、JICEの事業の大きな柱の1

つにまで成長した。

　JDS事業におけるJICEの具体的な活

動は、まず現地での調査から始まる。そ

の国が抱える課題は何かを洗い出し、そ

のために必要な人材について検討、そし

て現地での選考を支援する。こうして留

学生が決定し無事来日を果たすと、延べ

100時間にわたる日本語講義を実施す

る。さらにはアパート探しのサポートをは

じめ、留学生が日本の生活、学業にス

ムーズに移行できるよう、さまざまな支

援をする。本格的な大学生活がスタート

日本全国で展開するJDS事業
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1999年からスタートした
政府の無償資金協力による人材育成支援無償事業（JDS事業）。

JICEも事業初年よりかかわり続け、
2008年度で10年目を迎えることができた。

日本国内で有意義な学生生活を送ってもらうために、
JICEはどのような取り組みをしているのか？

大学連携の可能性は？
これまでの歩みを振り返りながら、今後の展望を探る。

　1984年、日本政府は「21世紀初頭に

おける留学生受入10万人計画」を打ち出

した。同計画に資するため、1999年より

新設されたのが、JDS事業（Japanese 

Grant Aid for Human Resource 

Development Scholarship、人材育

成支援無償事業による人材育成奨学計

画）である。

　通常の国費留学の場合、多くの留学生

は自分の興味分野をさらに深く研究する

ために来日する。一方でJDS事業は、「母

国の発展のための留学」という明確な目

的がある。そのため留学対象者は、将来

国の指導者として期待される若手行政

官が中心となっており、学位取得後は母

国に帰国し、日本で得た知識、人的ネット

ワークを活かして、それぞれの分野で活

躍することが期待される。

　JDS事業は、日本国内の省庁ではなく

先方政府と直接契約が結ばれる。特集１

で紹介したように、現在JICEでは複数の

国から直接事業を受諾しているが、JDS

事業はこうしたスタイルの草分け的な存

在、といえる。また、数カ月単位で行われ

るそれまでの技術研修と違い、数年にわ

たって留学生の生活全般をサポートする

という業務内容も、当時のJICEにとって

は未知な部分が多かった。

　そのため99年当初は、「留学生に無事

学位を取得させる」ことに業務が終始し

ていたことは否めない。しかし「何のため

JDS事業のこれまでとこれから

JDS事業とは

母国を担った青年が、
心ゆくまで学べるように

特集2 留学生支援事業 特集2

個人的な目的ではなく、
母国の発展のための留学

すると、3カ月に一度、留学生へのモニタ

リングを実施。研究の進捗具合を確認し、

来日当初の目的と現在の研究内容がず

れていないか、確認しあう。またJICEに

は北海道から九州まで全国に支所があ

るので、病気や事故で日常生活に支障を

きたしたときは、留学生はすぐにJICEス

タッフとコミュニケーションをとることが

できる。こうしたきめ細かいサポート、ア

ドバイスによって、留学生が勉学に集中

できる環境を提供しているのだ。さらに

現在では、卒業生のメーリングリストを作

成し、ニュースレターを発信する等、帰国

後のフォローアップにも注力している。

　JDS事業の開始から、10年。JICEは着

実に経験を積み人的ネットワークを広げ

てきた。今後はこれまで培ったノウハウ

を、円借款、あるいは自国の予算による留

学等、別の分野にも応用していきたいと

考えている。

先方政府との直接契約という、
草分け的な事業

選考支援から住まい探しのサポート
留学中のモニタリングまで
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　来日時の諸手続きからはじまり、アパートの契約、3カ月に一回のモニタリング、緊急時の

対応など、留学生の日本滞在時のさまざまなサポートを行うことが私たちの業務です。ライ

アンさんの専攻は、フィリピンにおける円借款事業の評価方法について。私自身、以前中国

でのJICAプロジェクトに携わっていたこともあり、その経験を踏まえ、モニタリングではか

なり突っ込んだ議論を交わしたこともありました。ライアンさんはとても優秀な学生ですの

で、彼の言うほど手が煩わされた印象は持っていませんでした。今は80人ほどの留学生を

担当していますが、これらすべての留学生を、等しくあたたかく見守っていきたいですね。

　フィリピンでの円借款プロジェクトが、本当にフィリピンの役に

立っているのか、その評価方法について研究することが留学の

目的です。来日中は中幡さんにいろいろと助けてもらいました。

ある日、私のアパートに警察官が巡回に訪れたことがありまし

た。私はすっかり動転したのですが、中幡さんに連絡をして適切

なアドバイスをいただけたので、慌てることなく身分証を提示

し、来日目的を話すことができました。歯痛に悩まされたときは

すぐに英語ができる歯医者さんのリストを送ってくださったこと

もありました。2年という長期にわたる留学でしたが、これほど勉

強に集中できたのは、中幡さんをはじめとするJICEスタッフの

皆さんのおかげだと思っています。間もなくフィリピンに戻りま

すが、日本で得た知識や経験を必ずや業務に活かしたいです。

受入大学との連携
各国のニーズと受入大学との
ベストマッチングをめざす

JICEスタッフの一員である研修監理員は
「通訳」だけが仕事ではない。
留学生の生活全般を支え、
ときにはメンタル面もサポートする。

「円借款事業」のあり方について、深く語り合ったことも。

警察の巡回、歯痛…。困ったときはすぐ中幡さんに連絡しました。

研修監理員　中幡玲尼

留学生　ラゾ・マイケル・ライアン・モレンテさん
　　　 (フィリピンの国家公務員)

特集2 留学生支援事業

TWO 
OF

U S

　JICEでは留学目的にあった授業が展

開されるよう、積極的に大学へ働きかけ

をしている。一橋大学国際・公共政策大

学院で教鞭をとる前原康宏教授も、「双

方の対話、協力が必要です」と語る。

　前原教授がディレクターをつとめる同

大学院アジア公共政策プログラムでは

2000年より留学事業を本格化させ、こ

れまでに153名を受け入れてきた。その

中でJDSからの留学生は実に42％にの

ぼる。前原教授はかつて日本銀行で働い

ていた経験をベースに、主にこれまでの日

本の金融政策に関する講義を行っている。

　「私が提供できる知

識と諸外国の留学ニー

ズを結ぶ架け橋とし

て、JICEは大変大きな

役割を担ってくれてい

ます」

　JDS事業では留学

生の選考にあたって、

担当教授を現地に派遣

し、関係者と直接面談し

てもらっている。特に2008年より、特定

の省庁を絞り込み複数年にわたって留学

生を受け入れる新たな方式が採用となっ

た。長期間の信頼関係を築くうえで現地で

の活動はさらに大きな意味を持ってくるこ

とだろう。

　「留学生が日本を選ぶ理由」は何である

のか、前原教授は次のように話す。

　「戦後これだけ急激に経済成長した国

は、世界広しといえど日本だけです。途上

国の人々は、日本の成功の秘訣を学びた

いという潜在的な欲求があります。加えて

昨今アメリカ型資本主義に対する批判的

な見方が強まっていることもあり、日本へ

の関心は高まっているといえるでしょう。

　だからといって、日本の成功体験だけを

伝えても、意味がありません。かつての栄

光の歴史から、バブル崩壊、その後の停滞

と混迷から現在にいたる経済政策まで、

講義ではできる限り事実を正確に伝える

ことを心がけています。それが留学生に

とって真に有意義な学びではないでしょ

うか」

　一方で前原教授は多くの留学生を卒

業させた経験を踏まえ、次のような課題

を指摘する。

　「日本で学位を取得した学生は、マー

ケットバリューが一気に高まります。結

果、母国に戻った後、高額な給与を条件

に民間企業からのヘッドハンティングに

応じるようなケースも出てきてしまって

います。われわれ日本側がこの流れを制

度的に食い止めることは不可能ですが、

公務員として働くことの意義を伝えるこ

とはできます。こうした観点から、私ども

のプログラムでは日本の省庁で働く職員

と、相互に刺激し意識を高められるよう

な機会を設けています」

　前原教授は2005年に就任以来、これ

まで4年以上にわたってJDS事業の留

学生を受け入れてきた。

　「大学とJICEの連携は、これまで以上

に必要だと考えています。たとえば情報

の共有化等によって、双方の業務効率が

高まり、新たなサービスが提供できるか

もしれません」

　現在日本政府では、「留学生30万人計

画」を掲げ、留学前の情報提供から留学

後の元留学生の支援まで、幅広い事業を

展開している。そのときに大切なのは、

JICEと一橋大学の例のように、「留学事

業のプロ」と「教育のプロ」が緊密に連携

することだろう。先人が築いた優れた技

術力、独自の文化や倫理観を基盤に、複

数の機関が歩み寄り、教育の質、あるい

は生活サポートの質を高める努力を積み

重ねる。それが「だから私は日本で学びた

い」という意識の増加につながるのでは

ないだろうか。

大学との連携によって
教育の質、サポートの質を高める

特集2

一橋大学国際・公共政策大学院  前原康宏教授

一橋大学大学院での講義風景

世界の国々の中から
日本を留学先として選ぶ
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世界の国々の中から
日本を留学先として選ぶ
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語り、笑い、
　そして泣いた
マレーシアと日本の高校生たちの忘れられない2泊3日

　　　009年3月13日の朝、茨城県取手市にあ

　　　る県立取手松陽高校に、マレーシアから男

女総勢18人の高校生が訪れた。JENESYSプロ

グラムの短期招へい事業の一環として組まれた学

校交流プログラムだ。初日の金曜日は通常授業を

一緒に受けたのち、高校生同士の夕食会とワーク

ショップ。土曜、日曜はホームステイというスケ

ジュールだ。

　プログラム初日の昼休み、マレーシアの高校生

２人（ハナさん、フィクリ君）に話を聞いた。

ハナ：いとこが日本に留学し、文化が素晴らしいこ

とを聞いていたからです。

フィクリ：学校の先生に、日本は時間にとても正確と

いうことを教えてもらいました。それを自分の目で

確かめたくて。

フィクリ：授業はチャイムが鳴るとピタリと終わる。

その時間感覚は、すごいと思いました。

フィクリ：もちろん全員ではありませんが

（笑）。僕はしっかりしたいです。

ハナ：マンガもテレビドラマもヒットソング

も、沢山マレーシアに輸入されています。ま

た日本のハイテクノロジーにも興味があ

り、強い地震にも耐えられる建築物には特

に関心があります。

ハナ：ええ、分かりやすく翻訳されているから、とて

も面白いですよ。

フィクリ：勉強です。自分のため、家族のため、未来

のマレーシアのために、とにかく勉強したい。マ

レーシアでは寮生活なので、放課後は3～4時間勉

強しています。

ハナ：私も一日4時間ぐらいは勉強してるかな。

　今回のプログラムに参加しているマレーシアの高

校生は、国内でもトップクラスの学校に通っている

エリート。言語の違いはあれど、聡明さは十分伝わっ

てくる。それにしても、一番の関心事として、「勉強」

という答えには驚いた。それも、自分のためではなく

家族や国のため、とのこと。日本の高校生に同じ質

問をしたら、一体どんな答えが返ってくるだろう…。

かしどのチームも配役やストーリーを議論するの

は難しいようで、遅々として進んでいない。果たし

て成功するのか？

　「失敗したって構わないんです」

　と話すのは、再び大滝先生。

　「今日できなかったら、次、頑張ればいいんです。

失敗から学ぶことの方が大きいんですよ」

　午後8時30分、寸劇がはじまる。あるチームは

マレーシア人と日本人が取っ組み合いを演じ、ま

たあるチームは、劇中にしっかり起承転結を織り交

ぜる。かなりの出来ばえ。周囲の大人たちの予想を

良い意味で裏切ってくれた。

　夜の食堂には、高校生の笑い声がいつまでも響

き渡っていた。

　　　月15日午後4時。週末をホストファミリー

　　　の家で過ごしたマレーシアの高校生が、

続々と戻ってきた。

　夕方5時。夕食会が始ま

る。初日に話を聞かせても

らったハナさんとフィクリ君

も、ホストファミリーと歓談している。早速インタ

ビュー。

ハナ：文化の違いです。まず、日本のトイレには紙

がありますが、マレーシアは水で洗浄します。また、

マレーシアにはシャワーしかないので、お風呂には

驚きました。

フィクリ：僕は「お好み焼き」を食べました。これは

関西地方でポピュラーな料理と聞き、同じ日本で

も地域で食生活が違うことを知りました。

ハナさんの家族：私はハナちゃんともう一人の女

子高生を受け入れたんですが、同じマレーシア人

でも、ものの考え方、受け取り方が違う、ということ

に気づきました。

フィクリ君の家族：穏やかでいつもニコニコしてい

て、とても感じの良い青年でした。それだけではな

く、日本の大人とも対等に話そうとする姿勢に感心

しました。

　続いて話を聞かせてもらったのが、生徒会長の

大津君、そして彼のお母さん。ホストファミリーとし

特集3 ルポルタージュ　高校生の交流

2
日
本
の
マ
ン
ガ
も
ヒ
ッ
ト
ソ
ン
グ
も
、

大
好
き

失敗したら、その次
頑張ればいい

JENESYSプログラム
大規模な青少年交流を通じてアジアの強固な連
帯にしっかりとした土台を与えるとともに、相互理
解の促進を図ることにより、アジアで良好な対日
感情の形成を促進することを目的とした事業。
JICEはこのプログラムのような、滞在期間が10
日程度の短期の事業を実施している。

　　　スラムの午後の祈りが終わると、一行は2年

　　　生の世界史の授業へ。内容は第二次世界大

戦。がっしりとした体格の日本の男子生徒が、隣に

座るマレーシアの女子高生に対し、片言の英語で

積極的にコミュニケーションを図ろうとしている。

その姿に思わず微笑んでしまう。

　やがて授業が終わり、ホストファミリーを招いた

歓迎レセプションが済んだ後に、夕食会。

　「メニューは大海老のフライ、イカステーキ、塩

鮭、自家製煮豆、かぼちゃ。一切肉は使用してい

ません」

　と話すのは、J ICE筑波支所の岩澤明美。

JICE本部と松陽高校の調整、コスト管理、ホスト

ファミリーの確保、県内で実施されるプログラム

の同行等、プログラム全般のマネジメント業務を

担当している。

　「プログラムの内容は基本的にすべて松陽高

校にお任せしています。しかし、宗教的な細かい

配慮等については事前にJICEからお願いをし

ています」

　松陽高校での国際交流は5年ほど前から本格的

にスタートした。当時より旗振り役として活躍して

きたのが、大滝修先生だ。

　「午前中の音楽の授業では、若手ミュージシャン

の曲を取り上げました。それは、日本には伝統文化

がある一方、J-POP等もあることを、実感してもら

いたかったからです。多様性を知ることが、国際交

流の入り口と考えています」

　一方、今回のプログラムは日本の高校生にどの

ような意味を持つのだろう。

　「異文化を知ることだけが、このプログラムの目

的ではありません。たとえば、それまで消極的だっ

た生徒も、片言の英語でも外国人と話せたことで、

自信を持てるようになるのです。また、将来国際関

係の仕事に就きたい生徒にとって、JICEのスタッ

フの仕事を直接見られることは、大きなプラスにな

ります」

　午後7時45分。高校生が再び食堂に集まってき

た。マレーシア、日本混合のチームを7つ編成し、即

興の寸劇の出来を競い合うワークショップが行わ

れるのだ。チームごとにテーブルに集まり、シナリオ

について話し合う。模造紙にはおなじみのアニメの

キャラクターや童話の主人公名が書かれていく。し

イ

3

― 交流プログラムに参加した理由を教えて
  ください。

― 日本に来て、実際どう感じました？

― マレーシア人は日本人に比べてのんびり？

― 他に日本について知っていることはあり
 ますか？

― 日本のマンガのギャグって、理解できますか？

― 16歳の若者として、今一番関心があることは？

― 日本の家族と過ごして気づいたことは？

― ホストファミリーの皆さんは、どんなことを感じ
  ましたか？

特集3
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世界を変えられる「資源」が、
この国にはある。

特集3 ルポルタージュ　高校生の交流

　　　ンスが終了し、いよいよ別れの時。マレーシ

　　　アの高校生はポロポロと涙をこぼす。ホスト

ファミリーも泣いている。それを見つめる日本の高

校生も、必死に涙をこらえている。

　ホールの外は、すでに静寂の夜に包まれていた。

マレーシアの若者がバスに乗り込む。日本の高校生

が総出で見送る。ある生徒は窓越しにハイタッチを

繰り返し、ある生徒は校門の上から手を振って。何カ

月も前から準備をしてきた交流プログラムが、いま、

終わろうとしている。その達成感がこちらにも伝

わってくる。頬を伝う涙は、別れのためだけのもので

はない。

　バスの灯に照らされた日本の若者の表情を見て

いると、「今の関心事は？」と質問しようとした自分

が、少し、恥ずかしく思えてきた。

日本人として、
日本の若者を
誇りに思う

てマレーシアの高校生を受け入れたそうだ。

大津君：お祈りは絶対に欠かさない、ということ。朝

起きてから寝るまでの生活スケジュールが、お祈り

中心に組み立てられているんです。

大津君：とにかく仲良くなろうと。金曜日は歓迎レ

セプションの前に彼らを誘ってサッカーをしたんで

す。その様子を見れば、僕たちがすぐに仲良くなれ

たことをわかってもらえたはずです。

お母さん：学校では率先していろんなことに取り組

んでいるんですね。「やればでき

る子」なんだって、感心しました。

　プログラムを通じて気づきを

得たのは、高校生だけではない

ようだ。

　　　後6時半。夕食を終えると、大ホールで松陽

　　　高校での最後のプログラムが始まった。マ

レーシアの高校生による民族舞踊。力強く床を踏

み鳴らす男子、美しく舞う女子、どの表情もいきい

きしている。演技が終わると、高校生、ホストファミ

リーも交えてのダンス。最後の思い出を最高のか

たちで残してあげたい、と日本の高校生は、積極的

にマレーシア人とコミュニケーションを図ってい

る。その姿に、JICEのある日本人スタッフの言葉を

思い出した。

　「このプログラムを担当するのは２回目ですが、日

本の高校生がこれほどまでに礼儀正しく、前向きな

ことに、驚かされました。私はマレーシアが大好きで、

マレーシアを褒められるたびに誇りに思ってきまし

たが、今はマレーシア人から『日本の高校生は素晴ら

しいですね』と言われたときが、何よりうれしいです」

午

ダ― マレーシア人と生活し、印象に残ったことは？

―生徒会長として、今回はどんな思いで臨み
  ましたか？

―息子さんの活躍を見て、何をお感じになりまし

  たか？

特集3

プロジェクトにかけるJICEの信念

高度経済成長を実現した日本の金融政策。世界に誇る技術力。

こうした知識やノウハウを求めて、海外の青年たちが次 と々わが国へやってくる。

けれども、彼らの目的はそれだけではない。

「資源をほとんど持たない島国が、大戦後の焼け野原から

どうして技術立国、経済大国になりえたのか」

本当に知りたいことは、その発展の背景だ。

1977年の設立以来、人づくり協力のプロ集団として

途上国の人材育成に携わってきたJICEは、それを誰より知っている。

そして石油や鉱石とは違い、色も形も臭いもないけれど

この国を支え、成長に導いた「資源」は、確かにあるということも。

今や世界共通語となった“カイゼン”に代表される、日本独自の企業文化。

古来の伝統を大切しながらも、ポップカルチャーを生みだす多様性。

一人ひとりの宗教を尊重しつつ、外国人を家族のように受け入れるホスピタリティ。

言葉でうまく伝えるのは難しくとも、これが日本の原動力。

人々に豊かさと安心をもたらしてきた、世界に誇る資源だ。

研修で、ホームスティで、私たちはさまざまに工夫を凝らし

諸外国の青年たちに、これらを実感させる場をつくってきた。

思えばJICEの30余年の歴史は、その試行錯誤の繰り返しだった。

人づくり、はすぐに効果が期待できるものではない。

それでも私たちは、信じている。

日本の「資源」を発見した青年が母国に戻り、

自国の文化、スタイルにそれを取り入れることができたとき、

明日を拓く新しいチカラが生まれることを。

豊かさの芽が、大地を割って顔を出すことを。

世界を変えられる「資源」が、
この国にはある。

プロジェクトにかけるJICEの信念

高度経済成長を実現した日本の金融政策。世界に誇る技術力。

こうした知識やノウハウを求めて、海外の青年たちが次 と々わが国へやってくる。

けれども、彼らの目的はそれだけではない。

「資源をほとんど持たない島国が、大戦後の焼け野原から

どうして技術立国、経済大国になりえたのか」

本当に知りたいことは、その発展の背景だ。

1977年の設立以来、人づくり協力のプロ集団として

途上国の人材育成に携わってきたJICEは、それを知っている。

そして石油や鉱石とは違い、色も形も臭いもないけれど

この国を支え、成長に導いた「資源」は、確かにあるということも。

今や世界共通語となった“カイゼン”に代表される、日本独自の企業文化。

古来の伝統を大切しながらも、ポップカルチャーを生みだす多様性。

一人ひとりの宗教を尊重しつつ、外国人を家族のように受け入れるホスピタリティ。

言葉でうまく伝えるのは難しくとも、これが日本の原動力。

人々に豊かさと安心をもたらしてきた、世界に誇る資源だ。

研修で、ホームステイで、私たちはさまざまに工夫を凝らし

諸外国の青年たちに、これらを実感させる場をいかにつくれるか、考えてきた。

思えばJICEの30余年の歴史は、その試行錯誤の繰り返しだった。

人づくり、はすぐに効果が期待できるものではない。

それでも私たちは、信じている。

日本の「資源」を発見した青年が母国に戻り、

自国の文化、スタイルにそれを取り入れることができたとき、

明日を拓く新しいチカラが生まれることを。

豊かさの芽が、大地を割って顔を出すことを。

マレーシア高校生訪日第２陣
茨城グループ全体スケジュール

3月  9日

3月10日

3月11日

3月12日

3月13日

3月14日

3月15日

AM
PM
AM
PM
AM
PM
AM
PM
AM
PM
AM
PM
AM
PM
AM

現地オリエンテーション
壮行会／出発
来日、オリエンテーション
東京タワー見学
有明清掃工場見学
早稲田大学訪問
茨城県自然博物館見学
筑波山梅祭り見学

ホームステイ
歓送会
県内見学
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JICEは主に国の機関や地方自治体からの委託で事業を運営している一方、
自主財源による社会貢献を行っています。
決して規模は大きくないですが、
日本と世界の架け橋になりたいという気持ちに、変わりはありません。

私たちの
自主事業 その1

モンゴル中学生エッセイコンテスト
受賞者招へい
　モンゴル中学生エッセイコンテストは今年が２回目。特選優秀賞に選ばれた５人
は、2008年11月10日に来日しました。都内では、朝日新聞社や江戸東京博物館
を見学。その後4泊5日の日程で岐阜県郡上市に滞在し、学校交流やホームステ
イを体験しました。そして11月21日。11日間の思い出を胸に、やがては日本と
モンゴルの友好の架け橋となるべく、元気に帰国しました。

　日本に在留する外国人の増加により、地方自治体がさまざまな問題に直面して
いることを踏まえ、JICEは開発途上国の人づくり協力でこれまで培ってきた知見を
活用し、日本国内へ社会貢献する一環として、多文化共生活動を実施しています。
　2008年度、JICEはブラジル人等の在住外国人が多い都市で構成される「外
国人集住都市会議」の座長都市である美濃加茂市と「多文化共生協働事業に関
する協定」を締結し、外国人集住都市会議会員都市に対する翻訳サービス等の支
援を開始しました。

　JICEでは2008年11月から12月の約2週間、中米6カ国
を対象としたJICA技術協力プロジェクト「中米広域防災能力
向上計画」の現地ファシリテーター4人を日本に招き、ファシ
リテーション研修を実施しました。現地ファシリテーターは、プ
ロジェクト内で必要なセミナーやワークショップを企画・運営
する役割を担っています。
　今回の研修では、セミナーやワークショップの運営手法に
関する講義の講師をJICEのスタッフや研修監理員が務めた
ほか、日本の防災概論の講義では、JICEがこれまでの研修事
業で培ったネットワークを活かし、第一線で活躍する講師の
協力を得て、参加者に最新の情報を提供しました。参加者は
それぞれプロジェクトの効果的な活動を促進するアクション
プランを作成し、帰国しました。

外国人集住都市会議と
多文化共生協働事業に関する協定を締結

中米広域防災能力向上計画
ファシリテーション研修 　2008年7月、北海道洞爺湖で開催された主要国首脳会議

（サミット）およびアウトリーチ国を対象とした拡大会議等に、
JICEは英語、仏語、西語、中国語、韓国語、ポルトガル語、インド
ネシア語の通訳17人を派遣しました。研修監理員はサミット期
間中のVIP等への通訳と接遇を担当するとともに、サミット開
催までの準備期間中に、通訳ボランティアや関係スタッフへの
語学研修を行う一方、北海道庁と在京各大使館との打ち合わせ
に同行し通訳を務めました。
　JICEは、北海道関係者とサミットおよび拡大会合参加国との
つなぎ役としての役目を果たし、道内外に対してその存在感を示
しました。

北海道洞爺湖サミットへの通訳協力

交流会で浴衣と民族衣装を着て
歌うモンゴルの中学生

2008年度事業報告

1.研修監理事業

2.留学生等支援事業

3.国際交流事業

4.専門家派遣等事業

5.技術協力プロジェクト等支援事業

6.情報管理事業

7.コンサルタント事業

8.通訳派遣事業

9.印刷翻訳事業

協定を締結した美濃加茂市の渡辺直由市長（右）と松岡理事長

セミナーの運営手法に
関する講義を行う
JICEスタッフ

ナイジェリア大統領夫人（右から3人目）
の北海道赤十字血液センター訪問

アウトリーチ国・国際機関
歓迎レセプション
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する協定」を締結し、外国人集住都市会議会員都市に対する翻訳サービス等の支
援を開始しました。

　JICEでは2008年11月から12月の約2週間、中米6カ国
を対象としたJICA技術協力プロジェクト「中米広域防災能力
向上計画」の現地ファシリテーター4人を日本に招き、ファシ
リテーション研修を実施しました。現地ファシリテーターは、プ
ロジェクト内で必要なセミナーやワークショップを企画・運営
する役割を担っています。
　今回の研修では、セミナーやワークショップの運営手法に
関する講義の講師をJICEのスタッフや研修監理員が務めた
ほか、日本の防災概論の講義では、JICEがこれまでの研修事
業で培ったネットワークを活かし、第一線で活躍する講師の
協力を得て、参加者に最新の情報を提供しました。参加者は
それぞれプロジェクトの効果的な活動を促進するアクション
プランを作成し、帰国しました。

外国人集住都市会議と
多文化共生協働事業に関する協定を締結

中米広域防災能力向上計画
ファシリテーション研修 　2008年7月、北海道洞爺湖で開催された主要国首脳会議

（サミット）およびアウトリーチ国を対象とした拡大会議等に、
JICEは英語、仏語、西語、中国語、韓国語、ポルトガル語、インド
ネシア語の通訳17人を派遣しました。研修監理員はサミット期
間中のVIP等への通訳と接遇を担当するとともに、サミット開
催までの準備期間中に、通訳ボランティアや関係スタッフへの
語学研修を行う一方、北海道庁と在京各大使館との打ち合わせ
に同行し通訳を務めました。
　JICEは、北海道関係者とサミットおよび拡大会合参加国との
つなぎ役としての役目を果たし、道内外に対してその存在感を示
しました。

北海道洞爺湖サミットへの通訳協力

交流会で浴衣と民族衣装を着て
歌うモンゴルの中学生

2008年度事業報告

1.研修監理事業

2.留学生等支援事業

3.国際交流事業

4.専門家派遣等事業

5.技術協力プロジェクト等支援事業

6.情報管理事業

7.コンサルタント事業

8.通訳派遣事業

9.印刷翻訳事業

協定を締結した美濃加茂市の渡辺直由市長（右）と松岡理事長

セミナーの運営手法に
関する講義を行う
JICEスタッフ

ナイジェリア大統領夫人（右から3人目）
の北海道赤十字血液センター訪問

アウトリーチ国・国際機関
歓迎レセプション



1.研修監理事業
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韓国語
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日本の技術協力は、1954年のコロンボ・プラン加盟を契機として、アジアから技術研修員16人を
受け入れ、日本国内での研修（本邦研修）を実施したことが始まりといわれています。
本邦研修は、日本が各分野で有する知識・経験や技術を伝え、
開発途上国の課題解決のために役立てることを目的としており、日本の「人づくり協力」の大きな柱です。
JICEは、独立行政法人国際協力機構（以下、JICA）をはじめ、
省庁やその他団体が実施する本邦研修において、以下に述べる業務を受託して実施しています。
JICEではこれら業務を総称して「研修監理事業」と呼んでいます。

2008年度の事業概要・実績

　JICEは研修現場において、研修コースがスムーズで効果的

に実施されるよう、研修実施機関と研修員の間に立ち、さまざ

まな調整を行っています。

　その役割を担っているのが、JICEの研修監理員（トレーニン

グ・コーディネーター）です。研修監理員は、研修の現場（講義、

視察、実習、討議等）で、関係者（国際協力関係団体・研修員受

入先・研修員）間の調整や、高度な専門語学能力が要求される

通訳、研修員の理解状況の把握と研修内容の調整等を行って

います。

　本邦研修は、従来は、知識や技能の習得を目標とする研修が

中心でしたが、近年では、研修のなかで扱われる知識や技能

を「触媒」として、研修員が主体的に研修に取り組み、自ら問題解

決の方策を生み出すことを重視するものへと移りつつあります。

　しかし、研修のなかで扱われる事例は、日本独自のコンテクス

トのなかで発達してきたものが多いため、日本の経験の中から、

研修員が自国の課題解決につながるヒントや気づきを得るため

には、条件等の相違を超えて正しく理解することが不可欠です。

　JICEの研修監理員は、研修期間全体を通じて、研修員の日々

の理解の度合いや戸惑い、変化といった状況を把握しながら、

日本側の研修実施者と研修員との間の橋渡しを行い、研修員の

より良い学びの実現と気づきを促進するためのファシリテー

ションを行うことにより、研修目標達成を支えています。

　JICEには2009年3月31日現在、全国で延べ1,500人・29

言語にわたる人材が研修監理員として登録しています。2008

年度は、25言語の研修監理員が、JICA等が実施する本邦研修

において研修現場監理を実施しました（表2-１-1参照）。

　JICEは、研修コースの運営・実施も行っています。2008年

度はJICA研修729コースについて、研修カリキュラムの作成

から、研修コースの実施に必要な講師・視察先との調整、さら

には研修終了後の評価まで一貫した業務を実施しました（表

2-1-2参照）。

　また、2005年度からは、JICEはこれまでの研修監理業務

の知見と経験を活かして、日本国内の研修実施機関や講師、

受入先などのリソース情報の照会や研修員の受入手続きに関

する相談を受け付け、JICA各部および在外事務所の研修

コース立案もサポートしています。

　さらに、JICA以外の機関が実施する本邦研修では、JICE

は、研修の目的や対象者に応じて研修コースの企画から、運

営・実施までを行っています。2007年度には、国際研修部内

に新しく研修開発課を設置し、JICA以外の機関からの研修運

営業務の受託体制を強化しました。2008年度にJICEは、

JICA以外が実施する本邦研修40コースを企画・運営しまし

た（表2-1-3参照）。

　JICEは研修コースの運営・実施において、ほとんどの場合、

外部専門家の協力を得て、カリキュラムの作成や研修員の技

術レベルの把握・指導を行っています。その際、JICEは、「研修

員の主体的な学びを実現する」という観点から、研修プログラ

ムを検討し、組み立てるとともに、研修実施中は研修監理員に

よるファシリテーションを軸として、研修員のより良い学びの

実現に努めています。

　なお、視聴覚・教育メディアについては、JICEの専門家（研

修指導員）が、カリキュラム作成から実際の指導までを行って

います。具体的には、研修員が日本で学んだ技術を母国で活

用・普及させるために、研修指導員は開発途上国が抱える課

題、教育、訓練、普及分野等におけるコミュニケーションデザイ

ンのための効果的なメディア（ビデオ、ポスター、チラシ等）の

作成技術・方法、活用方法等について指導しています。2008

年度には、JICA沖縄国際センターが実施する視聴覚・教育メ

ディア技術研修5コースにおいて、カリキュラム作成から実際

の指導までを行いました（表2-1-4、表2-1-5参照）。

１．研修現場の監理

２．研修コースの企画・運営・実施

41,795.0
3,604.0
3,314.5
2,453.0
2,412.0
2,360.0
1,934.0
972.5
904.0
698.5
630.5
568.0
473.0
373.0
297.0
237.0
178.5
165.0
103.5
29.5
29.0
26.5
4.0
3.0
1.0
0.0
0.0

63,566.0

38,789.5
4,015.0
4,398.5
2,195.5
1,451.5
2,042.5
1,456.5
778.0
720.5
397.5
607.0
491.0
405.0
454.0
58.5
285.0
149.5
62.0
82.0
42.0
23.5
15.5
0.0
0.0
0.0
5.0
0.0

58,925.0

40,270.0
4,276.5
3,244.0
2,416.0
1,462.5
2,567.0
1,491.0
953.0
446.5
279.0
447.5
450.5
309.5
411.5
105.5
192.5
173.0
114.0
105.0
32.0
64.5
6.0
7.0
0.0
22.0
0.0
0.0

59,846.0

42,814.5
4,433.0
3,431.0
2,020.0
1,580.0
2,738.5
1,961.5
890.0
497.5
583.5
479.0
493.0
387.0
324.0
50.0
171.0
146.0
137.0
95.5
41.0
47.0
9.0
0.0
0.0
7.5
42.0
0.0

63,378.5

50,137.5
5,556.0
3,881.0
2,378.0
2,069.0
2,828.0
1,993.5
1,175.0
570.5
489.0
456.5
660.5
222.5
389.5
78.5
249.5
16.0
81.0
135.0
24.0
32.5
4.0
0.0
0.0
17.5
50.0
3.0

73,497.5

表2-1-1　研修監理員　言語別稼働日数の推移  （単位:人日）

登録言語 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

合　計

JICA東京国際センター
JICA八王子国際センター
JICA筑波国際センター
JICA大阪国際センター
JICA兵庫国際センター

2004年度契約先 2005年度
179
32
49
0
0

260

2006年度
447
41
157
20
26
691

2007年度
575
－

163
47
37
822

2008年度
484
－

156
44
52
736

468
－

163
43
55
729計

表2-1-2　研修運営業務（進捗管理）実施コース数の推移  （単位:コース数）

視聴覚技術

指導分野 研修コース名

表2-1-5　2008年度 研修指導実施コース

表2-1-3　2008年度 JICA以外の本邦研修における主な企画・運営実施コース

※JICA八王子国際センターは、2006年3月末で閉館

農　業
視聴覚技術

2004年度指導分野 2005年度
9
7

2006年度
3
4

2007年度
3
3

2008年度
－
6

－
5

表2-1-4　研修指導実施コース数の推移  (単位：コース数)

※農業分野の研修コース（JICA筑波国際センターにて実施）は2006年度をもって受託終了

研修コース名 契約先

普及・啓発活動のためのデジタルビデオ教材制作
住民啓発活動のためのマルチメディア応用技術
保健医療分野におけるIEC活動　他

　研修員が来日して研修を終え帰国するまでには、さまざまな

手続きや日本滞在のための情報提供等が必要です。これらを

滞りなく行うことは、研修を円滑に実施するための基本であり、

3．研修コースの実施支援

2008年度事業報告

18 19

マレーシア職業訓練指導員本邦研修
アルジェリア国家品質管理センター研修事業
アルジェリア国家品質管理センター耐震技術研修調査団
アラブ首長国連邦アブダビ首長国行政管理省政府マネジメント研修
ボツワナ政府環境関係高官の招へい
マレーシア漢方薬研修
SAARC理工系人材育成招へい
UNIDO Nigeria Environment Study Tour
OPCWアソシエートプログラム産業研修
サウジアラビア・日本自動車技術高等研修所ジュニア・インストラクター本邦受入研修
ARIBペルー関係省庁委員招へい
総務省フィリピン放送関係者招へい
総務省エクアドル放送関係者招へい
日台技術協力「中小企業再生支援と融資」研修
日台技術協力「保健看護・介護サービス」研修
日台技術協力「産業・消費・GDP統計」研修
日台技術協力「無形の文化財保護研究」
ARIBアルゼンチン通信長官来日
ベトナム独立行政法人化研修
横浜国立大学インフラストラクチャー管理学修士課程学生のＪＩＣＡ集団研修
東京都アジア大都市ネットワーク21　行政運営ワークショップ
中国電力投資集団公司高級幹部研修団
ＡＰＴ研修「電子政府とＩＣＴ」
イラン「生産システム革新研修コース」
YLP/JDS　国立保健医療科学院授業参加アテンド
平成20年度大韓民国政府職員研修
APT研修/ブロードバンド発展のための競争政策

AISB社（マレーシア国コンサルタント）
COJAAL（アルジェリア東西高速道路建設工事共同企業体）
COJAAL（アルジェリア東西高速道路建設工事共同企業体）
アブダビ首長国
JETRO
Ministry of Health（マレーシア政府）
SAARC事務局
UNIDO Nigeria
経済産業省
経済産業省資源エネルギー庁
社団法人 電波産業会
総務省、社団法人 電波産業会
総務省、社団法人 電波産業会
台北駐日経済文化代表処 経済部
台北駐日経済文化代表処 経済部
台北駐日経済文化代表処 経済部
台北駐日経済文化代表処 経済部　
社団法人 電波産業会
ベトナム政府
横浜国立大学
東京都
電源開発株式会社
東日本電信電話株式会社
財団法人 社会経済生産性本部
名古屋大学
人事院
財団法人 海外通信・放送コンサルティング協力
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日本の技術協力は、1954年のコロンボ・プラン加盟を契機として、アジアから技術研修員16人を
受け入れ、日本国内での研修（本邦研修）を実施したことが始まりといわれています。
本邦研修は、日本が各分野で有する知識・経験や技術を伝え、
開発途上国の課題解決のために役立てることを目的としており、日本の「人づくり協力」の大きな柱です。
JICEは、独立行政法人国際協力機構（以下、JICA）をはじめ、
省庁やその他団体が実施する本邦研修において、以下に述べる業務を受託して実施しています。
JICEではこれら業務を総称して「研修監理事業」と呼んでいます。

2008年度の事業概要・実績

　JICEは研修現場において、研修コースがスムーズで効果的

に実施されるよう、研修実施機関と研修員の間に立ち、さまざ

まな調整を行っています。

　その役割を担っているのが、JICEの研修監理員（トレーニン

グ・コーディネーター）です。研修監理員は、研修の現場（講義、

視察、実習、討議等）で、関係者（国際協力関係団体・研修員受

入先・研修員）間の調整や、高度な専門語学能力が要求される

通訳、研修員の理解状況の把握と研修内容の調整等を行って

います。

　本邦研修は、従来は、知識や技能の習得を目標とする研修が

中心でしたが、近年では、研修のなかで扱われる知識や技能

を「触媒」として、研修員が主体的に研修に取り組み、自ら問題解

決の方策を生み出すことを重視するものへと移りつつあります。

　しかし、研修のなかで扱われる事例は、日本独自のコンテクス

トのなかで発達してきたものが多いため、日本の経験の中から、

研修員が自国の課題解決につながるヒントや気づきを得るため

には、条件等の相違を超えて正しく理解することが不可欠です。

　JICEの研修監理員は、研修期間全体を通じて、研修員の日々

の理解の度合いや戸惑い、変化といった状況を把握しながら、

日本側の研修実施者と研修員との間の橋渡しを行い、研修員の

より良い学びの実現と気づきを促進するためのファシリテー

ションを行うことにより、研修目標達成を支えています。

　JICEには2009年3月31日現在、全国で延べ1,500人・29

言語にわたる人材が研修監理員として登録しています。2008

年度は、25言語の研修監理員が、JICA等が実施する本邦研修

において研修現場監理を実施しました（表2-１-1参照）。

　JICEは、研修コースの運営・実施も行っています。2008年

度はJICA研修729コースについて、研修カリキュラムの作成

から、研修コースの実施に必要な講師・視察先との調整、さら

には研修終了後の評価まで一貫した業務を実施しました（表

2-1-2参照）。

　また、2005年度からは、JICEはこれまでの研修監理業務

の知見と経験を活かして、日本国内の研修実施機関や講師、

受入先などのリソース情報の照会や研修員の受入手続きに関

する相談を受け付け、JICA各部および在外事務所の研修

コース立案もサポートしています。

　さらに、JICA以外の機関が実施する本邦研修では、JICE

は、研修の目的や対象者に応じて研修コースの企画から、運

営・実施までを行っています。2007年度には、国際研修部内

に新しく研修開発課を設置し、JICA以外の機関からの研修運

営業務の受託体制を強化しました。2008年度にJICEは、

JICA以外が実施する本邦研修40コースを企画・運営しまし

た（表2-1-3参照）。

　JICEは研修コースの運営・実施において、ほとんどの場合、

外部専門家の協力を得て、カリキュラムの作成や研修員の技

術レベルの把握・指導を行っています。その際、JICEは、「研修

員の主体的な学びを実現する」という観点から、研修プログラ

ムを検討し、組み立てるとともに、研修実施中は研修監理員に

よるファシリテーションを軸として、研修員のより良い学びの

実現に努めています。

　なお、視聴覚・教育メディアについては、JICEの専門家（研

修指導員）が、カリキュラム作成から実際の指導までを行って

います。具体的には、研修員が日本で学んだ技術を母国で活

用・普及させるために、研修指導員は開発途上国が抱える課

題、教育、訓練、普及分野等におけるコミュニケーションデザイ

ンのための効果的なメディア（ビデオ、ポスター、チラシ等）の

作成技術・方法、活用方法等について指導しています。2008

年度には、JICA沖縄国際センターが実施する視聴覚・教育メ

ディア技術研修5コースにおいて、カリキュラム作成から実際

の指導までを行いました（表2-1-4、表2-1-5参照）。

１．研修現場の監理

２．研修コースの企画・運営・実施

41,795.0
3,604.0
3,314.5
2,453.0
2,412.0
2,360.0
1,934.0
972.5
904.0
698.5
630.5
568.0
473.0
373.0
297.0
237.0
178.5
165.0
103.5
29.5
29.0
26.5
4.0
3.0
1.0
0.0
0.0

63,566.0

38,789.5
4,015.0
4,398.5
2,195.5
1,451.5
2,042.5
1,456.5
778.0
720.5
397.5
607.0
491.0
405.0
454.0
58.5
285.0
149.5
62.0
82.0
42.0
23.5
15.5
0.0
0.0
0.0
5.0
0.0

58,925.0

40,270.0
4,276.5
3,244.0
2,416.0
1,462.5
2,567.0
1,491.0
953.0
446.5
279.0
447.5
450.5
309.5
411.5
105.5
192.5
173.0
114.0
105.0
32.0
64.5
6.0
7.0
0.0
22.0
0.0
0.0

59,846.0

42,814.5
4,433.0
3,431.0
2,020.0
1,580.0
2,738.5
1,961.5
890.0
497.5
583.5
479.0
493.0
387.0
324.0
50.0
171.0
146.0
137.0
95.5
41.0
47.0
9.0
0.0
0.0
7.5
42.0
0.0

63,378.5

50,137.5
5,556.0
3,881.0
2,378.0
2,069.0
2,828.0
1,993.5
1,175.0
570.5
489.0
456.5
660.5
222.5
389.5
78.5
249.5
16.0
81.0
135.0
24.0
32.5
4.0
0.0
0.0
17.5
50.0
3.0

73,497.5

表2-1-1　研修監理員　言語別稼働日数の推移  （単位:人日）

登録言語 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

合　計

JICA東京国際センター
JICA八王子国際センター
JICA筑波国際センター
JICA大阪国際センター
JICA兵庫国際センター

2004年度契約先 2005年度
179
32
49
0
0

260

2006年度
447
41
157
20
26
691

2007年度
575
－

163
47
37
822

2008年度
484
－

156
44
52
736

468
－

163
43
55
729計

表2-1-2　研修運営業務（進捗管理）実施コース数の推移  （単位:コース数）

視聴覚技術

指導分野 研修コース名

表2-1-5　2008年度 研修指導実施コース

表2-1-3　2008年度 JICA以外の本邦研修における主な企画・運営実施コース

※JICA八王子国際センターは、2006年3月末で閉館

農　業
視聴覚技術

2004年度指導分野 2005年度
9
7

2006年度
3
4

2007年度
3
3

2008年度
－
6

－
5

表2-1-4　研修指導実施コース数の推移  (単位：コース数)

※農業分野の研修コース（JICA筑波国際センターにて実施）は2006年度をもって受託終了

研修コース名 契約先

普及・啓発活動のためのデジタルビデオ教材制作
住民啓発活動のためのマルチメディア応用技術
保健医療分野におけるIEC活動　他

　研修員が来日して研修を終え帰国するまでには、さまざまな

手続きや日本滞在のための情報提供等が必要です。これらを

滞りなく行うことは、研修を円滑に実施するための基本であり、

3．研修コースの実施支援

2008年度事業報告
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マレーシア職業訓練指導員本邦研修
アルジェリア国家品質管理センター研修事業
アルジェリア国家品質管理センター耐震技術研修調査団
アラブ首長国連邦アブダビ首長国行政管理省政府マネジメント研修
ボツワナ政府環境関係高官の招へい
マレーシア漢方薬研修
SAARC理工系人材育成招へい
UNIDO Nigeria Environment Study Tour
OPCWアソシエートプログラム産業研修
サウジアラビア・日本自動車技術高等研修所ジュニア・インストラクター本邦受入研修
ARIBペルー関係省庁委員招へい
総務省フィリピン放送関係者招へい
総務省エクアドル放送関係者招へい
日台技術協力「中小企業再生支援と融資」研修
日台技術協力「保健看護・介護サービス」研修
日台技術協力「産業・消費・GDP統計」研修
日台技術協力「無形の文化財保護研究」
ARIBアルゼンチン通信長官来日
ベトナム独立行政法人化研修
横浜国立大学インフラストラクチャー管理学修士課程学生のＪＩＣＡ集団研修
東京都アジア大都市ネットワーク21　行政運営ワークショップ
中国電力投資集団公司高級幹部研修団
ＡＰＴ研修「電子政府とＩＣＴ」
イラン「生産システム革新研修コース」
YLP/JDS　国立保健医療科学院授業参加アテンド
平成20年度大韓民国政府職員研修
APT研修/ブロードバンド発展のための競争政策

AISB社（マレーシア国コンサルタント）
COJAAL（アルジェリア東西高速道路建設工事共同企業体）
COJAAL（アルジェリア東西高速道路建設工事共同企業体）
アブダビ首長国
JETRO
Ministry of Health（マレーシア政府）
SAARC事務局
UNIDO Nigeria
経済産業省
経済産業省資源エネルギー庁
社団法人 電波産業会
総務省、社団法人 電波産業会
総務省、社団法人 電波産業会
台北駐日経済文化代表処 経済部
台北駐日経済文化代表処 経済部
台北駐日経済文化代表処 経済部
台北駐日経済文化代表処 経済部　
社団法人 電波産業会
ベトナム政府
横浜国立大学
東京都
電源開発株式会社
東日本電信電話株式会社
財団法人 社会経済生産性本部
名古屋大学
人事院
財団法人 海外通信・放送コンサルティング協力



　JICEは、JICA研修員、JICA以外の機関の研修生、および留

学生に対する日本語研修を実施しています（表2-1-9参照）。

　JICEの日本語研修は、主に対象者が開発途上国の研修員や

留学生等であること、会話を中心とした実用的な日本語を指導

していること、および日本語学習を通じて日本の文化・社会・習

慣の理解促進を行っていることの3点を特長としています。

6．日本語研修

　来日した研修員は、慣れない環境の中で体調を崩したり、思

わぬ怪我をしたりすることがあります。JICEは、研修員が体調

不良や怪我によって研修に支障をきたさぬように、受診の際に

病院に同行したり、診察時の通訳を行う等、研修員が安心して

適切な治療を受けるための補助や健康管理のサポートを行っ

ています。

7．研修員の傷病への対応

　来日した研修員が日本の技術や知識を学ぶ際に、その背景

となる日本の歴史・文化・社会等を理解することは非常に重要

です。JICEは、日本の文化・社会等に関するオリエンテーション

（表2-1-7参照）、生け花や茶道等の伝統文化体験やホームス

テイ等の福利厚生業務（表2-1-8参照）を各地域で実施し、研

修員の日本に対する理解促進を行っています。

5．日本理解の促進

　研修員受入事業の中で、特に青年層を対象に専門分野の基

本的な知識や技術を18日間で学ぶ研修を青年研修事業とし

ています。この事業は、1984年から実施されてきた青年招へ

い事業を改編したもので、2007年度に始まりました。

　JICEはJICAから業務を受託し、87コース、1,464人の受

け入れに関する事前の調整や来日･帰国プログラム（*1）の運

営、教材作成、移動手配等の業務を実施しました。

4．青年研修事業の運営

2004年度 2005年度
915

2006年度
867

2007年度
908

2008年度
960 966

表2-1-6　教材手配コース数の推移 (単位：コース数）

内　容
日本の歴史・文化
日本の社会・日本人
日本の政治・行政機構
日本の経済
日本の教育
ジェンダー主流化
日本語の特色からみた日本人と社会

表2-1-7　2008年度 オリエンテーションの主な内容

11,855
189

12,044
270

12,314

10,344
97

10,441
220

10,661

7,375
0

7,375
805

8,180

7,244
14

7,258
1,201
8,459

7,153.5
0   

7,153.5
1,169   
8,322.5

対面方式
遠隔方式（「JICA-Net」）

JICA研修

その他研修
合計

表2-1-9　日本語研修実施時間数の推移 (単位：時間)

企画・実施

業務 形　態

情報提供

文化活動

日本文化紹介

スポーツ

催し物参加 

インフォメーション・デスク

情報誌

その他

表2-1-8　2008年度 福利厚生業務の主な実施内容

視　察
交　流

各地バスツアー
学校訪問
いけばな教室
茶道教室
着物・ゆかたショー／着付け体験
武道紹介
三線教室・琉球舞踊紹介
折り紙クラス、ちぎり絵クラス
書道
夜間コンピューター教室
各種音楽コンサート
国別紹介プログラム
クッキングパーティー、料理教室
リラクゼーションプログラム
テニススクール
バレーボール、バスケットボール、フットサル、卓球
合気道
ホームステイ・ホームビジット
運動会、サッカー大会
国際協力・交流フェスティバル、グローバルフェスタ
もちつき大会、桜祭り、七夕祭り、収穫祭、ひな祭り
わっしょい百万夏祭り
自治体等地域交流プログラム各種
浦添てだこ祭り
余暇の過ごし方に関する相談受付・助言・情報提供
JICA TOKYO Quarterly （毎四半期）
JICA Tokyo Event Schedule（月2回）
Flea Markets & Bazaar（月1回）

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

（*1）：来日・帰国プログラム･･･専門分野に関する研修（4日目から16日目）以外の、来日時、帰国前に実施するプログラム。ブリーフィング、オリエンテーション、評価会、開講式等。

2008年度事業報告

20 21

Coral Bay Nickel Corporation フィリピン研修生日本語研修

0000年00月

SAARC理工系人材育成招へい 2008年11月

　JICEは2008年度新規事業の21世紀東アジア青少年大交流計画の枠組みのなか

で、SAARC（南アジア地域協力連合）加盟国の大学院生を中心とする理工系人材32人

を招へいしました。本事業は、インド情報技術大学を始め、南アジアからの理工系高度人

材による日本での研究や大学交流に対する高いニーズを背景としており、外務省を通じ

て、JICEがネパールのSAARC事務局と直接、契約を締結の上、実施した理工系人材育

成事業です。

　第一陣としてパキスタン、バングラデシュ、スリランカおよびネパールから各4人、計

16人を2008年11月9日から、第二陣は、インドから16人を2008年11月30日からいずれも2週間、JICEが査証発給の身元保証人

となり、招へいしました。研修先は、日本が世界に誇る電子産業、ナノテク、製造業、省エネ等の分野に精通した大学や企業で、関係者との

意見交換を行いました。本事業の実施により、日本の研究者や学者と参加者・参加国とのネットワークが新たに構築され、今後の人的交

流、共同研究等の実現可能性が大いに高まりました。

　JICEでは、引き続き2009年度も招へいを予定しています。

　2008年度日本語研修事業でJICEは、住友金属鉱山株式会社出資の関係会社であ

るCoral Bay Nickel Corporationよりフィリピン人技術研修生2グループ、計20人を

対象とした日本語研修を受託しました。2007年度に続き2年目の実施となる今回は、

より高い目標が設定され、研修期間も2007年度より2週間長い6週間となりました。

　この研修は日本語研修の後に続けて行われる工場研修の効果的実施、帰国後の現

地工場での日本人技師との意思疎通を目的とし、日常生活および研修現場で必要な

会話習得、危険回避のための工場内の漢字標示の学習を行います。また、日本社会・

日本人の生活習慣の理解、生活の中の規律・ルールの習得にも力を入れ、研修が安全

でスムーズに行われるよう指導しました。「技術研修の日本語」のノウハウを十分活用し、帰国前の調査では、工場研修の担当者から、研

修生の日本語での意思疎通に全く問題はなく、日本語研修の成果が高かったとの評価を受けました。

わっしょい百万夏まつりの百万踊りに参加 2008年8月

2008年5～10月

　JICA九州国際センターがある北九州市では、毎年、市主催による夏の風物詩

「わっしょい百万夏まつり」が開催されています。まつりのハイライトは「百万踊

り」です。

　JICE九州支所は研修員福利厚生業務の一環として、研修員、留学生約80人

を含む総勢150人の「JICA九州国際センター」チームを編成し、百万踊りの参

加準備から当日の引率までの運営全般を実施しています。2008年も8月3日

に開催された百万踊りに参加し、49チーム約5,000人の参加者とともに踊り明かし、真夏の夜を

大いに満喫しました。

　当日の業務は、出発前の結団式パーティの運営、法被や帯等の配布とその回収、飲み物や備品の

運搬、資源ごみの分別、研修員誘導および注意事項の説明等、多岐にわたっています。スタッフ総力

戦による努力の甲斐があってか、一生懸命楽しく踊る研修員や参加スタッフが評価され、2006、

2007年度には2年連続でユーモア賞を受賞する快挙を成し遂げることができました。

確実かつ効率的な実施が求められます。

　JICEは、年間約1万人のJICA研修員をはじめ、その他の機

関が受け入れた研修員に対して、日本入国査証（ビザ）取得の

ための書類作成・航空券手配・滞在費支給、日本での生活環境

についての来日時ブリーフィング、国内移動手段の手配・確

保、宿泊施設の予約、研修教材の翻訳・印刷・調達手配（表

2-1-6参照）等を行っています。



　JICEは、JICA研修員、JICA以外の機関の研修生、および留

学生に対する日本語研修を実施しています（表2-1-9参照）。

　JICEの日本語研修は、主に対象者が開発途上国の研修員や

留学生等であること、会話を中心とした実用的な日本語を指導

していること、および日本語学習を通じて日本の文化・社会・習

慣の理解促進を行っていることの3点を特長としています。

6．日本語研修

　来日した研修員は、慣れない環境の中で体調を崩したり、思

わぬ怪我をしたりすることがあります。JICEは、研修員が体調

不良や怪我によって研修に支障をきたさぬように、受診の際に

病院に同行したり、診察時の通訳を行う等、研修員が安心して

適切な治療を受けるための補助や健康管理のサポートを行っ

ています。

7．研修員の傷病への対応

　来日した研修員が日本の技術や知識を学ぶ際に、その背景

となる日本の歴史・文化・社会等を理解することは非常に重要

です。JICEは、日本の文化・社会等に関するオリエンテーション

（表2-1-7参照）、生け花や茶道等の伝統文化体験やホームス

テイ等の福利厚生業務（表2-1-8参照）を各地域で実施し、研

修員の日本に対する理解促進を行っています。

5．日本理解の促進

　研修員受入事業の中で、特に青年層を対象に専門分野の基

本的な知識や技術を18日間で学ぶ研修を青年研修事業とし

ています。この事業は、1984年から実施されてきた青年招へ

い事業を改編したもので、2007年度に始まりました。

　JICEはJICAから業務を受託し、87コース、1,464人の受

け入れに関する事前の調整や来日･帰国プログラム（*1）の運

営、教材作成、移動手配等の業務を実施しました。

4．青年研修事業の運営

2004年度 2005年度
915

2006年度
867

2007年度
908

2008年度
960 966

表2-1-6　教材手配コース数の推移 (単位：コース数）

内　容
日本の歴史・文化
日本の社会・日本人
日本の政治・行政機構
日本の経済
日本の教育
ジェンダー主流化
日本語の特色からみた日本人と社会

表2-1-7　2008年度 オリエンテーションの主な内容

11,855
189

12,044
270

12,314

10,344
97

10,441
220

10,661

7,375
0

7,375
805

8,180

7,244
14

7,258
1,201
8,459

7,153.5
0   

7,153.5
1,169   
8,322.5

対面方式
遠隔方式（「JICA-Net」）

JICA研修

その他研修
合計

表2-1-9　日本語研修実施時間数の推移 (単位：時間)

企画・実施

業務 形　態

情報提供

文化活動

日本文化紹介

スポーツ

催し物参加 

インフォメーション・デスク

情報誌

その他

表2-1-8　2008年度 福利厚生業務の主な実施内容

視　察
交　流

各地バスツアー
学校訪問
いけばな教室
茶道教室
着物・ゆかたショー／着付け体験
武道紹介
三線教室・琉球舞踊紹介
折り紙クラス、ちぎり絵クラス
書道
夜間コンピューター教室
各種音楽コンサート
国別紹介プログラム
クッキングパーティー、料理教室
リラクゼーションプログラム
テニススクール
バレーボール、バスケットボール、フットサル、卓球
合気道
ホームステイ・ホームビジット
運動会、サッカー大会
国際協力・交流フェスティバル、グローバルフェスタ
もちつき大会、桜祭り、七夕祭り、収穫祭、ひな祭り
わっしょい百万夏祭り
自治体等地域交流プログラム各種
浦添てだこ祭り
余暇の過ごし方に関する相談受付・助言・情報提供
JICA TOKYO Quarterly （毎四半期）
JICA Tokyo Event Schedule（月2回）
Flea Markets & Bazaar（月1回）

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

（*1）：来日・帰国プログラム･･･専門分野に関する研修（4日目から16日目）以外の、来日時、帰国前に実施するプログラム。ブリーフィング、オリエンテーション、評価会、開講式等。
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Coral Bay Nickel Corporation フィリピン研修生日本語研修

0000年00月

SAARC理工系人材育成招へい 2008年11月

　JICEは2008年度新規事業の21世紀東アジア青少年大交流計画の枠組みのなか

で、SAARC（南アジア地域協力連合）加盟国の大学院生を中心とする理工系人材32人

を招へいしました。本事業は、インド情報技術大学を始め、南アジアからの理工系高度人

材による日本での研究や大学交流に対する高いニーズを背景としており、外務省を通じ

て、JICEがネパールのSAARC事務局と直接、契約を締結の上、実施した理工系人材育

成事業です。

　第一陣としてパキスタン、バングラデシュ、スリランカおよびネパールから各4人、計

16人を2008年11月9日から、第二陣は、インドから16人を2008年11月30日からいずれも2週間、JICEが査証発給の身元保証人

となり、招へいしました。研修先は、日本が世界に誇る電子産業、ナノテク、製造業、省エネ等の分野に精通した大学や企業で、関係者との

意見交換を行いました。本事業の実施により、日本の研究者や学者と参加者・参加国とのネットワークが新たに構築され、今後の人的交

流、共同研究等の実現可能性が大いに高まりました。

　JICEでは、引き続き2009年度も招へいを予定しています。

　2008年度日本語研修事業でJICEは、住友金属鉱山株式会社出資の関係会社であ

るCoral Bay Nickel Corporationよりフィリピン人技術研修生2グループ、計20人を

対象とした日本語研修を受託しました。2007年度に続き2年目の実施となる今回は、

より高い目標が設定され、研修期間も2007年度より2週間長い6週間となりました。

　この研修は日本語研修の後に続けて行われる工場研修の効果的実施、帰国後の現

地工場での日本人技師との意思疎通を目的とし、日常生活および研修現場で必要な

会話習得、危険回避のための工場内の漢字標示の学習を行います。また、日本社会・

日本人の生活習慣の理解、生活の中の規律・ルールの習得にも力を入れ、研修が安全

でスムーズに行われるよう指導しました。「技術研修の日本語」のノウハウを十分活用し、帰国前の調査では、工場研修の担当者から、研

修生の日本語での意思疎通に全く問題はなく、日本語研修の成果が高かったとの評価を受けました。

わっしょい百万夏まつりの百万踊りに参加 2008年8月

2008年5～10月

　JICA九州国際センターがある北九州市では、毎年、市主催による夏の風物詩

「わっしょい百万夏まつり」が開催されています。まつりのハイライトは「百万踊

り」です。

　JICE九州支所は研修員福利厚生業務の一環として、研修員、留学生約80人

を含む総勢150人の「JICA九州国際センター」チームを編成し、百万踊りの参

加準備から当日の引率までの運営全般を実施しています。2008年も8月3日

に開催された百万踊りに参加し、49チーム約5,000人の参加者とともに踊り明かし、真夏の夜を

大いに満喫しました。

　当日の業務は、出発前の結団式パーティの運営、法被や帯等の配布とその回収、飲み物や備品の

運搬、資源ごみの分別、研修員誘導および注意事項の説明等、多岐にわたっています。スタッフ総力

戦による努力の甲斐があってか、一生懸命楽しく踊る研修員や参加スタッフが評価され、2006、

2007年度には2年連続でユーモア賞を受賞する快挙を成し遂げることができました。

確実かつ効率的な実施が求められます。

　JICEは、年間約1万人のJICA研修員をはじめ、その他の機

関が受け入れた研修員に対して、日本入国査証（ビザ）取得の

ための書類作成・航空券手配・滞在費支給、日本での生活環境

についての来日時ブリーフィング、国内移動手段の手配・確

保、宿泊施設の予約、研修教材の翻訳・印刷・調達手配（表

2-1-6参照）等を行っています。
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1． 2008年度来日生の現地語学研修

　2008年度事業実施対象国のうち、中国を除く9カ国（ウズ

ベキスタン、ラオス、カンボジア、ベトナム、モンゴル、バングラ

デシュ、ミャンマー、フィリピン、キルギス）の現地プロジェクト

事務所では、2007年度に選考された留学候補者220人に対

して語学研修を実施しました。留学生の英語能力が高い国には

JICEの日本語指導員を派遣して日本での生活を円滑にする

ための基礎的な日本語研修を、それ以外の国では英語で学位

を取得するために十分な英語力を身につけさせるための英語

研修を実施しました（表2-2-1参照）。

2． 来日時

　10カ国から267人（表2-2-2、2-2-3参照）の留学生が来

日後、日本文化、社会等日本紹介の講義、日本の開発経験およ

び日本の社会文化、ODAの理解促進等を目的とした約１週間

の導入研修を実施し、その後入学前までは日本語研修を実施

しました。また、大学院入学前には、通学圏に留学生の居住に適

したアパートや学生寮等の住居手配を支援し、留学生が学業に

専念できる環境を整えました。

国　名 研修内容

表2-2-1　2008年度来日留学生 国別来日前研修

ウズベキスタン
ラオス
カンボジア
ベトナム
モンゴル

2.留学生等支援事業

人材育成支援無償事業（Japanese Grant Aid for Human Resource Development Scholarship
以下「JDS」）は、わが国の無償資金協力対象国において、社会経済開発の計画立案や実施に関わり、
将来の国づくりにおける指導者となることが期待されている優秀な若手行政官、実務家および研究者等の
人材育成を目的として1999年度から開始されたプログラムです。2008年度からは、各国の開発課題の
解決により即した効果的な事業となるプログラムに改定されています。
本プログラムを通じてわが国に受け入れられる留学生は、日本の大学院で専門的な知識の修得や
人的なネットワークの構築を行い、母国の社会経済開発上の課題を
実践的に解決する知識を持つ人材として活躍することが期待されています。
JICEは、この事業を実施する各国政府の実施代理機関として、留学生の募集選考支援から来日準備、
来日後の生活支援ならびに帰国に至るまでの一連の業務を実施しています。

（1）人材育成支援無償事業

2008年度の事業概要・実績

9期生
9期生
8期生
8期生
7期生

日本語研修
英語研修
英語研修
日本語研修
日本語研修

選考年度
来日年度

1999 年度
2000 年度

2000 年度
2001年度

2001年度
2002 年度

2002 年度
2003 年度

2003 年度
2004 年度

2004 年度
2005 年度

2005 年度
2006 年度

2006 年度
2007年度

各国計
（人）

表2-2-2　留学生 国別・年度別来日人数実績の推移

国　名 研修内容
バングラデシュ
ミャンマー
中国
フィリピン
キルギス

7期生
7期生
6期生
6期生
2期生

日本語研修
英語研修
なし
日本語研修
英語研修

ウズベキスタン
ラオス
カンボジア
ベトナム
モンゴル
バングラデシュ
ミャンマー
中国
フィリピン
インドネシア
キルギス
タジキスタン

20 
20

19
20
20
20

19
20
20
30
20
29
14

20
20
20
30
20
19
19
42
19
30

20
20
20
30
20
20
20
43
20
30

20
20
20
30
19
20
20
41
20
30

20
25
25
33
20
20
30
43
25
30

20 
25 
25 
34 
20 
20 
30 
47 
25

193 
215 
200 
277 
157 
168 
193 
311 
159 
120 
58 
5 

20 
25 
25 
35 
20 
20 
30 
47 
25 

20

9期生
9期生
8期生
8期生
7期生
7期生
7期生
6期生
6期生

2期生

15 
20 
25 
35 
18 
20 
30 
48 
25 

18 
5 

40 79 152 239 240243 271 266

20

2,056267合計 259

10期生
10期生
9期生
9期生
8期生
8期生
8期生
7期生
7期生

3期生
1期生

2007年度
2008 年度

2008 年度
2009年度（予定）
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　留学生の日本滞在中、定期的にモニタリング等を実施し、大

学での学業進捗状況、その後の研究計画や日常生活における

問題点、健康状態を確認し、必要に応じて適切なサポートを行

うほか、いつでもJICEスタッフと連絡をとれる体制を整え、緊

急時にも迅速に対応できるようサポートを行いました。

　また、対象各国政府の事業関係者がモニタリングミッション

として来日し、受入大学の視察や外務省、JICA等の日本側関

係機関および留学生との意見交換も行い、関係者との直接対

話や留学生の学習環境・支援体制の視察を通じて、先方政府の

本事業へのより具体的な理解を得ることができました。

3．滞在中

　1999年度（＊1）にウズベキスタンとラオスの２カ国を対象

に開始された本事業は、カンボジア、ベトナム、モンゴル、バン

グラデシュ、ミャンマー、中国、フィリピン、インドネシアと対象

国を10カ国に拡大し実施されてきました。インドネシアについ

ては2006年度来日生をもって受入を終了し、2007年度来

日生からは新たにキルギスが加わりました。2008年度までに

来日した留学生の数は延べ1,797人、2008年度末時点で日

本での勉学を終え、学位（主に修士）を取得して帰国した留学

生は延べ1,284人に達しています。

　1999年度に現地で初めて募集選考業務が開始されてから

10年が経過しました。2007年度からは事業の成果を事業関

係者が共有できるよう、一部の国で受入分野の中に各国の開

発課題を踏まえたサブテーマを設定することとし、募集選考の

段階から留学終了までその国の開発課題に沿った研究が行わ

れることにより、事業成果のさらなる発現・向上に努めました。

　2008年度には、ウズベキスタン、ラオス、モンゴルに、新規

対象候補国としてタジキスタンを加えた4カ国の計画策定調

事業の推移

　2007年度以前に来日し、2008年度に学位を取得し帰

国した留学生は269人です。帰国前には、日本国内において

留学生活の総括として帰国前評価会を実施し、帰国後は各国

にて現地政府や日本側関係者を集め帰国報告会を開催し、

留学生が研究や留学の成果を発表する場を設けるとともに、

事業関係者に留学の成果を実感してもらえるように努めて

います。

4．帰国時

　2009年度に来日する留学生の募集を行った11カ国（ウズ

ベキスタン、ラオス、カンボジア、ベトナム、モンゴル、バングラデ

シュ、ミャンマー、中国、フィリピン、キルギス、タジキスタン）で

は、募集説明会を開催したり、主要な省庁を訪問し、職員の応募

を促す等、優秀な候補者の確保に努めました。

　その後、書類選考や面接試験等一連の選考活動を支援し、最

5．2009年度来日留学生の募集・選考

国 対象分野

表2-2-3　2008年度来日留学生 国別対象分野

ウズベキスタン
ラオス

カンボジア

ベトナム

モンゴル

バングラデシュ
ミャンマー
中国
フィリピン
キルギス

法律、公共政策、経済、経営、農業、情報通信、教育行政、工学（8分野）
法律、行政/公共政策、経済、経営、国際関係、農業/農村開発、
教育/教育行政、工学（8分野）
法律、行政、経済、 国際関係、農業/農村開発、情報通信、教育行政、
保健行政、都市基盤（9分野）
法律、行政/公共政策、経済、経営、国際関係、農業/農村開発、
情報通信、環境政策（8分野）
法律、行政、公共政策、経営、国際関係、情報通信、教育、環境政策、
保健行政、開発工学（10分野）
公共政策、経済、国際関係、環境政策（4分野）
法律、公共政策、経済、経営、国際関係、情報通信、農業政策（7分野）
法律、公共政策、経済、経営、国際関係（5分野）
行政、経済、経営、情報通信、開発工学（5分野）
公共政策、経済、国際関係、農業政策、情報通信、環境政策（6分野）

9期生
9期生

8期生

8期生

7期生

7期生
7期生
6期生
6期生
2期生

募集対象国 有効応募者数 最終合格者数

表2-2-4　2008年度 現地選考業務 (単位：人）

ウズベキスタン
ラオス
カンボジア
ベトナム
モンゴル
バングラデシュ
ミャンマー
中国
フィリピン
キルギス
タジキスタン

10期生
10期生
9期生
9期生
8期生
8期生
8期生
7期生
7期生
3期生
1期生

15 
20 
25 
35 
18 
20 
30 
48 
25 
18 
5 

259 

72 
116 
257 
246 
134 
241 
156 
188 
91 
67 
12 

1,580 合計

（＊1）：日本への留学生受入は2000年夏に開始されました。
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7月2日東京での留学生歓迎レセプション

終的に11カ国1,580人の有効応募者の中から259人の留学

生が選考されました（表2-2-4参照）。



2008年度事業報告

1． 2008年度来日生の現地語学研修

　2008年度事業実施対象国のうち、中国を除く9カ国（ウズ

ベキスタン、ラオス、カンボジア、ベトナム、モンゴル、バングラ

デシュ、ミャンマー、フィリピン、キルギス）の現地プロジェクト

事務所では、2007年度に選考された留学候補者220人に対

して語学研修を実施しました。留学生の英語能力が高い国には

JICEの日本語指導員を派遣して日本での生活を円滑にする

ための基礎的な日本語研修を、それ以外の国では英語で学位

を取得するために十分な英語力を身につけさせるための英語

研修を実施しました（表2-2-1参照）。

2． 来日時

　10カ国から267人（表2-2-2、2-2-3参照）の留学生が来

日後、日本文化、社会等日本紹介の講義、日本の開発経験およ

び日本の社会文化、ODAの理解促進等を目的とした約１週間

の導入研修を実施し、その後入学前までは日本語研修を実施

しました。また、大学院入学前には、通学圏に留学生の居住に適

したアパートや学生寮等の住居手配を支援し、留学生が学業に

専念できる環境を整えました。

国　名 研修内容

表2-2-1　2008年度来日留学生 国別来日前研修

ウズベキスタン
ラオス
カンボジア
ベトナム
モンゴル

2.留学生等支援事業

人材育成支援無償事業（Japanese Grant Aid for Human Resource Development Scholarship
以下「JDS」）は、わが国の無償資金協力対象国において、社会経済開発の計画立案や実施に関わり、
将来の国づくりにおける指導者となることが期待されている優秀な若手行政官、実務家および研究者等の
人材育成を目的として1999年度から開始されたプログラムです。2008年度からは、各国の開発課題の
解決により即した効果的な事業となるプログラムに改定されています。
本プログラムを通じてわが国に受け入れられる留学生は、日本の大学院で専門的な知識の修得や
人的なネットワークの構築を行い、母国の社会経済開発上の課題を
実践的に解決する知識を持つ人材として活躍することが期待されています。
JICEは、この事業を実施する各国政府の実施代理機関として、留学生の募集選考支援から来日準備、
来日後の生活支援ならびに帰国に至るまでの一連の業務を実施しています。

（1）人材育成支援無償事業

2008年度の事業概要・実績

9期生
9期生
8期生
8期生
7期生

日本語研修
英語研修
英語研修
日本語研修
日本語研修

選考年度
来日年度

1999 年度
2000 年度

2000 年度
2001年度

2001年度
2002 年度

2002 年度
2003 年度

2003 年度
2004 年度

2004 年度
2005 年度

2005 年度
2006 年度

2006 年度
2007年度

各国計
（人）

表2-2-2　留学生 国別・年度別来日人数実績の推移

国　名 研修内容
バングラデシュ
ミャンマー
中国
フィリピン
キルギス

7期生
7期生
6期生
6期生
2期生

日本語研修
英語研修
なし
日本語研修
英語研修

ウズベキスタン
ラオス
カンボジア
ベトナム
モンゴル
バングラデシュ
ミャンマー
中国
フィリピン
インドネシア
キルギス
タジキスタン

20 
20

19
20
20
20

19
20
20
30
20
29
14

20
20
20
30
20
19
19
42
19
30

20
20
20
30
20
20
20
43
20
30

20
20
20
30
19
20
20
41
20
30

20
25
25
33
20
20
30
43
25
30

20 
25 
25 
34 
20 
20 
30 
47 
25

193 
215 
200 
277 
157 
168 
193 
311 
159 
120 
58 
5 

20 
25 
25 
35 
20 
20 
30 
47 
25 

20

9期生
9期生
8期生
8期生
7期生
7期生
7期生
6期生
6期生

2期生

15 
20 
25 
35 
18 
20 
30 
48 
25 

18 
5 

40 79 152 239 240243 271 266

20

2,056267合計 259

10期生
10期生
9期生
9期生
8期生
8期生
8期生
7期生
7期生

3期生
1期生

2007年度
2008 年度

2008 年度
2009年度（予定）
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　留学生の日本滞在中、定期的にモニタリング等を実施し、大

学での学業進捗状況、その後の研究計画や日常生活における

問題点、健康状態を確認し、必要に応じて適切なサポートを行

うほか、いつでもJICEスタッフと連絡をとれる体制を整え、緊

急時にも迅速に対応できるようサポートを行いました。

　また、対象各国政府の事業関係者がモニタリングミッション

として来日し、受入大学の視察や外務省、JICA等の日本側関

係機関および留学生との意見交換も行い、関係者との直接対

話や留学生の学習環境・支援体制の視察を通じて、先方政府の

本事業へのより具体的な理解を得ることができました。

3．滞在中

　1999年度（＊1）にウズベキスタンとラオスの２カ国を対象

に開始された本事業は、カンボジア、ベトナム、モンゴル、バン

グラデシュ、ミャンマー、中国、フィリピン、インドネシアと対象

国を10カ国に拡大し実施されてきました。インドネシアについ

ては2006年度来日生をもって受入を終了し、2007年度来

日生からは新たにキルギスが加わりました。2008年度までに

来日した留学生の数は延べ1,797人、2008年度末時点で日

本での勉学を終え、学位（主に修士）を取得して帰国した留学

生は延べ1,284人に達しています。

　1999年度に現地で初めて募集選考業務が開始されてから

10年が経過しました。2007年度からは事業の成果を事業関

係者が共有できるよう、一部の国で受入分野の中に各国の開

発課題を踏まえたサブテーマを設定することとし、募集選考の

段階から留学終了までその国の開発課題に沿った研究が行わ

れることにより、事業成果のさらなる発現・向上に努めました。

　2008年度には、ウズベキスタン、ラオス、モンゴルに、新規

対象候補国としてタジキスタンを加えた4カ国の計画策定調

事業の推移

　2007年度以前に来日し、2008年度に学位を取得し帰

国した留学生は269人です。帰国前には、日本国内において

留学生活の総括として帰国前評価会を実施し、帰国後は各国

にて現地政府や日本側関係者を集め帰国報告会を開催し、

留学生が研究や留学の成果を発表する場を設けるとともに、

事業関係者に留学の成果を実感してもらえるように努めて

います。

4．帰国時

　2009年度に来日する留学生の募集を行った11カ国（ウズ

ベキスタン、ラオス、カンボジア、ベトナム、モンゴル、バングラデ

シュ、ミャンマー、中国、フィリピン、キルギス、タジキスタン）で

は、募集説明会を開催したり、主要な省庁を訪問し、職員の応募

を促す等、優秀な候補者の確保に努めました。

　その後、書類選考や面接試験等一連の選考活動を支援し、最

5．2009年度来日留学生の募集・選考

国 対象分野

表2-2-3　2008年度来日留学生 国別対象分野

ウズベキスタン
ラオス

カンボジア

ベトナム

モンゴル

バングラデシュ
ミャンマー
中国
フィリピン
キルギス

法律、公共政策、経済、経営、農業、情報通信、教育行政、工学（8分野）
法律、行政/公共政策、経済、経営、国際関係、農業/農村開発、
教育/教育行政、工学（8分野）
法律、行政、経済、 国際関係、農業/農村開発、情報通信、教育行政、
保健行政、都市基盤（9分野）
法律、行政/公共政策、経済、経営、国際関係、農業/農村開発、
情報通信、環境政策（8分野）
法律、行政、公共政策、経営、国際関係、情報通信、教育、環境政策、
保健行政、開発工学（10分野）
公共政策、経済、国際関係、環境政策（4分野）
法律、公共政策、経済、経営、国際関係、情報通信、農業政策（7分野）
法律、公共政策、経済、経営、国際関係（5分野）
行政、経済、経営、情報通信、開発工学（5分野）
公共政策、経済、国際関係、農業政策、情報通信、環境政策（6分野）

9期生
9期生

8期生

8期生

7期生

7期生
7期生
6期生
6期生
2期生

募集対象国 有効応募者数 最終合格者数

表2-2-4　2008年度 現地選考業務 (単位：人）

ウズベキスタン
ラオス
カンボジア
ベトナム
モンゴル
バングラデシュ
ミャンマー
中国
フィリピン
キルギス
タジキスタン

10期生
10期生
9期生
9期生
8期生
8期生
8期生
7期生
7期生
3期生
1期生

15 
20 
25 
35 
18 
20 
30 
48 
25 
18 
5 

259 

72 
116 
257 
246 
134 
241 
156 
188 
91 
67 
12 

1,580 合計

（＊1）：日本への留学生受入は2000年夏に開始されました。
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7月2日東京での留学生歓迎レセプション

終的に11カ国1,580人の有効応募者の中から259人の留学

生が選考されました（表2-2-4参照）。
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査（協力準備調査）を行うコンサルタントとしてJICAから選定

され、今後4期にわたる事業計画の策定に携わりました。そし

て、各国の国家開発計画や日本の援助重点分野等に合致した

カリキュラムと対象機関（中央省庁等）を選定し、これらに見

合った留学生の募集・選考を行いました。

　これまでほぼ全員の留学生が学位を取得し、なかには成績

優秀者として大学から表彰された者や、卒業式で総代を務め

た者もいます。JICEが実施した業務については、帰国前評価

会等の場において、留学生から「日本語研修の成果は2年間の

留学生活に大変役立った」「定期的に行われるモニタリング等

のJICEのサポートにより安心して研究に専念できた」「日本で

得た専門知識を活用し、母国の発展に貢献したい」「日本で構

築した人的ネットワークを帰国後も維持していきたい」といっ

た感想が寄せられています。

　学位を取得した留学生は母国に戻り、それぞれの職場で活

躍しています。今後もより一層、留学で得た知識や経験、ネット

ワークを活かして各国の社会経済開発に資する人材として活

躍すること、また、日本の良き理解者として両国友好関係の基

盤の拡大と強化に貢献することが期待されます。

本事業の成果

25

　長期研修員のうち、2008年度における来日研修員は132人、

帰国研修員が85人、継続して滞在する研修員が84人となり、

全国に滞在する長期研修員に対して以下の業務を行いました。

1．来日時

　受入大学に対して長期研修員制度等の説明を行い、新規受入

学科については学内の施設や周辺環境等を調査し、研修員の受

け入れに備えました。

　来日後は、生活に必要な情報の提供、外国人登録や国民健康

保険加入、銀行口座開設等の各種手続き、住宅手配等、日本での

生活が滞りなく開始できるよう業務を行いました。また、来日間

もない長期研修員を対象として、2008年9月と2009年3月に

はJICA留学生セミナー（導入研修）を行い、基本的な開発理論

の習得や人的ネットワークの構築、わが国のODAやJICAを巡る

状況の理解促進等を目的に講座を運営しました。

行キャッシュカード・財布の遺失といった緊急事態への対応も行

いました。　

2．滞在中

　長期研修員の滞在中は相談対応を随時行うとともに、年に4

回程度、面談形式のモニタリングをJICAとともに行い(状況に応

じJICE単独で実施)、学業の進捗状況や生活面の把握に努めま

した。長期研修員からの滞日期間中の問い合わせは、JICEが窓

口となり対応し、急病時の病院同行、近隣住民とのトラブル、銀

3．帰国時

　各長期研修員が学業を修め、円滑に帰国できるよう、住居退

居時の補助やJICAが実施するオリエンテーションを補助しま

した。また、帰国前の意見交換会に出席し、論文の概要や事業

に関する意見交換の内容について記録を作成しました。

4．情報整備

　これまでの長期研修員からの相談内容を活かし、『長期研修員

ハンドブック』の改訂やJICA Scholarshipホームページの原稿

を作成しました。

事業の推移

　1999年度に13大学・機関へ31人の受け入れから開始された

本事業は、近年では、毎年度100人前後を新規に受け入れ、

2008年度までに来日した長期研修員は、延べ82大学・機関で学

業を修め、その数は897人に上ります。2006年度からの受託業

務の拡大により、JICEと受入大学や長期研修員との連携が緊密に

なり、JICEはより深く学業面や生活面を支援するようになりました

（表2-2-5参照）。

本事業の成果

　「疑問や相談があれば、いつでもJICE担当者に連絡して回答を

得ることができた。研究についてだけでなく、さまざまな手続きや

病気の時の対応等日本での日常生活に対し何の問題もなくサ

ポートしてくれて心強かった」。帰国前の意見交換会で長期研修

員から寄せられた意見です。研修員からこうした評価を受け、2年

間の日本滞在が帰国後の大きな成果につながるよう、さらに効率

的な運営と効果的な実施に尽力していきたいと考えています。

JICAが実施する研修員受入事業の内、プロジェクト実施国の協力機関等で学位取得が必要な人材や、
JICAの支援重点分野の若手等を対象として、
日本の大学での学位取得を目的としたものが長期研修員受入事業です。
JICEは、JICAから業務を受託し、来日する長期研修員たちの生活環境の整備や、滞在中のサポート、
学業の進捗把握等の業務を実施しています。
来日する技術研修員の大半が1～2カ月の滞在なのに対し、長期研修員は学位取得を目的としていることから
2年程度の滞在となるため、JICEの提供するサービスも留学生等支援事業として実施しています。

（2）長期研修員受入事業

2008年度の事業概要・実績

年　度

表2-2-5　JICA長期研修員受入事業による2008年度までの受入留学生数

新規来日
帰　国
前年度からの継続
年度末時点の総滞在者数

31
0
0
31

1999年
86
1
30
116

2000年
83
41
75
170

2001年
96
72
86
185

2002年
98
85
97
197

2003年
100
93
102
205

2004年
104
98
104
208

2005年
87
96
112
200

2006年
80
110
89
170

2007年
132
85
84
224

2008年
897
681

計

　インドネシアにおける人材育成支援無償（JDS）事業は2002年度に開始され、2003年から2006年まで4期に分かれて合計120人

の若手行政官や国立大学教員を中心にJDS留学生として日本に送り出しました。JDS留学生たちは日本の受入大学で修士号を修め、

2008年秋を最後に全員が本国へ帰国しましたが、インドネシアはこれまで約10年にわたってJDS事業を実施している対象国の中で、

事業が完結した初めての国となりました。そこで、2002年から7年に及ぶインドネシアでのJDS事業を総括するため、2009年3月に

ジャカルタで最後の運営委員会と帰国報告会を実施しました。

　帰国報告会では、インドネシア政府国家開発企画庁の高官から、｢帰

国したJDS留学生たちが日本で学んだ専門知識や日本留学の経験を、

行政改革や国家戦略策定に役立てて欲しい｣とのコメントをいただくな

ど、今後のJDS留学生の活躍に対する両国政府の大きな期待が寄せら

れるとともに、JDS留学生自身による母国への貢献に対する強い意志

など、事業の節目で今後につながる展開を確認できました。

　JICEは2009年2月から、全てのJDS帰国留学生を対象としたメール

ニュース（JDS Reunion News）の定期配信を始めました。インドネシ

アでのJDS事業は終了しましたが、帰国留学生たちとのネットワークは

大切にしながら、今後も「知」をつないでいきたいと思います。

JDS 早稲田大学アジア太平洋研究科卒業式

現地政府のJDS事業関係者が一堂に会し、今後のフォローアップに
向けて議論が行われました

※JICEではほかに円借款での留学生事業を行っています（p35コンサルタント事業をご参照ください）。
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査（協力準備調査）を行うコンサルタントとしてJICAから選定
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て、各国の国家開発計画や日本の援助重点分野等に合致した

カリキュラムと対象機関（中央省庁等）を選定し、これらに見

合った留学生の募集・選考を行いました。

　これまでほぼ全員の留学生が学位を取得し、なかには成績

優秀者として大学から表彰された者や、卒業式で総代を務め

た者もいます。JICEが実施した業務については、帰国前評価

会等の場において、留学生から「日本語研修の成果は2年間の

留学生活に大変役立った」「定期的に行われるモニタリング等

のJICEのサポートにより安心して研究に専念できた」「日本で

得た専門知識を活用し、母国の発展に貢献したい」「日本で構

築した人的ネットワークを帰国後も維持していきたい」といっ

た感想が寄せられています。

　学位を取得した留学生は母国に戻り、それぞれの職場で活

躍しています。今後もより一層、留学で得た知識や経験、ネット

ワークを活かして各国の社会経済開発に資する人材として活

躍すること、また、日本の良き理解者として両国友好関係の基

盤の拡大と強化に貢献することが期待されます。

本事業の成果
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　長期研修員のうち、2008年度における来日研修員は132人、

帰国研修員が85人、継続して滞在する研修員が84人となり、

全国に滞在する長期研修員に対して以下の業務を行いました。

1．来日時

　受入大学に対して長期研修員制度等の説明を行い、新規受入

学科については学内の施設や周辺環境等を調査し、研修員の受

け入れに備えました。

　来日後は、生活に必要な情報の提供、外国人登録や国民健康

保険加入、銀行口座開設等の各種手続き、住宅手配等、日本での

生活が滞りなく開始できるよう業務を行いました。また、来日間

もない長期研修員を対象として、2008年9月と2009年3月に

はJICA留学生セミナー（導入研修）を行い、基本的な開発理論

の習得や人的ネットワークの構築、わが国のODAやJICAを巡る

状況の理解促進等を目的に講座を運営しました。

行キャッシュカード・財布の遺失といった緊急事態への対応も行

いました。　

2．滞在中

　長期研修員の滞在中は相談対応を随時行うとともに、年に4

回程度、面談形式のモニタリングをJICAとともに行い(状況に応

じJICE単独で実施)、学業の進捗状況や生活面の把握に努めま

した。長期研修員からの滞日期間中の問い合わせは、JICEが窓

口となり対応し、急病時の病院同行、近隣住民とのトラブル、銀

3．帰国時

　各長期研修員が学業を修め、円滑に帰国できるよう、住居退

居時の補助やJICAが実施するオリエンテーションを補助しま

した。また、帰国前の意見交換会に出席し、論文の概要や事業

に関する意見交換の内容について記録を作成しました。

4．情報整備

　これまでの長期研修員からの相談内容を活かし、『長期研修員

ハンドブック』の改訂やJICA Scholarshipホームページの原稿

を作成しました。

事業の推移

　1999年度に13大学・機関へ31人の受け入れから開始された

本事業は、近年では、毎年度100人前後を新規に受け入れ、

2008年度までに来日した長期研修員は、延べ82大学・機関で学

業を修め、その数は897人に上ります。2006年度からの受託業

務の拡大により、JICEと受入大学や長期研修員との連携が緊密に

なり、JICEはより深く学業面や生活面を支援するようになりました

（表2-2-5参照）。

本事業の成果

　「疑問や相談があれば、いつでもJICE担当者に連絡して回答を

得ることができた。研究についてだけでなく、さまざまな手続きや

病気の時の対応等日本での日常生活に対し何の問題もなくサ

ポートしてくれて心強かった」。帰国前の意見交換会で長期研修

員から寄せられた意見です。研修員からこうした評価を受け、2年

間の日本滞在が帰国後の大きな成果につながるよう、さらに効率

的な運営と効果的な実施に尽力していきたいと考えています。

JICAが実施する研修員受入事業の内、プロジェクト実施国の協力機関等で学位取得が必要な人材や、
JICAの支援重点分野の若手等を対象として、
日本の大学での学位取得を目的としたものが長期研修員受入事業です。
JICEは、JICAから業務を受託し、来日する長期研修員たちの生活環境の整備や、滞在中のサポート、
学業の進捗把握等の業務を実施しています。
来日する技術研修員の大半が1～2カ月の滞在なのに対し、長期研修員は学位取得を目的としていることから
2年程度の滞在となるため、JICEの提供するサービスも留学生等支援事業として実施しています。

（2）長期研修員受入事業

2008年度の事業概要・実績

年　度

表2-2-5　JICA長期研修員受入事業による2008年度までの受入留学生数

新規来日
帰　国
前年度からの継続
年度末時点の総滞在者数

31
0
0
31

1999年
86
1
30
116

2000年
83
41
75
170

2001年
96
72
86
185

2002年
98
85
97
197

2003年
100
93
102
205

2004年
104
98
104
208

2005年
87
96
112
200

2006年
80
110
89
170

2007年
132
85
84
224

2008年
897
681

計

　インドネシアにおける人材育成支援無償（JDS）事業は2002年度に開始され、2003年から2006年まで4期に分かれて合計120人

の若手行政官や国立大学教員を中心にJDS留学生として日本に送り出しました。JDS留学生たちは日本の受入大学で修士号を修め、

2008年秋を最後に全員が本国へ帰国しましたが、インドネシアはこれまで約10年にわたってJDS事業を実施している対象国の中で、

事業が完結した初めての国となりました。そこで、2002年から7年に及ぶインドネシアでのJDS事業を総括するため、2009年3月に

ジャカルタで最後の運営委員会と帰国報告会を実施しました。

　帰国報告会では、インドネシア政府国家開発企画庁の高官から、｢帰

国したJDS留学生たちが日本で学んだ専門知識や日本留学の経験を、

行政改革や国家戦略策定に役立てて欲しい｣とのコメントをいただくな

ど、今後のJDS留学生の活躍に対する両国政府の大きな期待が寄せら

れるとともに、JDS留学生自身による母国への貢献に対する強い意志

など、事業の節目で今後につながる展開を確認できました。

　JICEは2009年2月から、全てのJDS帰国留学生を対象としたメール

ニュース（JDS Reunion News）の定期配信を始めました。インドネシ

アでのJDS事業は終了しましたが、帰国留学生たちとのネットワークは

大切にしながら、今後も「知」をつないでいきたいと思います。

JDS 早稲田大学アジア太平洋研究科卒業式

現地政府のJDS事業関係者が一堂に会し、今後のフォローアップに
向けて議論が行われました

※JICEではほかに円借款での留学生事業を行っています（p35コンサルタント事業をご参照ください）。



3.国際交流事業

２００8年度の事業概要・実績

表2-3-1　JICE招へい国

中国、モンゴル、フィリピン、インドネシア、ベトナム、カンボジア、ラオス、タイ、マレーシア、ブルネイ、シンガポール、インド、ミャンマー、

オーストラリア、ニュージーランド、東ティモール

1. 実施業務内容

（1）招へいに関する準備

　はじめに、招へい時期、対象者、招へいまでのスケジュールに

ついて、外務省、日本大使館、対象国政府と協議を行い、受入

計画の確定を行いました。対象国政府および日本大使館によ

る招へい者確定後は、招へい者の情報の取り付け、渡航に関す

る手続きのサポート、招へい者への情報提供等を行いました。

（2）交流プログラムの企画

　プログラムは、表2-3-2を標準プログラムとして、わが国の青

少年、市民との交流を通して互いに学び合えるよう企画しました。

　まずはじめに、各国で出発前オリエンテーションを実施、来日

後、東京での共通（合同）プログラムを実施したあと、20～30

人のグループに分かれ、日本各地で学校交流やホームステイ

を中心に、さまざまな交流プログラム、施設見学、日本文化体

験を実施、再度東京に集合して報告会等を行い、プログラムを

終了しました。プログラムの企画、訪問先の確保にあたっては、

地方自治体、学校、国際交流団体の協力を仰ぎ、できる限り日

本全国で多くの参加者を得られるよう事業を進めました。

　また、2008年1月、東京で開催された日メコン外相会議で、

メコン流域諸国と日本との交流をさらに深めるため、2009年

を「日メコン交流年」と定めたことより、本事業でも日本とメコ

ン5カ国（カンボジア、ラオス、タイ、ミャンマー、ベトナム）との

幅広い交流を促進するため、2009年1月から3月にかけて、

｢若手伝統芸能訪日団｣、「ラオス日本武道関係者招へい」、｢政

治交流訪日団｣のプログラムを企画・実施しました。

3. 実績

　2008年度は、前述の契約のうち、15カ国、2,949人の受

け入れを行い、交流プログラムを実施しました。35都道府県を

訪問し、延べ144校で学校交流を、1,593世帯でホームステ

イを行いました。（表2-3-3参照）

表2-3-2　標準プログラム

共
通
プ
ロ
グ
ラ
ム

1日目

2日目

日

月

火 都内泊

都内泊

都内泊

都内泊

各地泊

各地泊

各地泊

ホームステイ

ホームステイ

水

3日目 木

4日目 金

5日目 土

6日目 日

7日目 月

8日目 火

9日目 水

10日目 木

共
通
プ
ロ
グ
ラ
ム

グ
ル
ー
プ
別
プ
ロ
グ
ラ
ム

各国首都集合
現地オリエンテーション
各国出発
来日
オリエンテーション
都内視察
日本紹介講義
都内視察
各地移動
視察／交流プログラム
学校交流
ホストファミリーとの対面式
ホームステイ
ホームステイ
ホストファミリー、訪問校生徒との歓送会
視察／交流プログラム
ワークショップ（訪日成果に関する意見交換）
東京へ移動
都内視察
都内視察
報告会
帰国

表2-3-3　2008年度 受入一覧表

国　名 受入期間 ホストファミリー
世帯数

交流高校
合計グループ別プログラム実施県受入人数No.

本事業の成果

2008年度事業報告

26 27

　日本へ招へいした東アジア各国の青少年は、メディアを通し

た知識を越えて、直接、日本社会、日本人を知ることによって、

その印象を大きく変え良好な対日感情を形成したことが、アン

2,949人 1,593世帯 144校

JICEは、日本政府により始められた「21世紀東アジア青少年大交流計画」（英文名Jｅｎｅｓｙｓ Programme：
Japan‒East Asia Network of Exchange for Students and Youths）の実施機関の1つとして、
短期招へいを中心とした、東アジア地域の青少年交流事業を開始しました。
同計画は、2007年1月に開催された第2回東アジア首脳会議（EAS）において、日本政府が提唱したもので、
地域共有の将来ビジョンを作り、ひいてはアジアの強固な連帯にしっかりとした土台を与えること、
域内での青少年交流を通じた相互理解の促進を図ることにより、アジアで良好な対日感情の形成を促進する
ことを目的とするものです。EAS参加国等（ASEAN、中国、韓国、インド、オーストラリア、ニュージーランド等）を
中心に、2007年から5年間、毎年6,000人程度の青少年を日本に招へいする招へい事業、
日本青少年の東アジア諸国への派遣事業、その他交流事業によって構成されます。
同計画は、日本政府が国際機関等（ASEAN事務局、日中友好会館、日韓文化交流基金、SAARC事務局）へ
拠出する資金によって実施されますが、このうち、JICEは、日中友好会館（2008年度）およびASEAN事務局
（期間：2008年8月～2009年7月）と、16カ国（表2-3-1参照）、計3,000名の青少年の短期招へい事業
（約10日間）について契約を締結し、次のような業務を実施しています。

（3）各種手配

　講義講師や見学先などの手配の他、各国の文化、宗教、習慣

や招へい者の年齢に合わせ、適切な移動手段、食事、宿舎の手

配を行いました。

（4）実施運営

　来日から帰国まで、各国語に対応したJICEの専門スタッフ

「コーディネーター」が、訪日団を引率し、プログラムを実施しま

した。来日した青少年が、安心して交流プログラムに参加し、多

くの学びを得られるようプログラムをコーディネーションする

とともに、無事に帰国できるよう、安全管理に細心の注意を払

い業務を行いました。

2. 業務実施方針

　「アジアの強固な連帯の土台づくり」という事業目的に沿っ

て、域内の友情、信頼、共生の精神の醸成、招へい国と日本お

よび招へい国相互の社会、文化等に関する理解促進ならびに

東アジアに共通した諸課題への関心向上に向けて、次の3点を

基本方針として、プログラムの企画、実施を行いました。

・日本の青少年、地域住民との直接的な交流プログラムの重視

・参加者一人ひとりが成果を実感できるプログラムの重視

・自治体・地域団体・学校と積極的に連携、日本人の参加を促進

　し国際交流の担い手を育成する

中国1
タイ2
インドネシア1
インド2
ミャンマー1
フィリピン1
フィリピン2
インド3
インド日本語
ミャンマー2
ニュージーランド1
マレーシア2
インド4
ベトナム2
オーストラリア1
インド5
ベトナム3
インドネシア2
ベトナム4
ラオス2
インドネシア3
カンボジア2
中国D
中国E
カンボジア1
シンガポール
ベトナム1
メコン5カ国A
マレーシア1
モンゴル1
ブルネイ1
ベトナム2
インド1
メコン5カ国C
ラオス1
ミャンマー1
メコン5カ国Ｂ
マレーシア2

08.4/15（水）  ～23(水）
08.4/15（水）  ～24（木）
08.4/22（火）  ～5/1（木）
08.5/13（火）  ～22（木）
08.5/13（火）  ～22（木）
08.5/13（火）  ～22（木）
08.5/20（火）  ～29（木）
08.5/27（火）  ～6/5（木）
08.6/3（火）    ～12（木）
08.6/3（火）    ～12（木）
08.6/4（水）    ～14（土）
08.6/17（火）  ～26（木）
08.6/17（火）  ～26（木）
08.6/17（火）  ～27（金）
08.6/18（水）  ～28（金）
08.6/24（火）  ～7/3（木）
08.6/24（火）  ～7/4（金）
08.7/1（火）    ～10（木）
08.7/1（火）    ～11（金）
08.7/1（火）    ～10（木）
08.7/8（火）    ～17（木）
08.7/8（火）    ～17（木）
08.7/23（水）  ～7/30（水）
08.7/23（水）  ～7/30（水）
08.9/23(火)   ～10/2(木)
08.10/26(日) ～12/18(木)
08.10/28(火) ～11/7(金)
08.10/28（火）～11/6(木)
08.11/11（火）～20（木）
08.11/10（月）～20(木)
08.12/1(月)   ～10(水)
08.12/2(火)   ～12(金)
08.12/9(火)   ～18(木)
09.1/15(木)   ～22(木)
09.1/25(日)   ～2/4（水）
09.3/4(水)     ～13(金)
09.3/4(水)     ～12(木)
09.3/10(火)   ～19(木)

119世帯
50世帯
74世帯
52世帯
8世帯
70世帯
56世帯
31世帯
86世帯
7世帯

34世帯
39世帯
44世帯

45世帯
69世帯
68世帯
51世帯
37世帯
71世帯
51世帯

29世帯

55世帯
53世帯
38世帯
57世帯
19世帯
59世帯
63世帯
28世帯
13世帯
5世帯
62世帯
50世帯

15校
5校
6校
5校
1校
6校
4校
4校
6校
1校

2校
3校
5校

4校
8校
5校
5校
6校
9校
4校

2校

4校
6校
4校
5校
2校
6校
5校
1校

2校

3校

北海道、宮城、茨城、神奈川、岐阜、大阪、兵庫、沖縄
北海道、愛知、島根、鹿児島
茨城、東京、神奈川、奈良、鹿児島
長野、佐賀、広島
愛知
北海道、山形、茨城、石川
静岡、徳島、島根、沖縄
和歌山、兵庫、宮崎
宮城、大阪、京都、広島、岡山、沖縄
愛媛
東京
青森、茨城
奈良、京都、広島
北海道、兵庫、福岡、沖縄
東京
北海道、愛知、兵庫
茨城、三重、兵庫、福岡
北海道、三重、京都、沖縄
宮城、大阪、広島、大分
山形、富山、広島
北海道、山形、岐阜、兵庫
岐阜、宮崎、沖縄
神奈川
福島
北海道、長野

北海道、三重、石川、福井
大阪、石川、沖縄、徳島
茨城、熊本、鹿児島
栃木、兵庫、鳥取、宮崎
北海道、和歌山
静岡、鹿児島
長野、大阪、岡山、熊本
山形、兵庫、島根、沖縄
茨城、奈良
東京
北海道、岐阜、沖縄
茨城、愛知、沖縄

196人
80人
99人
60人
10人
95人
97人
58人
108人
10人
50人
40人
57人
99人
50人
58人
100人
100人
100人
69人
101人
70人
24人
23人
40人
300人
90人
86人
69人
100人
30人
90人
80人
100人
40人
5人
95人
70人

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38



3.国際交流事業

２００8年度の事業概要・実績

表2-3-1　JICE招へい国

中国、モンゴル、フィリピン、インドネシア、ベトナム、カンボジア、ラオス、タイ、マレーシア、ブルネイ、シンガポール、インド、ミャンマー、

オーストラリア、ニュージーランド、東ティモール

1. 実施業務内容

（1）招へいに関する準備

　はじめに、招へい時期、対象者、招へいまでのスケジュールに

ついて、外務省、日本大使館、対象国政府と協議を行い、受入

計画の確定を行いました。対象国政府および日本大使館によ

る招へい者確定後は、招へい者の情報の取り付け、渡航に関す

る手続きのサポート、招へい者への情報提供等を行いました。

（2）交流プログラムの企画

　プログラムは、表2-3-2を標準プログラムとして、わが国の青

少年、市民との交流を通して互いに学び合えるよう企画しました。

　まずはじめに、各国で出発前オリエンテーションを実施、来日

後、東京での共通（合同）プログラムを実施したあと、20～30

人のグループに分かれ、日本各地で学校交流やホームステイ

を中心に、さまざまな交流プログラム、施設見学、日本文化体

験を実施、再度東京に集合して報告会等を行い、プログラムを

終了しました。プログラムの企画、訪問先の確保にあたっては、

地方自治体、学校、国際交流団体の協力を仰ぎ、できる限り日

本全国で多くの参加者を得られるよう事業を進めました。

　また、2008年1月、東京で開催された日メコン外相会議で、

メコン流域諸国と日本との交流をさらに深めるため、2009年

を「日メコン交流年」と定めたことより、本事業でも日本とメコ

ン5カ国（カンボジア、ラオス、タイ、ミャンマー、ベトナム）との

幅広い交流を促進するため、2009年1月から3月にかけて、

｢若手伝統芸能訪日団｣、「ラオス日本武道関係者招へい」、｢政

治交流訪日団｣のプログラムを企画・実施しました。

3. 実績

　2008年度は、前述の契約のうち、15カ国、2,949人の受

け入れを行い、交流プログラムを実施しました。35都道府県を

訪問し、延べ144校で学校交流を、1,593世帯でホームステ

イを行いました。（表2-3-3参照）

表2-3-2　標準プログラム

共
通
プ
ロ
グ
ラ
ム

1日目

2日目

日

月

火 都内泊

都内泊

都内泊

都内泊

各地泊

各地泊

各地泊

ホームステイ

ホームステイ

水

3日目 木

4日目 金

5日目 土

6日目 日

7日目 月

8日目 火

9日目 水

10日目 木

共
通
プ
ロ
グ
ラ
ム

グ
ル
ー
プ
別
プ
ロ
グ
ラ
ム

各国首都集合
現地オリエンテーション
各国出発
来日
オリエンテーション
都内視察
日本紹介講義
都内視察
各地移動
視察／交流プログラム
学校交流
ホストファミリーとの対面式
ホームステイ
ホームステイ
ホストファミリー、訪問校生徒との歓送会
視察／交流プログラム
ワークショップ（訪日成果に関する意見交換）
東京へ移動
都内視察
都内視察
報告会
帰国

表2-3-3　2008年度 受入一覧表

国　名 受入期間 ホストファミリー
世帯数

交流高校
合計グループ別プログラム実施県受入人数No.

本事業の成果
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　日本へ招へいした東アジア各国の青少年は、メディアを通し

た知識を越えて、直接、日本社会、日本人を知ることによって、

その印象を大きく変え良好な対日感情を形成したことが、アン

2,949人 1,593世帯 144校

JICEは、日本政府により始められた「21世紀東アジア青少年大交流計画」（英文名Jｅｎｅｓｙｓ Programme：
Japan‒East Asia Network of Exchange for Students and Youths）の実施機関の1つとして、
短期招へいを中心とした、東アジア地域の青少年交流事業を開始しました。
同計画は、2007年1月に開催された第2回東アジア首脳会議（EAS）において、日本政府が提唱したもので、
地域共有の将来ビジョンを作り、ひいてはアジアの強固な連帯にしっかりとした土台を与えること、
域内での青少年交流を通じた相互理解の促進を図ることにより、アジアで良好な対日感情の形成を促進する
ことを目的とするものです。EAS参加国等（ASEAN、中国、韓国、インド、オーストラリア、ニュージーランド等）を
中心に、2007年から5年間、毎年6,000人程度の青少年を日本に招へいする招へい事業、
日本青少年の東アジア諸国への派遣事業、その他交流事業によって構成されます。
同計画は、日本政府が国際機関等（ASEAN事務局、日中友好会館、日韓文化交流基金、SAARC事務局）へ
拠出する資金によって実施されますが、このうち、JICEは、日中友好会館（2008年度）およびASEAN事務局
（期間：2008年8月～2009年7月）と、16カ国（表2-3-1参照）、計3,000名の青少年の短期招へい事業
（約10日間）について契約を締結し、次のような業務を実施しています。

（3）各種手配

　講義講師や見学先などの手配の他、各国の文化、宗教、習慣

や招へい者の年齢に合わせ、適切な移動手段、食事、宿舎の手

配を行いました。

（4）実施運営

　来日から帰国まで、各国語に対応したJICEの専門スタッフ

「コーディネーター」が、訪日団を引率し、プログラムを実施しま

した。来日した青少年が、安心して交流プログラムに参加し、多

くの学びを得られるようプログラムをコーディネーションする

とともに、無事に帰国できるよう、安全管理に細心の注意を払

い業務を行いました。

2. 業務実施方針

　「アジアの強固な連帯の土台づくり」という事業目的に沿っ

て、域内の友情、信頼、共生の精神の醸成、招へい国と日本お

よび招へい国相互の社会、文化等に関する理解促進ならびに

東アジアに共通した諸課題への関心向上に向けて、次の3点を

基本方針として、プログラムの企画、実施を行いました。

・日本の青少年、地域住民との直接的な交流プログラムの重視

・参加者一人ひとりが成果を実感できるプログラムの重視

・自治体・地域団体・学校と積極的に連携、日本人の参加を促進

　し国際交流の担い手を育成する

中国1
タイ2
インドネシア1
インド2
ミャンマー1
フィリピン1
フィリピン2
インド3
インド日本語
ミャンマー2
ニュージーランド1
マレーシア2
インド4
ベトナム2
オーストラリア1
インド5
ベトナム3
インドネシア2
ベトナム4
ラオス2
インドネシア3
カンボジア2
中国D
中国E
カンボジア1
シンガポール
ベトナム1
メコン5カ国A
マレーシア1
モンゴル1
ブルネイ1
ベトナム2
インド1
メコン5カ国C
ラオス1
ミャンマー1
メコン5カ国Ｂ
マレーシア2

08.4/15（水）  ～23(水）
08.4/15（水）  ～24（木）
08.4/22（火）  ～5/1（木）
08.5/13（火）  ～22（木）
08.5/13（火）  ～22（木）
08.5/13（火）  ～22（木）
08.5/20（火）  ～29（木）
08.5/27（火）  ～6/5（木）
08.6/3（火）    ～12（木）
08.6/3（火）    ～12（木）
08.6/4（水）    ～14（土）
08.6/17（火）  ～26（木）
08.6/17（火）  ～26（木）
08.6/17（火）  ～27（金）
08.6/18（水）  ～28（金）
08.6/24（火）  ～7/3（木）
08.6/24（火）  ～7/4（金）
08.7/1（火）    ～10（木）
08.7/1（火）    ～11（金）
08.7/1（火）    ～10（木）
08.7/8（火）    ～17（木）
08.7/8（火）    ～17（木）
08.7/23（水）  ～7/30（水）
08.7/23（水）  ～7/30（水）
08.9/23(火)   ～10/2(木)
08.10/26(日) ～12/18(木)
08.10/28(火) ～11/7(金)
08.10/28（火）～11/6(木)
08.11/11（火）～20（木）
08.11/10（月）～20(木)
08.12/1(月)   ～10(水)
08.12/2(火)   ～12(金)
08.12/9(火)   ～18(木)
09.1/15(木)   ～22(木)
09.1/25(日)   ～2/4（水）
09.3/4(水)     ～13(金)
09.3/4(水)     ～12(木)
09.3/10(火)   ～19(木)

119世帯
50世帯
74世帯
52世帯
8世帯
70世帯
56世帯
31世帯
86世帯
7世帯

34世帯
39世帯
44世帯

45世帯
69世帯
68世帯
51世帯
37世帯
71世帯
51世帯

29世帯

55世帯
53世帯
38世帯
57世帯
19世帯
59世帯
63世帯
28世帯
13世帯
5世帯
62世帯
50世帯

15校
5校
6校
5校
1校
6校
4校
4校
6校
1校

2校
3校
5校

4校
8校
5校
5校
6校
9校
4校

2校

4校
6校
4校
5校
2校
6校
5校
1校

2校

3校

北海道、宮城、茨城、神奈川、岐阜、大阪、兵庫、沖縄
北海道、愛知、島根、鹿児島
茨城、東京、神奈川、奈良、鹿児島
長野、佐賀、広島
愛知
北海道、山形、茨城、石川
静岡、徳島、島根、沖縄
和歌山、兵庫、宮崎
宮城、大阪、京都、広島、岡山、沖縄
愛媛
東京
青森、茨城
奈良、京都、広島
北海道、兵庫、福岡、沖縄
東京
北海道、愛知、兵庫
茨城、三重、兵庫、福岡
北海道、三重、京都、沖縄
宮城、大阪、広島、大分
山形、富山、広島
北海道、山形、岐阜、兵庫
岐阜、宮崎、沖縄
神奈川
福島
北海道、長野

北海道、三重、石川、福井
大阪、石川、沖縄、徳島
茨城、熊本、鹿児島
栃木、兵庫、鳥取、宮崎
北海道、和歌山
静岡、鹿児島
長野、大阪、岡山、熊本
山形、兵庫、島根、沖縄
茨城、奈良
東京
北海道、岐阜、沖縄
茨城、愛知、沖縄

196人
80人
99人
60人
10人
95人
97人
58人
108人
10人
50人
40人
57人
99人
50人
58人
100人
100人
100人
69人
101人
70人
24人
23人
40人
300人
90人
86人
69人
100人
30人
90人
80人
100人
40人
5人
95人
70人

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38



4.専門家派遣等事業

　派遣支援センターでは、専門家や業務調整員等の候補者人

選後から派遣前、派遣期間中、帰国後の諸手続を一貫して行う

ワンストップサービスを実施しています。

　派遣前は、専門家等への身分・待遇にかかるオリエンテー

ション、JICA関係部署や関係省庁等との派遣日程等の連絡調

整、旅費の支払い等渡航にかかる諸手続を行っています。派遣

期間中は滞在費等の定期送金、派遣期間延長の手続きや旅

券・査証の調整、専門家等やJICA在外事務所からの各種問い

合わせへの対応を行い、帰国後には旅費、滞在費等の精算業

務を行っています。また、専門家等への所属先に対して人件費

補填等の手続きや連絡調整を行っています。

（２）日系社会青年ボランティア・ 日系社会シニアボランティア

　日系社会青年ボランティア、日系社会シニアボランティア

は、年1回秋に募集が行われ、翌年春に派遣前訓練を経て派遣

されます。派遣支援センターは、青年海外協力隊員・シニア海

外ボランティアと同様に、派遣前訓練開始とともに派遣前の手

続きや旅費等の支給手続きを開始し、派遣期間中および帰国

時の手続きを一貫して行っています。

2008年度の事業概要・実績
１．専門家等派遣支援

　JICA各部署（国内機関等含む）が派遣する各種調査団にか

かる派遣手続き全般（旅券・査証関連、各種協力依頼関連等）

および参加団員への旅費支給・精算業務を実施しました。

　JICA・JBIC統合にあたっては、円滑な調査団派遣実施のた

めに、手続き説明会を行いました。

3．調査団派遣支援

　JICA職員、ボランティア調整員、業務支援要員等の赴帰任

に際しての渡航手続き、旅費支給、精算業務を行っています。

併せてJICA職員の国内出張も含めた手続きも行っています。

4．その他国際協力従事者支援

（１）青年海外協力隊員・シニア海外ボランティア

　派遣支援センターでは、青年海外協力隊員、シニア海外ボラ

ンティアの派遣前、派遣期間中および帰国時の諸手続を一貫

して行っています。両ボランティアともに春と秋の年2回募集

が行われ、年4回に分けて派遣されます。派遣前訓練開始とと

もに、公用旅券・査証発給、航空券手配を開始し、同時に旅費等

の支給手続を行います。青年海外協力隊員とシニア海外ボラ

ンティアは派遣国ごとに駒ヶ根、二本松の2カ所の訓練所に分

かれ、65日間の合宿訓練が実施されますが、派遣支援セン

タースタッフは各訓練所に出かけ、ボランティアの処遇・制度

についての説明を行います。派遣期間中は、現地生活費等の定

期送金や一時帰国等の手続を行うとともに、各国ボランティア

調整員を通じてさまざまな問い合わせに対応しています。ま

た、シニア海外ボランティアに随伴する扶養親族の渡航手続

き、家族手当の支給等も行っています。

2．ボランティア等派遣支援

JICEの専門家派遣等事業は、JICAが技術協力専門家、ボランティア、
調査団を派遣する際の諸手続の実施や、派遣中の専門家等の活動を後方から支援するものです。
2008年度はJICAから、専門家および業務調整員等（ボランティア調整員を含む）3,469人、
青年海外協力隊員等のボランティア5,201人、調査団員8,784人、
JICA在外事務所員276人が開発途上国へ派遣・赴任しましたが、
JICEは、国内から派遣されたこれら専門家等のさまざまな手続きや調整を行いました。
（注：一部の専門家、ボランティア、調査団員の派遣手続は、JICEを経由しないで行われています。人数は、赴任、継続、帰国時に対応した延人数です。）

派遣支援センターを訪れる専門家等に対応するスタッフ

日本での「気づき」を発表・議論するメコン5カ国高校生

2008年度事業報告
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日中高校生交流シンポジウム「異文化理解の魅力」を開催

ケートや討論の発表などで確認することができました。さらに、

日本社会の発展の土台にある精神文化や、環境問題などの地

域共有の課題について、新たな知識や認識を得て、自国や地域

の発展に思いを新たにしたようです。

　また、本事業の成果は、各国の青少年に対する影響だけでな

く、日本の青少年、地域社会への影響でも確認することができ

ました。訪問学校やホストファミリーからのアンケートでは、友

情を育めたことに対する大きな感動とともに、相互理解の可能

性に大きな自信を持ち、学習意欲を強く刺激されたことが伺え

ます。

　本事業は、主に高校生という若い世代を対象としています

が、国際交流の経験から得る刺激、影響が、この世代にとって非

常に大きく、東アジアの友好と発展の担い手たる人材の育成に

効果的であったことが確認されました。

2008年4月

　4月15日から23日にかけて、本年度中国高校生代表団第1陣（196

人）が来日。同訪日団の来日に合わせ、日中青少年友好交流年の記念

行事としてJICEが主催し、外務省、早稲田大学国際教養学部、日中

友好会館の共催による日中高校生のシンポジウムを4月22日に開催

しました。「日中高校生交流シンポジウム『異文化理解の魅力』」と題

して実施し、中国高校生訪日団、日本人高校生、その他学校関係者

等、約350人の参加を得、会場の早稲田大学井深大記念ホールはほ

ぼ満員となりました。

　シンポジウムでは、日中高校生6人が、「日中の相違点と同一点」

「変化した先入観」「改めて気付いた魅力」というテーマで基調発表

を行い、石川好氏（新日中友好21世紀委員）司会のもと、外務省高島

肇久参与、早稲田大学国際教養学部ポール・スノードン学部長、中国

高校生訪日団史麗栄総団長をコメンテーターに迎え、パネルディス

カッションを行いました。

　パネルディスカッションでは、日中を越えた多文化比較論に言及し

たうえで、日中交流は、これまでの歴史にとらわれず、実体験に基づいた若者同士の感性の共有によって新たな歴史を生み出すだろうと

の見解を共有することができました。会場の高校生とも活発な質疑応答が行われ、成功裏にシンポジウムを終了することができました。

活発な質疑応答が行われたシンポジウム
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についての説明を行います。派遣期間中は、現地生活費等の定

期送金や一時帰国等の手続を行うとともに、各国ボランティア

調整員を通じてさまざまな問い合わせに対応しています。ま

た、シニア海外ボランティアに随伴する扶養親族の渡航手続

き、家族手当の支給等も行っています。

2．ボランティア等派遣支援

JICEの専門家派遣等事業は、JICAが技術協力専門家、ボランティア、
調査団を派遣する際の諸手続の実施や、派遣中の専門家等の活動を後方から支援するものです。
2008年度はJICAから、専門家および業務調整員等（ボランティア調整員を含む）3,469人、
青年海外協力隊員等のボランティア5,201人、調査団員8,784人、
JICA在外事務所員276人が開発途上国へ派遣・赴任しましたが、
JICEは、国内から派遣されたこれら専門家等のさまざまな手続きや調整を行いました。
（注：一部の専門家、ボランティア、調査団員の派遣手続は、JICEを経由しないで行われています。人数は、赴任、継続、帰国時に対応した延人数です。）

派遣支援センターを訪れる専門家等に対応するスタッフ

日本での「気づき」を発表・議論するメコン5カ国高校生

2008年度事業報告

28 29

日中高校生交流シンポジウム「異文化理解の魅力」を開催

ケートや討論の発表などで確認することができました。さらに、

日本社会の発展の土台にある精神文化や、環境問題などの地

域共有の課題について、新たな知識や認識を得て、自国や地域

の発展に思いを新たにしたようです。

　また、本事業の成果は、各国の青少年に対する影響だけでな

く、日本の青少年、地域社会への影響でも確認することができ

ました。訪問学校やホストファミリーからのアンケートでは、友

情を育めたことに対する大きな感動とともに、相互理解の可能

性に大きな自信を持ち、学習意欲を強く刺激されたことが伺え

ます。

　本事業は、主に高校生という若い世代を対象としています

が、国際交流の経験から得る刺激、影響が、この世代にとって非

常に大きく、東アジアの友好と発展の担い手たる人材の育成に

効果的であったことが確認されました。

2008年4月

　4月15日から23日にかけて、本年度中国高校生代表団第1陣（196

人）が来日。同訪日団の来日に合わせ、日中青少年友好交流年の記念

行事としてJICEが主催し、外務省、早稲田大学国際教養学部、日中

友好会館の共催による日中高校生のシンポジウムを4月22日に開催

しました。「日中高校生交流シンポジウム『異文化理解の魅力』」と題

して実施し、中国高校生訪日団、日本人高校生、その他学校関係者

等、約350人の参加を得、会場の早稲田大学井深大記念ホールはほ

ぼ満員となりました。

　シンポジウムでは、日中高校生6人が、「日中の相違点と同一点」

「変化した先入観」「改めて気付いた魅力」というテーマで基調発表

を行い、石川好氏（新日中友好21世紀委員）司会のもと、外務省高島

肇久参与、早稲田大学国際教養学部ポール・スノードン学部長、中国

高校生訪日団史麗栄総団長をコメンテーターに迎え、パネルディス

カッションを行いました。

　パネルディスカッションでは、日中を越えた多文化比較論に言及し

たうえで、日中交流は、これまでの歴史にとらわれず、実体験に基づいた若者同士の感性の共有によって新たな歴史を生み出すだろうと

の見解を共有することができました。会場の高校生とも活発な質疑応答が行われ、成功裏にシンポジウムを終了することができました。

活発な質疑応答が行われたシンポジウム



2008年度の事業概要・実績

プロジェクト等支援事業は、JICA等が実施するプロジェクトの現場と
日本の援助実施機関・関係者をつないで、プロジェクトの効果的・効率的な運営管理を支援するものです。
また、この事業では、プロジェクトに関連する情報収集・各種調査、データベース整備や
関連する委員会の運営・報告書の取りまとめ等を実施しています。

（１）プロジェクト等支援事業

5.技術協力プロジェクト等支援事業

国別・地域別支援委員会支援業務

東南アジア地域協力支援業務

・各種会議の運営に関する業務（課題別支援委員会、プロジェクト別国内支援委員会等に関する会議資料収集・作成、
  日程調整・設定、議事録作成等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・報告書に関する業務（報告書校正・編集、資料翻訳手続、進捗状況確認、報告書管理等）
・プロジェクト広報資料作成・収集・整理業務
・各種情報整備業務

・各種会議の運営に関する業務（国別・地域別支援委員会、国別・地域別援助研究会等に関する会議資料収集・作成、日程調整・設定、
  議事録作成、海外からの有識者招へい支援等）
・報告書に関する業務（報告書校正・編集、資料翻訳手続、進捗状況確認、報告書管理等）
・国別・地域別情報に関する情報収集・調査・研究業務
・国別援助実施方針、事業展開計画等の情報・資料

・JICA-ASEAN連携協力に関する情報収集・調査支援業務
・具体的な連携協力案件に関する支援業務、関係者との連絡調整業務
・地域協力に関する各種会議運営に関する支援業務
・各種調査団派遣に関する支援業務

ナレッジマネジメント国内支援業務

・支援ユニット業務（援助アプローチ、評価、南南協力、市民参加、日本語教育、ジェンダーと開発、人間の安全保障、共通分野）
・各分野課題に関する会議、セミナー、シンポジウムの運営に関する業務
・各分野主管部に属する開発課題に関する情報収集・調査業務
・パンフレット、マニュアル等各案件で作成した広報資料・成果品の管理
・各分野主管部に属する分野・課題データベース

表2-5-1　JICA国別・地域別、課題別アプローチ支援
契約名 業務内容

2008年度事業報告

30 31

　派遣支援事業におけるモットーは、専門家やボランティア等

の派遣者が安心して現地での業務に専念できるよう、正確・迅

速かつきめ細かなサービスを提供することです。

　各種経費計算や支給業務から始まった本事業は、専門家等

の派遣に関するサービスを提供する総合支援業務にその業務

範囲を広げてきました。また、この20年以上にわたる経験を通

じて、派遣支援センターには専門家等の派遣に必要な手続き

や制度に関する知見が積み重ねられてきました。

　派遣支援センターでは、前述の経験および知見を十分活用

し、業務のさらなる効率化ときめ細やかなサービス提供に努め

るとともに、2008年度、円借款事業の統合に備えた体制づく

りに取り組みました。具体的には、JICA各部で分散実施してい

た調査団派遣手続きのセンター内の集約、業務システムや各

種業務マニュアルの整備、さらに、派遣スキーム別ユニット体

制の強化等です。

　今後も本業務を一括して一元的にJICEが実施することでの

総合力を発揮し、その効果を派遣者やJICAに対して確実に示

せるよう、部署内だけでなくオールJICEとして、連携、強化お

よび改善提案に積極的に取り組んでいきたいと考えています。

本事業の成果

青年海外協力隊員の帰国手続き

JICA専門家から見た派遣支援センター 2008年

JICA技術協力専門家へのワンストップサービス

新規派遣の長期専門家約320人に対し、派遣支援センターのサービスについてアンケートを行った結果です。

ア． 丁寧な対応、非常に良いおよび良い…88％

イ． 情報提供がタイムリーで対応も迅速…79％

ウ． 情報提供が十分…62％

エ． 説明が分かりやすい…75％

と各項目で高い評価をいただきました。さらに良い評価をいただけるよう、スタッフ一丸となってサービス向上に努めていきます。

　派遣支援センターでは、JICAが派遣する技術協力専門家に対し、対応窓口を一本化することで、よりきめ細かなサービスを提供

し、専門家が安心して途上国で活動できるよう、サポート体制を充実させています。主なサービスの内容は、派遣に関する基本情報の

説明、専門家自身の委託契約内容や待遇の説明から始まり、派遣前集合研修における受講内容の調整確認、赴任にかかる航空券・査

証の手配や携行機材の手続き説明、専門家本人および家族への派遣相談や情報の提供等、また、赴任後は、専門家の方々からの各種

問い合わせ等に、担当者が対応しています。もちろん、帰国の際の手続きも当センターで行い、派遣前から帰国まで一貫したサービス

を提供しています。

　派遣支援センターに立ち寄られた専門家から頂戴するわれわれのサポートに対するお褒めの言葉が、気持ちも新たに国際協力の

縁の下の力持ちとしてさらに良い仕事をして行こうという励みとなっています。

　JICEは、本事業の推進について農水省生産局知的財産課か

ら委託されました。

　本事業は、国の戦略的事業として、その目的を「我が国の植

物新品種を海外においても適切に保護するため、植物品種保

護制度の整備段階である東アジア地域において、植物品種保

護制度にかかる共通の基盤を構築し、各国が共同して調和の

とれた制度の整備・充実を進めるための技術協力、人材育成等

を推進すること」であるとしており、JICEはこうした目的を十分

に理解したうえで、本事業推進に取り組みました。

　本事業の内容は、次の7つです。

１．フォーラム本会合の運営支援

２．フォーラム参加国への技術協力のための専門家派遣にかか

　 る支援

３．受入研修の運営支援

４．植物新品種審査の合理化のための作業部会運営支援

５．パイロットプロジェクトの運営支援

６．フォーラム参加国における育成者権保護活動の実施支援

７．フォーラムのホームページの制作および維持管理等

　ASEAN諸国に中国、韓国そして日本を加えた13カ国が参加

して設置された「東アジア植物品種保護フォーラム」では、設置

が決定された平成20年7月のフォーラム本会合からはじまり、

8月末から始まった基礎研修をはじめとする計３コースの本邦

での受入研修、１１月のインドネシアにおける作業部会、12月

のベトナムにおける現地国内研修、育成者権保護啓発セミ

ナー、平成21年2月から3月にかけてのタイ、シンガポール、

マレーシアの現地国内研修とパイロットプロジェクトとして審

査基準（TG、テスト・ガイドライン）作成を目的とした会議を

フィリピン､タイでそれぞれ実施しました。

1．「平成20年度東アジア植物品種保護フォーラム事業」

課題部国内支援業務(保健医療分野課題)
課題部国内支援業務(ガバナンス(地方行政)、
都市開発・地域開発および平和構築分野課題)
課題部国内支援業務(環境管理分野課題)
課題部国内支援業務(資源・エネルギー分野課題)
課題部国内支援業務(ガバナンス分野課題)
課題部国内支援業務(民間セクター開発分野課題)
課題部国内支援業務(運輸交通分野課題)
イラク向け研修、イラク定例会等にかかる支援業務
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物新品種を海外においても適切に保護するため、植物品種保

護制度の整備段階である東アジア地域において、植物品種保

護制度にかかる共通の基盤を構築し、各国が共同して調和の

とれた制度の整備・充実を進めるための技術協力、人材育成等

を推進すること」であるとしており、JICEはこうした目的を十分

に理解したうえで、本事業推進に取り組みました。

　本事業の内容は、次の7つです。

１．フォーラム本会合の運営支援

２．フォーラム参加国への技術協力のための専門家派遣にかか

　 る支援

３．受入研修の運営支援

４．植物新品種審査の合理化のための作業部会運営支援

５．パイロットプロジェクトの運営支援

６．フォーラム参加国における育成者権保護活動の実施支援

７．フォーラムのホームページの制作および維持管理等

　ASEAN諸国に中国、韓国そして日本を加えた13カ国が参加

して設置された「東アジア植物品種保護フォーラム」では、設置

が決定された平成20年7月のフォーラム本会合からはじまり、

8月末から始まった基礎研修をはじめとする計３コースの本邦

での受入研修、１１月のインドネシアにおける作業部会、12月

のベトナムにおける現地国内研修、育成者権保護啓発セミ

ナー、平成21年2月から3月にかけてのタイ、シンガポール、

マレーシアの現地国内研修とパイロットプロジェクトとして審

査基準（TG、テスト・ガイドライン）作成を目的とした会議を

フィリピン､タイでそれぞれ実施しました。

1．「平成20年度東アジア植物品種保護フォーラム事業」

課題部国内支援業務(保健医療分野課題)
課題部国内支援業務(ガバナンス(地方行政)、
都市開発・地域開発および平和構築分野課題)
課題部国内支援業務(環境管理分野課題)
課題部国内支援業務(資源・エネルギー分野課題)
課題部国内支援業務(ガバナンス分野課題)
課題部国内支援業務(民間セクター開発分野課題)
課題部国内支援業務(運輸交通分野課題)
イラク向け研修、イラク定例会等にかかる支援業務



国内業務支援事業は、JICAおよびJBICが国内で
実施する業務を支援するものです。

（２）国内業務支援事業

　2007年度に引き続き、JBIC（株式会社日本政策金融公庫・

国際協力銀行）から以下の業務を受託しました。

（１）JBIC本部における契約・支払い事務（２）海外駐在員事務

所支援（３）調査業務に関わる精算業務（４）専門家選定手続き

支援。また2008年10月のJBIC・JICA統合後は、（１）（２）お

よび（３）の一部をJBICから引き続き受託しました。

2008年度の事業概要・実績
１．JBIC事務委託契約

　JICA国際協力人材センターの業務を支援し、国際協力の世

界で活躍をめざす個人と、国際協力実施機関との双方に向け

たキャリア情報サイト「PARTNER」の運営、全国2カ所（仙台、

広島）での国際協力人材セミナー、国際協力キャリアフェアの

運営および電子メールや個別面談によるキャリア相談対応等

を行いました。「PARTNER」の運営においては、新規コンテン

ツの作成や団体向けのサービスの向上をはかり、利用者およ

び登録者・登録団体の増加に貢献しました。

3．国際協力人材センター業務支援

2008年度事業報告
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　2007年度に引き続きJICAが実施する調査業務等の契約

事務手続きおよび精算手続きの支援業務を実施しました。

2．JICA調達部関連業務

6．JICA国別・地域別、課題別アプローチ支援

　JICEでは、JICA事業実績を「極度の貧困と飢餓の撲滅」等

８つのミレニアム開発目標（MDGs）別に分類、集計し、経年変

化についての分析を行う事業を受託しています。2008年度

もJICAの2007年度事業実績をミレニアム開発目標別に分

類、集計し、あわせて、JICAの2007年度事業実績を環境等8

分野のグローバルイシュー別に分類、集計を行い、報告書とし

て取りまとめました。

　また、環境社会配慮審査に対する支援業務として、新規要請

案件のカテゴリ分類業務の支援や、案件情報公開のために必

要な業務を行いました。また、2008年10月のJICA-JBICの

「環境社会配慮ガイドライン」の統合作業に関連して有識者委

員会の開催支援を行いました。

7．調査研究支援

　本業務は、外務省や財務省等の省庁、ＪＩＣＡ等が主催し日本

国内で行われる知識・技術移転を目的としたシンポジウムや国

際セミナーの運営を行う事業です。

　２００８年度、各省庁主催のセミナーの運営を受託しました

（表２-５-２参照）。また、各省庁等およびＪＩＣＡが主催するセミ

ナーの運営推移は表２-５-３のとおりです。

8．国際セミナー等受託業務

　本業務では、JICA-Net事業における、マルチメディア教材

等のデジタル・コンテンツ（以下、コンテンツと略）の制作およ

び遠隔セミナー実施の監理業務、コンテンツのＷｅｂ上のライ

ブラリへの登録業務等を行い、JICA-Netのコンテンツ利用促

進を支援しました。

　また、JICA-Netサイトに教材活用事例やお勧めセミナーを

紹介する等の広報支援を行いました。

9．遠隔技術協力（JICA-Net）支援

（＊1）：日本センタープロジェクト：社会主義経済から市場経済へと移行する国々に対する日本の市場経済化支援を目的に、わが国のＯＤＡ事業の一環として開始されました。現在、べトナム
（ハノイおよびホーチミン）、ラオス、カンボジア、モンゴル、ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、ウクライナの８カ国９センターで活動を展開しています。オールジャパンの取り組みと
して国際交流基金・日本の民間企業・地方自治体との幅広い連携が必要とされ、新しい技術協力の形として期待されているJICAのプロジェクトです。プロジェクトはビジネスコース・日本
語コース・相互理解促進事業を３つの柱として、民間企業の実務者、行政官の他、学生、一般市民に広く開かれたセンターとなることを目指しています。

（＊2）：メルコスール：MERCOSUR（Mercado　Comun  del  Sur)、MERCOSUL(Mercado Comum do Sul)。アルゼンチン、ブラジル、パラグアイおよびウルグアイの4カ国に
より、１９９５年に発足。２００６年7月にベネズエラが正式加盟に関する議定書に署名し、現在の正式加盟国は5カ国となっています。

（＊3）：分野課題別ネットワーク：JICAにおいて教育や保健医療など２３分野課題ごとに設置されたネットワークです。｢主管部｣｢課題タスクフォース｣｢アドバイザー｣｢課題支援委員会｣
｢支援ユニット｣で構成されています。共通のインフラとしての業務上の知識・教訓・ノウハウを共有するためのデータベースであるナレッジサイトを活用します。

表2-5-2　2008年度実施　各省庁主催セミナー

第４回アフリカ開発会議公式サイドイベント

第17回財政経済長期セミナー

第5回保険監督者セミナー

第11回東京セミナー

国際協力銀行

財務省財務総合政策研究所

金融庁総務企画局総務課国際室

金融庁総務企画局総務課国際室、OECD

平成20年5月27日

平成20年5月13日～6月27日

平成20年11月25日～11月28日

平成21年2月24日～3月4日

パシフィコ横浜

財務省

金融庁

金融庁

約50人

17人

7人

26人

セミナー名 実施機関 参加人数 開催期間 実施場所

表2-5-3　2003年度～2008年度　国際セミナー受託実績 （単位：件）

2003年度
7

2004年度
6

2005年度
6

2006年度
6

2007年度
8

2008年度
4

　中国の市場経済化や地域格差是正に寄与することを目的

に、JICA（旧JBIC）は2002年度から中国の内陸部を中心と

した22省・市・自治区に所在する200大学を対象として円借

款を供与し、校舎や設備整備等のハード面、中国の大学教職員

の日本での研修や日本からの専門家派遣等のソフト面を通じ

た人材育成事業への協力を行っています。

　JICEは2004年度よりJICA（2008年度以前はJBIC）か

ら業務を受託し、ソフト面で事業が円滑に進むよう、ホームペー

ジなどを利用し日中双方の大学等への情報提供、各種相談対

応、実績データの集計等の業務を行っています。2008年度に

は、日本の受入大学等に対して、留学生の受入から帰国までの

進捗や成果に関するアンケート調査を実施しました。

　なお、この事業では、開始から2009年3月末までの期間に累

計で3,888人の大学教職員が日本での研修等に参加しました。

10．中国・人材育成事業支援業務

　2000年度から受託している本業務では、プロジェクトの国

内支援業務および日本センター現地職員等を対象としたカウ

ンターパート研修に関する支援業務を行っています。2008年

度は日本国内の11大学が参加し、カンボジア日本センターで

初めて開催された「第1回大学留学フェア in カンボジア」の開

催を支援しました。また、研修員受入支援、留学生等支援事業

との連携、海外高校生エッセイ・コンテストの日本センターで

の開催等、ほかのJICE事業との連携も行っています。

4．日本センタープロジェクト（＊1）事務局運営

　ＪＩＣＡが２００５年１月から実施しているアルゼンチン、ブラジ

ル、パラグアイ、およびウルグアイの南米４カ国を対象とした

「メルコスール観光振興プロジェクト」に関し、ＪＩＣＥはＪＩＣＡか

らの委託を受け、東京・銀座にメルコスール観光局（ＪＰＭＯ）を

開設し、同観光局の運営管理および日本市場へのマーケティ

ング・プロモーション活動を行ってきました。

　第１フェーズの協力が２００８年１月１３日をもって終了とな

り、以降はメルコスール側が各国で経費分担のうえ独自に同観

光局を運営し、活動を継続していくこととなりました。　

　ＪＩＣＥは、事務所運営にかかる一部の業務をアルゼンチン観

光庁から受託し、また、第２フェーズの協力として２０１０年１月

１３日までＪＰＭＯに配置される研修員に対して研修監理員の

配置を行い、引続きＪＰＭＯの運営を支援しております。プロ

ジェクト開始以来、メルコスールへの日本人訪問者数は増加し

ており、増加率は２００８年秋の経済危機発生前の時点で

約70％となっています。

　多国間協力によって実施され、また、日本をプロジェクトサイ

トの一部とした極めて特徴のある本プロジェクトが、メルコ

スール側のイニシアティブにより新たなフェーズを迎え継続的

に事業が展開されていることは、プロジェクトの成功の証と

いえます。

5．メルコスール（＊2）観光振興プロジェクト

　日サ学術交流センター事業は、サウジアラビアに開校される

キング・アブドッラー科学技術大学（KAUST）に、サウジアラビ

アと日本の学術交流センターを開設する事業です。事業は、サ

ウジアラビアおよび日本の企業や大学による共同研究開発、日

本的経営手法等を紹介する日本講座、日本の先端技術や文化

を紹介するショーケース・ライブラリの3つが柱となっていま

す。このうち、JICEは日本講座を担当し、日本的経営手法や日

本文化等の講座開設に向けて、準備を進めています。日本講座

の開講は、2009年秋を予定しています。

2．日サ学術交流センター事業

　国際初中教育事業は、中東地域において注目されている日

本式教育手法の推進を行う事業です。その一環として、アラブ

首長国連邦のアブダビ日本人学校においては、2009年４月

より、現地人児童の受け入れを開始し、現地人児童およびその

保護者の支援を行うためにJICEより国際教育協力専門員を派

遣しています。国際教育協力専門員は、現地人児童の保護者へ

の連絡調整を主要業務とし、現地人児童の授業中の支援等も

行っています。

3．国際初中教育事業

　本業務は、JICAが推進する国別・地域別、課題別アプローチ

の強化を支援するものです。

　2008年度はJICA本部において、課題関連情報の収集・調

査・提供、分野課題別ネットワーク（＊3）支援ユニット業務を行う

とともに、国別・地域別支援委員会やプロジェクトごとの各種会

議運営支援や各種調査団等の報告書作成支援（校閲・編集・印

刷）を行いました（表２-5-1参照）。また、同年度6月よりJICA

にてJICA-ASEAN連携協力が開始され、11月より新しく東南

アジア地域協力支援の業務を受託しました。



国内業務支援事業は、JICAおよびJBICが国内で
実施する業務を支援するものです。

（２）国内業務支援事業

　2007年度に引き続き、JBIC（株式会社日本政策金融公庫・

国際協力銀行）から以下の業務を受託しました。

（１）JBIC本部における契約・支払い事務（２）海外駐在員事務

所支援（３）調査業務に関わる精算業務（４）専門家選定手続き

支援。また2008年10月のJBIC・JICA統合後は、（１）（２）お

よび（３）の一部をJBICから引き続き受託しました。

2008年度の事業概要・実績
１．JBIC事務委託契約

　JICA国際協力人材センターの業務を支援し、国際協力の世

界で活躍をめざす個人と、国際協力実施機関との双方に向け

たキャリア情報サイト「PARTNER」の運営、全国2カ所（仙台、

広島）での国際協力人材セミナー、国際協力キャリアフェアの

運営および電子メールや個別面談によるキャリア相談対応等

を行いました。「PARTNER」の運営においては、新規コンテン

ツの作成や団体向けのサービスの向上をはかり、利用者およ

び登録者・登録団体の増加に貢献しました。

3．国際協力人材センター業務支援

2008年度事業報告
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　2007年度に引き続きJICAが実施する調査業務等の契約

事務手続きおよび精算手続きの支援業務を実施しました。

2．JICA調達部関連業務

6．JICA国別・地域別、課題別アプローチ支援

　JICEでは、JICA事業実績を「極度の貧困と飢餓の撲滅」等

８つのミレニアム開発目標（MDGs）別に分類、集計し、経年変

化についての分析を行う事業を受託しています。2008年度

もJICAの2007年度事業実績をミレニアム開発目標別に分

類、集計し、あわせて、JICAの2007年度事業実績を環境等8

分野のグローバルイシュー別に分類、集計を行い、報告書とし

て取りまとめました。

　また、環境社会配慮審査に対する支援業務として、新規要請

案件のカテゴリ分類業務の支援や、案件情報公開のために必

要な業務を行いました。また、2008年10月のJICA-JBICの

「環境社会配慮ガイドライン」の統合作業に関連して有識者委

員会の開催支援を行いました。

7．調査研究支援

　本業務は、外務省や財務省等の省庁、ＪＩＣＡ等が主催し日本

国内で行われる知識・技術移転を目的としたシンポジウムや国

際セミナーの運営を行う事業です。

　２００８年度、各省庁主催のセミナーの運営を受託しました

（表２-５-２参照）。また、各省庁等およびＪＩＣＡが主催するセミ

ナーの運営推移は表２-５-３のとおりです。

8．国際セミナー等受託業務

　本業務では、JICA-Net事業における、マルチメディア教材

等のデジタル・コンテンツ（以下、コンテンツと略）の制作およ

び遠隔セミナー実施の監理業務、コンテンツのＷｅｂ上のライ

ブラリへの登録業務等を行い、JICA-Netのコンテンツ利用促

進を支援しました。

　また、JICA-Netサイトに教材活用事例やお勧めセミナーを

紹介する等の広報支援を行いました。

9．遠隔技術協力（JICA-Net）支援

（＊1）：日本センタープロジェクト：社会主義経済から市場経済へと移行する国々に対する日本の市場経済化支援を目的に、わが国のＯＤＡ事業の一環として開始されました。現在、べトナム
（ハノイおよびホーチミン）、ラオス、カンボジア、モンゴル、ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、ウクライナの８カ国９センターで活動を展開しています。オールジャパンの取り組みと
して国際交流基金・日本の民間企業・地方自治体との幅広い連携が必要とされ、新しい技術協力の形として期待されているJICAのプロジェクトです。プロジェクトはビジネスコース・日本
語コース・相互理解促進事業を３つの柱として、民間企業の実務者、行政官の他、学生、一般市民に広く開かれたセンターとなることを目指しています。

（＊2）：メルコスール：MERCOSUR（Mercado　Comun  del  Sur)、MERCOSUL(Mercado Comum do Sul)。アルゼンチン、ブラジル、パラグアイおよびウルグアイの4カ国に
より、１９９５年に発足。２００６年7月にベネズエラが正式加盟に関する議定書に署名し、現在の正式加盟国は5カ国となっています。

（＊3）：分野課題別ネットワーク：JICAにおいて教育や保健医療など２３分野課題ごとに設置されたネットワークです。｢主管部｣｢課題タスクフォース｣｢アドバイザー｣｢課題支援委員会｣
｢支援ユニット｣で構成されています。共通のインフラとしての業務上の知識・教訓・ノウハウを共有するためのデータベースであるナレッジサイトを活用します。

表2-5-2　2008年度実施　各省庁主催セミナー

第４回アフリカ開発会議公式サイドイベント

第17回財政経済長期セミナー

第5回保険監督者セミナー

第11回東京セミナー

国際協力銀行

財務省財務総合政策研究所

金融庁総務企画局総務課国際室

金融庁総務企画局総務課国際室、OECD

平成20年5月27日

平成20年5月13日～6月27日

平成20年11月25日～11月28日

平成21年2月24日～3月4日

パシフィコ横浜

財務省

金融庁

金融庁

約50人

17人

7人

26人

セミナー名 実施機関 参加人数 開催期間 実施場所

表2-5-3　2003年度～2008年度　国際セミナー受託実績 （単位：件）

2003年度
7

2004年度
6

2005年度
6

2006年度
6

2007年度
8

2008年度
4

　中国の市場経済化や地域格差是正に寄与することを目的

に、JICA（旧JBIC）は2002年度から中国の内陸部を中心と

した22省・市・自治区に所在する200大学を対象として円借

款を供与し、校舎や設備整備等のハード面、中国の大学教職員

の日本での研修や日本からの専門家派遣等のソフト面を通じ

た人材育成事業への協力を行っています。

　JICEは2004年度よりJICA（2008年度以前はJBIC）か

ら業務を受託し、ソフト面で事業が円滑に進むよう、ホームペー

ジなどを利用し日中双方の大学等への情報提供、各種相談対

応、実績データの集計等の業務を行っています。2008年度に

は、日本の受入大学等に対して、留学生の受入から帰国までの

進捗や成果に関するアンケート調査を実施しました。

　なお、この事業では、開始から2009年3月末までの期間に累

計で3,888人の大学教職員が日本での研修等に参加しました。

10．中国・人材育成事業支援業務

　2000年度から受託している本業務では、プロジェクトの国

内支援業務および日本センター現地職員等を対象としたカウ

ンターパート研修に関する支援業務を行っています。2008年

度は日本国内の11大学が参加し、カンボジア日本センターで

初めて開催された「第1回大学留学フェア in カンボジア」の開

催を支援しました。また、研修員受入支援、留学生等支援事業

との連携、海外高校生エッセイ・コンテストの日本センターで

の開催等、ほかのJICE事業との連携も行っています。

4．日本センタープロジェクト（＊1）事務局運営

　ＪＩＣＡが２００５年１月から実施しているアルゼンチン、ブラジ

ル、パラグアイ、およびウルグアイの南米４カ国を対象とした

「メルコスール観光振興プロジェクト」に関し、ＪＩＣＥはＪＩＣＡか

らの委託を受け、東京・銀座にメルコスール観光局（ＪＰＭＯ）を

開設し、同観光局の運営管理および日本市場へのマーケティ

ング・プロモーション活動を行ってきました。

　第１フェーズの協力が２００８年１月１３日をもって終了とな

り、以降はメルコスール側が各国で経費分担のうえ独自に同観

光局を運営し、活動を継続していくこととなりました。　

　ＪＩＣＥは、事務所運営にかかる一部の業務をアルゼンチン観

光庁から受託し、また、第２フェーズの協力として２０１０年１月

１３日までＪＰＭＯに配置される研修員に対して研修監理員の

配置を行い、引続きＪＰＭＯの運営を支援しております。プロ

ジェクト開始以来、メルコスールへの日本人訪問者数は増加し

ており、増加率は２００８年秋の経済危機発生前の時点で

約70％となっています。

　多国間協力によって実施され、また、日本をプロジェクトサイ

トの一部とした極めて特徴のある本プロジェクトが、メルコ

スール側のイニシアティブにより新たなフェーズを迎え継続的

に事業が展開されていることは、プロジェクトの成功の証と

いえます。

5．メルコスール（＊2）観光振興プロジェクト

　日サ学術交流センター事業は、サウジアラビアに開校される

キング・アブドッラー科学技術大学（KAUST）に、サウジアラビ

アと日本の学術交流センターを開設する事業です。事業は、サ

ウジアラビアおよび日本の企業や大学による共同研究開発、日

本的経営手法等を紹介する日本講座、日本の先端技術や文化

を紹介するショーケース・ライブラリの3つが柱となっていま

す。このうち、JICEは日本講座を担当し、日本的経営手法や日

本文化等の講座開設に向けて、準備を進めています。日本講座

の開講は、2009年秋を予定しています。

2．日サ学術交流センター事業

　国際初中教育事業は、中東地域において注目されている日

本式教育手法の推進を行う事業です。その一環として、アラブ

首長国連邦のアブダビ日本人学校においては、2009年４月

より、現地人児童の受け入れを開始し、現地人児童およびその

保護者の支援を行うためにJICEより国際教育協力専門員を派

遣しています。国際教育協力専門員は、現地人児童の保護者へ

の連絡調整を主要業務とし、現地人児童の授業中の支援等も

行っています。

3．国際初中教育事業

　本業務は、JICAが推進する国別・地域別、課題別アプローチ

の強化を支援するものです。

　2008年度はJICA本部において、課題関連情報の収集・調

査・提供、分野課題別ネットワーク（＊3）支援ユニット業務を行う

とともに、国別・地域別支援委員会やプロジェクトごとの各種会

議運営支援や各種調査団等の報告書作成支援（校閲・編集・印

刷）を行いました（表２-5-1参照）。また、同年度6月よりJICA

にてJICA-ASEAN連携協力が開始され、11月より新しく東南

アジア地域協力支援の業務を受託しました。



7.コンサルタント事業

　インドネシア・ハサヌディン大学から受注したこの事業では、

2008年3月から5年半の期間に、同大学工学部の教員54人

を留学生または短期研究員として日本の大学院へ、また28人

をインドネシア国内の他の大学院へそれぞれ派遣する計画に

なっています。

　このうち、日本への留学生の受け入れでは、本邦大学院との

調整や受入手続き支援、渡航に向けての諸手続きを行い、

2008年10月に12人が来日を果たしました。また、これに先

立ってインドネシア国内でも14人がジャワ島等の大学院博士

課程へ進学し、JICEは入学等の諸手続きを支援しました。

２．円借款留学生受入支援事業
　 （インドネシア・ハサヌディン大学工学部整備事業フェローシップサービス）

　ベトナム・ハノイ工科大学から受注したこの事業では、2008

年2月からの6年半の間に、約50人の留学生を日本の大学院に、

約80人を学部課程にそれぞれ受け入れる計画になっています。

　2008年度は事業が本格化し、すでに来日している大学院

留学1期生8人に対しては学業の進捗や日本での留学生活を

把握するためのモニタリング業務を実施しました。また、学部

留学1期生20人に対しては、渡航に向けて在留資格認定証明

や査証などの手続きを行い、2009年3月に来日しました。次

いで、来日後オリエン

テーションの実施、住居

選定や契約締結の補助、

外国人登録や国民健康

保険の加入等、日本での

生活基盤の整備に必要

な業務を実施しました。

1．円借款留学生受入支援事業（高等教育支援事業／ITセクター）

　JICAが実施する「中華人民共和国甘粛省HIV/エイズ予防

対策プロジェクト」の教育・広報活動について、プロジェクトのカ

ウンターパート（C/P）が教育的アプローチを参考にしてIEC活

動（Information, Education, Communication）の「企画・

設計、実施、評価・改善」を実践するための技術指導業務（短期

専門家派遣）を受託しました。

3．短期専門家派遣（技術指導業務／JICAプロジェクト）

2008年度の事業概要・実績

2008年度事業報告
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6.情報管理事業
情報管理事業は、JICA図書館運営業務、研究支援業務によって構成されています。
2008年度の主な事業の動きとしては、JICA・JBIC統合と新研究所設立による本格的な研究活動の支援と
情報領域の拡大が挙げられます。

2008年度の事業概要・実績

東京

　JICA研究所図書館では、４万6,856冊のJICA刊行物、

7,676冊のテキスト類資料、1万7,465冊のJICA調査団収

集資料等、計約16万7千点の国際協力関係の資料・データを

有しています（2009年3月末現在）。1977年以来、JICEで

は、JICA図書館でのJICA事業に必要な情報の収集・整理、情

報提供支援に携わってきましたが、「時差を超え、距離を超える

サービス」を念頭に特に情報の電子化とネットワーク化に取り

組んできました（表、図2-6-1参照）。

　2008年度は、JICA・ＪＢＩＣ統合と新研究所発足により、経

済・金融関連情報への拡張、また本格的研究活動を支援する

学術情報の充実を目指して、オンラインジャーナル/データ

ベースの活用推進と、学術書・情報誌の収集に力を入れ、ま

た世界第二の規模の援助機関としての説明責任と、未来への

情報資源の確保としてアーカイブ化検討や機関リポジトリの

構築を行っています。

沖縄

　JICA沖縄国際センターの図書資料室には、それぞれのセン

ターで実施される研修コースの特性をふまえ、ODA関連図書

を中心に約２万8,620冊（2009年3月末現在）を有していま

す。2008年度の一般利用者の入室者数は755人で、242人

に821件の資料を貸し出しています。数字としては2007年度

から横ばいですが、３年前から実施している開室時間延長（火

曜日から金曜日まで午後８時）、土曜日オープンと併せて、サー

ビス対象を広く地域住民へと広げています。これはJICAの「草

の根」運動に、図書室なりの貢献を行っているものです。

１．JICA図書館運営業務 　2008年10月、新研究所が発足し、途上国開発の進展への貢

献と国際的な発信力強化を究極の目標に、４つの領域から開発潮

流をリードする世界的な研究拠点となることを目指しています。

　今年度、JICEでは従来型の研究活動について報告書作成・

データ整備等の支援業務を実施するとともに、新たな研究活動

について、日常の会議活動から、研究者の招へい等交流活動、機

材・情報の調達、海外調査活動、さらにその成果を広く共有する

シンポジウム・セミナー等のイベントの運営と成果発信支援にい

たるまで、トータルなパッケージサービスとして支援することに

取り組み、以下のイベント運営を実施しました。

２．研究支援業務

来館者数（人）
貸出量（件）
ポータルアクセス（件）
ＪＩＣＡ報告書電子データ
掲載数（累計点数）
電子データ利用数（件）
レファレンス（件）

2003年度
8,577
22,353
39,965

2004年度
8,713
17,859
60,173

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

表2-6-1　JICA研究所図書館の利用

図2-6-1　電子化とオンラインアクセスサービスの進行
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●2008年5月27日
　TICAD Ⅳ「アフリカ開発とアジアの成長経験」関連シンポジウム
●2008年7月17日、18日
　国際開発協力におけるキャパシティ・ディベロップメントと制度変化に関するセミナー
●2008年11月25日 
　新JICA-JICA研究所シンポジウム「新JICA発足とJICA研究所の役割」
●2008年11月26日 
　JICA-世銀連携セミナー：世界開発報告2009「変わりつつある世界経済地理」
●2008年11月27日 
　GRIPS-ODI-JICA 合同セミナー「変化する世界経済とアフリカの成長」
●2008年12月11日 
　JICA-ODI共同研究セミナー「タイ、マラウイ、日本の一村一品運動比較研
　究から見た課題と今後のサブサハラアフリカへの普及の可能性」
●2009年3月30日 
　ASEAN-JICA Joint Research Project - Symposium on 
　Human Security Integration 「ASEAN統合における人間の
　安全保障の主流化：その可能性と展望」

研究室で議論を交わす
ハノイ工科大学留学生と指導教員

第４回アフリカ開発会議のサイドイベント、TICAD Ⅳ「アフリカ開発とアジアの成長経験」国際シンポジウムを運営支援 2008年5月

　日本が主導し、国連、世界銀行等と共催でアフリカの開発について考えるアフ

リカ開発会議第４回会合が、2008年5月横浜で開催されました。国内の援助関係

機関、ＮＧＯ等が多くのサイドイベントを開催するなか、統合を控えた

JICA/JBICも、アフリカ各国の首脳、アフリカ開発銀行総裁を招いて国際シンポ

ジウムを開催しました。

　JICE市谷業務室では総合的な研究支援業務の一環として、このシンポジウム

運営に携わり、フライヤーの翻訳・制作、シサノ・モザンビーク前大統領の招へ

い、来場する在京大使館や外交団の接遇など幅広い支援を行いました。首脳レ

ベルの国際会議においては、資料のレベル、接遇、警備、スケジュール管理、手配

等、さまざまな面において高いレベルの細やかな注意が必要とされ、今後の研究

支援業務にとってよい経験になっています。

※JICEの留学生事業はp22の留学生等支援事業をご参照ください。

議長を務める緒方JICA理事長とパネリストのアフリカ各国首脳
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有しています（2009年3月末現在）。1977年以来、JICEで

は、JICA図書館でのJICA事業に必要な情報の収集・整理、情

報提供支援に携わってきましたが、「時差を超え、距離を超える

サービス」を念頭に特に情報の電子化とネットワーク化に取り

組んできました（表、図2-6-1参照）。

　2008年度は、JICA・ＪＢＩＣ統合と新研究所発足により、経

済・金融関連情報への拡張、また本格的研究活動を支援する

学術情報の充実を目指して、オンラインジャーナル/データ

ベースの活用推進と、学術書・情報誌の収集に力を入れ、ま

た世界第二の規模の援助機関としての説明責任と、未来への

情報資源の確保としてアーカイブ化検討や機関リポジトリの

構築を行っています。

沖縄

　JICA沖縄国際センターの図書資料室には、それぞれのセン

ターで実施される研修コースの特性をふまえ、ODA関連図書

を中心に約２万8,620冊（2009年3月末現在）を有していま

す。2008年度の一般利用者の入室者数は755人で、242人

に821件の資料を貸し出しています。数字としては2007年度

から横ばいですが、３年前から実施している開室時間延長（火

曜日から金曜日まで午後８時）、土曜日オープンと併せて、サー

ビス対象を広く地域住民へと広げています。これはJICAの「草

の根」運動に、図書室なりの貢献を行っているものです。

１．JICA図書館運営業務 　2008年10月、新研究所が発足し、途上国開発の進展への貢

献と国際的な発信力強化を究極の目標に、４つの領域から開発潮

流をリードする世界的な研究拠点となることを目指しています。

　今年度、JICEでは従来型の研究活動について報告書作成・

データ整備等の支援業務を実施するとともに、新たな研究活動

について、日常の会議活動から、研究者の招へい等交流活動、機

材・情報の調達、海外調査活動、さらにその成果を広く共有する

シンポジウム・セミナー等のイベントの運営と成果発信支援にい

たるまで、トータルなパッケージサービスとして支援することに

取り組み、以下のイベント運営を実施しました。

２．研究支援業務

来館者数（人）
貸出量（件）
ポータルアクセス（件）
ＪＩＣＡ報告書電子データ
掲載数（累計点数）
電子データ利用数（件）
レファレンス（件）

2003年度
8,577
22,353
39,965

2004年度
8,713
17,859
60,173

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

表2-6-1　JICA研究所図書館の利用

図2-6-1　電子化とオンラインアクセスサービスの進行
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●2008年5月27日
　TICAD Ⅳ「アフリカ開発とアジアの成長経験」関連シンポジウム
●2008年7月17日、18日
　国際開発協力におけるキャパシティ・ディベロップメントと制度変化に関するセミナー
●2008年11月25日 
　新JICA-JICA研究所シンポジウム「新JICA発足とJICA研究所の役割」
●2008年11月26日 
　JICA-世銀連携セミナー：世界開発報告2009「変わりつつある世界経済地理」
●2008年11月27日 
　GRIPS-ODI-JICA 合同セミナー「変化する世界経済とアフリカの成長」
●2008年12月11日 
　JICA-ODI共同研究セミナー「タイ、マラウイ、日本の一村一品運動比較研
　究から見た課題と今後のサブサハラアフリカへの普及の可能性」
●2009年3月30日 
　ASEAN-JICA Joint Research Project - Symposium on 
　Human Security Integration 「ASEAN統合における人間の
　安全保障の主流化：その可能性と展望」

研究室で議論を交わす
ハノイ工科大学留学生と指導教員

第４回アフリカ開発会議のサイドイベント、TICAD Ⅳ「アフリカ開発とアジアの成長経験」国際シンポジウムを運営支援 2008年5月

　日本が主導し、国連、世界銀行等と共催でアフリカの開発について考えるアフ

リカ開発会議第４回会合が、2008年5月横浜で開催されました。国内の援助関係

機関、ＮＧＯ等が多くのサイドイベントを開催するなか、統合を控えた

JICA/JBICも、アフリカ各国の首脳、アフリカ開発銀行総裁を招いて国際シンポ

ジウムを開催しました。

　JICE市谷業務室では総合的な研究支援業務の一環として、このシンポジウム

運営に携わり、フライヤーの翻訳・制作、シサノ・モザンビーク前大統領の招へ

い、来場する在京大使館や外交団の接遇など幅広い支援を行いました。首脳レ

ベルの国際会議においては、資料のレベル、接遇、警備、スケジュール管理、手配

等、さまざまな面において高いレベルの細やかな注意が必要とされ、今後の研究

支援業務にとってよい経験になっています。

※JICEの留学生事業はp22の留学生等支援事業をご参照ください。

議長を務める緒方JICA理事長とパネリストのアフリカ各国首脳



9.印刷翻訳事業
印刷翻訳事業ではJICAよりの無償資金関連文書の事前校閲等を実施しました。

　2008年度における言語別実績は表２-9-1のとおりです。

　なお、JICA無償資金協力事業関連文書の事前校閲につい

ては、各言語の研修監理員をJICA資金協力支援部内に配置し

実施しました。

2008年度の事業概要・実績
１．事前校閲等

合計

事前校閲
報告書作成支援（校閲）

表2-9-1　2008年度 JICA無償資金協力関連文書言語別実績（単位：件）

表2-8-3　2008年度 海外通訳派遣事業 主な実施案件

379
7

386

113
1

114

70
2
72

562
10
572

英　語 仏　語 西　語 合　計

2008年度事業報告

36 37

案件名対象国 言語 契約先
アラビア語
アラビア語
アラビア語
アラビア語
インドネシア語
英語
英語
カンボジア語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
トルコ語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
ポルトガル語
ポルトガル語
ポルトガル語
ポルトガル語
モンゴル語
モンゴル語
ロシア語
ロシア語
ロシア語
ロシア語
ロシア語
ロシア語
ロシア語

サウジアラビア
サウジアラビア
サウジアラビア
サウジアラビア
インドネシア
中国
パキスタン
カンボジア
エルサルバドル
ドミニカ共和国
エクアドル
ニカラグア
ホンデュラス
グアテマラ
ホンデュラス
メルコスール各国
コスタリカ
中国
中国
中国
中国
中国
中国
中国
中国
中国
中国
トルコ
ベナン
ガボン
コンゴ民主共和国
コンゴ民主共和国
コンゴ民主共和国
コンゴ民主共和国
セネガル
ブルンジ
ジブチ
ブルキナファソ
ギニア
ニジェール
西アフリカ諸国
ニジェール、ブルキナファソ
マダガスカル
マダガスカル
マダガスカル
ギニアビサウ
モザンビーク
モザンビーク
アンゴラ
モンゴル
モンゴル
アジェルバイジャン
カザフスタン
カザフスタン
タジキスタン
ウズベキスタン、タジキスタン
ウズベキスタン
ウズベキスタン

独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
民間企業
独立行政法人
独立行政法人
中央省庁
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
民間企業
中央省庁
民間企業
中央省庁
中央省庁
中央省庁
独立行政法人
中央省庁
民間企業
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
特定非営利活動法人
独立行政法人
民間企業
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人

下水処理施設運営管理プロジェクト
電力省エネルギーマスタープラン調査　第七次現地調査
女性起業家支援プロジェクト運営指導調査団
電力省エネルギーマスタープラン策定調査
和解・調停制度強化支援プロジェクト現地セミナー
2008年度ＬｉｖＣｏｍ Ａｗａｒｄｓ最終選考会
第39回ＡＳＯＳＡＩ理事会
裁判官検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ2）短期専門家
耐震普及住宅の建築普及技術改善プロジェクト終了時評価調査
ダハボン地区農村整備計画事後状況調査
「チンボラソ州地方道路整備計画」F/U調査
平成２０年度無償資金協力にかかる技術的監査
運輸交通網整備プログラム準備調査
災害対策プログラム準備調査
地方女性のための小規模起業支援プロジェクト　第二回終了時評価調査団
観光振興プロジェクトプレスツアー
国別研修「ＮＧＯ強化」在外補完研修
商業統計整備プロジェクト運営指導調査
ハルバ嶺発掘・回収事業2008年度試掘調査（第１段階）事前準備作業
日中専門家会合テーマ別（医療）（ハルバ嶺における試掘時の医療体制及び敦化市医院に配備する医療機材に関する協議）
2008年度敦化市蓮花泡林地発掘・回収事業指揮所通訳
遺棄化学兵器発掘回収現場調査
実処理地域とその周辺における日中合同再サンプリング調査
ハルバ嶺試掘時における医療体制および敦化市医院に配備する医療機器等の調達に関する日中専門家会合
対中養成事業（瀋陽保管庫および要員宿舎建設計画進捗状況等整理業務）
ハルバ嶺試掘における現場状況調査
広州市番禺区探査事業
東部黒海地域参加型地方開発人材開発プロジェクト
小学校建設計画事後状況調査
リーブルビル零細漁業支援センター整備計画予備調査
バゴンゴ州カタラクト県コミュニティ再生支援調査事前調査
キンシャサ市道路建設・改修プロジェクト形成調査
職業訓練局支援計画フォローアップ調査
保健人材センター整備計画準備調査
「安全な水とコミュニティ活動支援計画フェーズ２（PEPTAC2）」（技術協力プロジェクト）中間評価
公共交通公社維持管理運営能力再建プロジェクト事前調査および公共輸送整備計画予備調査
教員養成校建設計画
中央プラトー・地方給水施設管理強化衛生改善プロジェクト
低地ギニア農村飲料水供給計画
アフリカ地域気候変動対策にかかるニーズ調査
西部アフリカ包括的ＯＳＢＰ支援プログラム形成協力準備調査
プログラム形成調査（保健分野プログラム策定支援）
第四次小学校建設トアマシナ教員養成校建設計画予備調査
イヴァト国際空港整備・拡張事業準備調査運営指導調査団
「アロチャ湖南西部地域灌漑施設改修計画」予備調査
トンバリ州カシーン村零細漁業施設建設計画予備調査
アフリカ地域気候変動対策にかかるニーズ調査
信用力審査ミッション
地域保健プロジェクト形成調査（民間提案型）
人材育成支援無償（JDS)事業計画策定調査（協力準備調査）
ウランバートル市高架橋建設計画基本設計調査
平成20年度貧困農民支援（２ＫＲ）現地調査
ヌラ川流域水銀環境モニタリングプロジェクト終了時評価調査団
日本人材開発センターフェーズ２運営指導調査（中小企業セミナー）
「ハトロン州国境管理能力強化計画」予備調査
人材育成支援無償（JDS)事業計画策定調査（協力準備調査）
企業活動の強化のための民事法令および行政法令の改善プロジェクト終了時評価調査
国境税関大型貨物検査機材整備計画準備調査（予備調査）

8.通訳派遣事業
通訳派遣事業は、国内外での各種の国際協力事業における通訳業務に対するニーズに応えて通訳者を派遣する事業です。
国内では、会議、セミナー、表敬、視察、技術研修等で世界各国から来日する方々を対象とした国内通訳派遣業務を実施し、
海外では開発途上国対象の調査団をはじめとして、会議、セミナー等に通訳者が同行通訳する海外通訳派遣業務を実施しています。

　国際協力における30年にわたるJICEの経験を活かし、英語

を中心とした幅広い言語、専門分野への派遣を行いました。表

2-8-1および表2-8-2に示すとおり、2008年度も官民多方

面から多数の通訳の依頼がありました。近年は大学や地方自

治体からの依頼も増えてきています。

2008年度の事業概要・実績
１．国内通訳派遣事業

　JICAが派遣する海外調査団への同行通訳を中心に、幅広い

国、専門分野にわたっての海外通訳派遣を行いました。スペイ

ン語、フランス語、ロシア語をはじめとして、表2-8-1および表

2-8-3に示すとおり、2008年度も多岐の案件における通訳を

実施しました。

2．海外通訳派遣事業

10
150
160
62
32
94

13
104
117
87
3
90

11
156
167
79
3
82

13
114
127
88
9
97

8
105
113
63
16
79

JICA
その他

JICA
その他

合計

合計

国内通訳派遣

海外調査団同行通訳派遣

表2-8-1　国内通訳派遣事業および海外調査団同行通訳派遣事業 案件数の推移 （単位：件）
契約先事業名 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

表2-8-2　2008年度 国内通訳派遣事業 主な実施案件
案件名 契約先言語

アラビア語
インドネシア語
インドネシア語
インドネシア語
インドネシア語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語、フランス語
カンボジア語
カンボジア語

スペイン語

タイ語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
トルコ語
フランス語
ベトナム語
ベトナム語
ベトナム語
ベトナム語
モンゴル語
モンゴル語
ロシア語

民間企業
財団法人
社団法人
社団法人
独立行政法人
社団法人
財団法人
独立行政法人
国際協力銀行
独立行政法人
財団法人
財団法人
社団法人
団体
財団法人
民間企業
民間企業
財団法人
社団法人
政府系金融機関
財団法人
社団法人
国立大学法人
財団法人
財団法人
社団法人
独立行政法人
社団法人
独立行政法人
財団法人
地方自治体、国立大学法人
中央省庁

団体
政府系金融機関
民間企業
団体
民間企業
中央省庁
地方自治体
財団法人
中央省庁
民間企業
中央省庁
社団法人
財団法人
独立行政法人
独立行政法人

サウジアラビア水電力省次官同行通訳
インドネシア和解調停制度コース研修員の都内観光同行通訳
海外畜産技術協力支援事業「支援国支援検討会議」にかかる通訳業務
IDIセミナー「インドネシアにおける気候変動対策」通訳
インドネシア「国家警察人事・教育ミッション」通訳
IRRI所長の農水省政務官および局長表敬時通訳
平成20年度　中東・アフリカ記者研修時通訳
TICADⅣ「新稲作イニシアティブ～アフリカにおける緑の革命に向けて～」同時通訳
カンボジア投資セミナーにかかる通訳業務
NAVTEC伝統工芸品関連施設訪問
イラン「日本の企業経営システム研修」通訳
『The New Yorker』誌記者の大阪取材にかかる通訳業務
WIPO研修/審査コース通訳
アジア地域著作権制度普及促進事業（APACEプログラム）にかかる通訳業務
APT研修/国際的デジタルディバイドの解消の推進
アジア大都市ネットワーク21共同事業　職員能力向上プログラム「公共交通機関総合計画の策定支援」研修
アジア大都市ネットワーク21共同事業　職員能力向上プログラム「地震に強いまちづくりに関する研修および共同研究」
イラン「企業内教育システム研修」通訳
平成20年度東アジア地域植物品種保護制度研究者招へい事業にかかる通訳
APRACA-CENTRAB研修
SEHAI WG 第2回ミッション
WIPO/JF研修　行政コース　通訳
ヤング・リーダーズ・プログラム　岩手県現地研修にかかる通訳業務
GCC国営石油マネジメント向け研修
アジア記者招へい事業「我が国の防災対策及び感染症対策」にかかる通訳業務
平成20年度アジア著作権セミナー
ＪＩＣＡ公開シンポジウム「ともに行動するために～途上国の自然保護に向けたＪＩＣＡと企業の新時代」にかかる同時通訳
アフリカにおける知的財産保護システム～アフリカに出願するには～
カンボジア裁判官･検察官養成校民事教育改善プロジェクト
臨床工学技士コース通訳

スペイン国国王陛下および王妃陛下ご案内にかかる行幸啓（ご会食）通訳業務

石炭火力発電
中国広西-日本経済貿易説明会
中国農業発展銀行受入研修
中国電力投資集団公司高級幹部研修団
第11回チャイナファッションフェア
中国電力投資集団公司高級幹部研修団
第4回　日中林業担当局庁の長による定期対話
トルコ共和国大統領　和歌山県串本町訪問記念事業
国立国際医療センターにおける医療通訳
ベトナム財務省財政科学研究所訪日ミッション運営支援業務
ベトナム　ターＩＴ全権首相行使との会談
ベトナム最高人民検察員専門家招へい
第2回ベトナム高速道路セミナー
石炭利用産業コース
モンゴル国原子力庁長官の招へい
第一回斜面国際フォーラム

財団法人



9.印刷翻訳事業
印刷翻訳事業ではJICAよりの無償資金関連文書の事前校閲等を実施しました。

　2008年度における言語別実績は表２-9-1のとおりです。

　なお、JICA無償資金協力事業関連文書の事前校閲につい

ては、各言語の研修監理員をJICA資金協力支援部内に配置し

実施しました。

2008年度の事業概要・実績
１．事前校閲等

合計

事前校閲
報告書作成支援（校閲）

表2-9-1　2008年度 JICA無償資金協力関連文書言語別実績（単位：件）

表2-8-3　2008年度 海外通訳派遣事業 主な実施案件

379
7

386

113
1

114

70
2
72

562
10
572

英　語 仏　語 西　語 合　計

2008年度事業報告

36 37

案件名対象国 言語 契約先
アラビア語
アラビア語
アラビア語
アラビア語
インドネシア語
英語
英語
カンボジア語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
スペイン語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
トルコ語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
フランス語
ポルトガル語
ポルトガル語
ポルトガル語
ポルトガル語
モンゴル語
モンゴル語
ロシア語
ロシア語
ロシア語
ロシア語
ロシア語
ロシア語
ロシア語

サウジアラビア
サウジアラビア
サウジアラビア
サウジアラビア
インドネシア
中国
パキスタン
カンボジア
エルサルバドル
ドミニカ共和国
エクアドル
ニカラグア
ホンデュラス
グアテマラ
ホンデュラス
メルコスール各国
コスタリカ
中国
中国
中国
中国
中国
中国
中国
中国
中国
中国
トルコ
ベナン
ガボン
コンゴ民主共和国
コンゴ民主共和国
コンゴ民主共和国
コンゴ民主共和国
セネガル
ブルンジ
ジブチ
ブルキナファソ
ギニア
ニジェール
西アフリカ諸国
ニジェール、ブルキナファソ
マダガスカル
マダガスカル
マダガスカル
ギニアビサウ
モザンビーク
モザンビーク
アンゴラ
モンゴル
モンゴル
アジェルバイジャン
カザフスタン
カザフスタン
タジキスタン
ウズベキスタン、タジキスタン
ウズベキスタン
ウズベキスタン

独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
民間企業
独立行政法人
独立行政法人
中央省庁
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
民間企業
中央省庁
民間企業
中央省庁
中央省庁
中央省庁
独立行政法人
中央省庁
民間企業
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
特定非営利活動法人
独立行政法人
民間企業
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人
独立行政法人

下水処理施設運営管理プロジェクト
電力省エネルギーマスタープラン調査　第七次現地調査
女性起業家支援プロジェクト運営指導調査団
電力省エネルギーマスタープラン策定調査
和解・調停制度強化支援プロジェクト現地セミナー
2008年度ＬｉｖＣｏｍ Ａｗａｒｄｓ最終選考会
第39回ＡＳＯＳＡＩ理事会
裁判官検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ2）短期専門家
耐震普及住宅の建築普及技術改善プロジェクト終了時評価調査
ダハボン地区農村整備計画事後状況調査
「チンボラソ州地方道路整備計画」F/U調査
平成２０年度無償資金協力にかかる技術的監査
運輸交通網整備プログラム準備調査
災害対策プログラム準備調査
地方女性のための小規模起業支援プロジェクト　第二回終了時評価調査団
観光振興プロジェクトプレスツアー
国別研修「ＮＧＯ強化」在外補完研修
商業統計整備プロジェクト運営指導調査
ハルバ嶺発掘・回収事業2008年度試掘調査（第１段階）事前準備作業
日中専門家会合テーマ別（医療）（ハルバ嶺における試掘時の医療体制及び敦化市医院に配備する医療機材に関する協議）
2008年度敦化市蓮花泡林地発掘・回収事業指揮所通訳
遺棄化学兵器発掘回収現場調査
実処理地域とその周辺における日中合同再サンプリング調査
ハルバ嶺試掘時における医療体制および敦化市医院に配備する医療機器等の調達に関する日中専門家会合
対中養成事業（瀋陽保管庫および要員宿舎建設計画進捗状況等整理業務）
ハルバ嶺試掘における現場状況調査
広州市番禺区探査事業
東部黒海地域参加型地方開発人材開発プロジェクト
小学校建設計画事後状況調査
リーブルビル零細漁業支援センター整備計画予備調査
バゴンゴ州カタラクト県コミュニティ再生支援調査事前調査
キンシャサ市道路建設・改修プロジェクト形成調査
職業訓練局支援計画フォローアップ調査
保健人材センター整備計画準備調査
「安全な水とコミュニティ活動支援計画フェーズ２（PEPTAC2）」（技術協力プロジェクト）中間評価
公共交通公社維持管理運営能力再建プロジェクト事前調査および公共輸送整備計画予備調査
教員養成校建設計画
中央プラトー・地方給水施設管理強化衛生改善プロジェクト
低地ギニア農村飲料水供給計画
アフリカ地域気候変動対策にかかるニーズ調査
西部アフリカ包括的ＯＳＢＰ支援プログラム形成協力準備調査
プログラム形成調査（保健分野プログラム策定支援）
第四次小学校建設トアマシナ教員養成校建設計画予備調査
イヴァト国際空港整備・拡張事業準備調査運営指導調査団
「アロチャ湖南西部地域灌漑施設改修計画」予備調査
トンバリ州カシーン村零細漁業施設建設計画予備調査
アフリカ地域気候変動対策にかかるニーズ調査
信用力審査ミッション
地域保健プロジェクト形成調査（民間提案型）
人材育成支援無償（JDS)事業計画策定調査（協力準備調査）
ウランバートル市高架橋建設計画基本設計調査
平成20年度貧困農民支援（２ＫＲ）現地調査
ヌラ川流域水銀環境モニタリングプロジェクト終了時評価調査団
日本人材開発センターフェーズ２運営指導調査（中小企業セミナー）
「ハトロン州国境管理能力強化計画」予備調査
人材育成支援無償（JDS)事業計画策定調査（協力準備調査）
企業活動の強化のための民事法令および行政法令の改善プロジェクト終了時評価調査
国境税関大型貨物検査機材整備計画準備調査（予備調査）

8.通訳派遣事業
通訳派遣事業は、国内外での各種の国際協力事業における通訳業務に対するニーズに応えて通訳者を派遣する事業です。
国内では、会議、セミナー、表敬、視察、技術研修等で世界各国から来日する方々を対象とした国内通訳派遣業務を実施し、
海外では開発途上国対象の調査団をはじめとして、会議、セミナー等に通訳者が同行通訳する海外通訳派遣業務を実施しています。

　国際協力における30年にわたるJICEの経験を活かし、英語

を中心とした幅広い言語、専門分野への派遣を行いました。表

2-8-1および表2-8-2に示すとおり、2008年度も官民多方

面から多数の通訳の依頼がありました。近年は大学や地方自

治体からの依頼も増えてきています。

2008年度の事業概要・実績
１．国内通訳派遣事業

　JICAが派遣する海外調査団への同行通訳を中心に、幅広い

国、専門分野にわたっての海外通訳派遣を行いました。スペイ

ン語、フランス語、ロシア語をはじめとして、表2-8-1および表

2-8-3に示すとおり、2008年度も多岐の案件における通訳を

実施しました。

2．海外通訳派遣事業

10
150
160
62
32
94

13
104
117
87
3
90

11
156
167
79
3
82

13
114
127
88
9
97

8
105
113
63
16
79

JICA
その他

JICA
その他

合計

合計

国内通訳派遣

海外調査団同行通訳派遣

表2-8-1　国内通訳派遣事業および海外調査団同行通訳派遣事業 案件数の推移 （単位：件）
契約先事業名 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

表2-8-2　2008年度 国内通訳派遣事業 主な実施案件
案件名 契約先言語

アラビア語
インドネシア語
インドネシア語
インドネシア語
インドネシア語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語
英語、フランス語
カンボジア語
カンボジア語

スペイン語

タイ語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
中国語
トルコ語
フランス語
ベトナム語
ベトナム語
ベトナム語
ベトナム語
モンゴル語
モンゴル語
ロシア語

民間企業
財団法人
社団法人
社団法人
独立行政法人
社団法人
財団法人
独立行政法人
国際協力銀行
独立行政法人
財団法人
財団法人
社団法人
団体
財団法人
民間企業
民間企業
財団法人
社団法人
政府系金融機関
財団法人
社団法人
国立大学法人
財団法人
財団法人
社団法人
独立行政法人
社団法人
独立行政法人
財団法人
地方自治体、国立大学法人
中央省庁

団体
政府系金融機関
民間企業
団体
民間企業
中央省庁
地方自治体
財団法人
中央省庁
民間企業
中央省庁
社団法人
財団法人
独立行政法人
独立行政法人

サウジアラビア水電力省次官同行通訳
インドネシア和解調停制度コース研修員の都内観光同行通訳
海外畜産技術協力支援事業「支援国支援検討会議」にかかる通訳業務
IDIセミナー「インドネシアにおける気候変動対策」通訳
インドネシア「国家警察人事・教育ミッション」通訳
IRRI所長の農水省政務官および局長表敬時通訳
平成20年度　中東・アフリカ記者研修時通訳
TICADⅣ「新稲作イニシアティブ～アフリカにおける緑の革命に向けて～」同時通訳
カンボジア投資セミナーにかかる通訳業務
NAVTEC伝統工芸品関連施設訪問
イラン「日本の企業経営システム研修」通訳
『The New Yorker』誌記者の大阪取材にかかる通訳業務
WIPO研修/審査コース通訳
アジア地域著作権制度普及促進事業（APACEプログラム）にかかる通訳業務
APT研修/国際的デジタルディバイドの解消の推進
アジア大都市ネットワーク21共同事業　職員能力向上プログラム「公共交通機関総合計画の策定支援」研修
アジア大都市ネットワーク21共同事業　職員能力向上プログラム「地震に強いまちづくりに関する研修および共同研究」
イラン「企業内教育システム研修」通訳
平成20年度東アジア地域植物品種保護制度研究者招へい事業にかかる通訳
APRACA-CENTRAB研修
SEHAI WG 第2回ミッション
WIPO/JF研修　行政コース　通訳
ヤング・リーダーズ・プログラム　岩手県現地研修にかかる通訳業務
GCC国営石油マネジメント向け研修
アジア記者招へい事業「我が国の防災対策及び感染症対策」にかかる通訳業務
平成20年度アジア著作権セミナー
ＪＩＣＡ公開シンポジウム「ともに行動するために～途上国の自然保護に向けたＪＩＣＡと企業の新時代」にかかる同時通訳
アフリカにおける知的財産保護システム～アフリカに出願するには～
カンボジア裁判官･検察官養成校民事教育改善プロジェクト
臨床工学技士コース通訳

スペイン国国王陛下および王妃陛下ご案内にかかる行幸啓（ご会食）通訳業務

石炭火力発電
中国広西-日本経済貿易説明会
中国農業発展銀行受入研修
中国電力投資集団公司高級幹部研修団
第11回チャイナファッションフェア
中国電力投資集団公司高級幹部研修団
第4回　日中林業担当局庁の長による定期対話
トルコ共和国大統領　和歌山県串本町訪問記念事業
国立国際医療センターにおける医療通訳
ベトナム財務省財政科学研究所訪日ミッション運営支援業務
ベトナム　ターＩＴ全権首相行使との会談
ベトナム最高人民検察員専門家招へい
第2回ベトナム高速道路セミナー
石炭利用産業コース
モンゴル国原子力庁長官の招へい
第一回斜面国際フォーラム

財団法人
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私たちの
自主事業 その2
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付属資料

2008年度事業一覧／実績

2008年度収支実績

2008年度事業運営方針および中期目標
（2006～2008年度）

組織概要

組織図

事務所所在地

2008年度自主事業一覧
１．海外での主な事業

事業名 実施日

エッセイコンテスト

イベント後援

6月、11月

3月21日

依頼主 内　容

モンゴル国教育文化科学省との共催

ラオス日本語スピーチ大会実行委員会

第2回モンゴル中学生エッセイコンテストの募集選考および特選受賞者の日本招へい

日本語スピーチコンテスト後援（入賞者への景品贈呈）

２．日本国内での主な事業

事業名 実施日

JICE講座

ファシリテーション研修

イベント共催

イベント後援

多文化共生

職場訪問

インターンシップ
プログラム

講師および
研修監理員派遣

北海道教育大学

北海道教育大学

中米広域防災能力向上計画（JICA）

広島県環境県民局環境部

NTTネオメイト関西

静岡県立静岡城北高等学校

北海道

神戸大学大学院農学研究科

全国高等学校PTA連合会大会愛知大会

兵庫県教育委員会

帯広畜産大学

帯広大谷短期大学

札幌新陽高等学校

神戸学院大学

中部大学国際関係学部

札幌市立高等学校国際教育推進委員会

熊本県芦北町

十勝インターナショナル協会

「世界のともだち2008」実行委員会

松江市

守谷市国際交流協会

グローバルフェスタJAPAN2008実行委員会

ワールド・コラボ・フェスタ2008実行委員会

東京ポエトリー・フェスティバル協議会

国際協力・交流フェスティバル実行委員会

中部大学国際関係学部

ワンワールドフェスティバル実行委員会事務局

松江市

沖縄大学

名古屋大学、中部大学

インドネシア国家開発企画庁(BAPPENAS)

外国人集住都市会議

新宿区

群馬県国際課

群馬大学医学部、NPO法人地域診療情報連携協議会

岩手県久慈市立長内中学校

依頼主 内　容

4月11日－7月18日（毎金曜日）

10月3日－2月6日（毎金曜日）

3月2日

11月30日－12月13日

5月8日

5月12日

5月28日

7月5日－7月10日

7月7日

8月22日

9月7日－9月16日

10月1日－2月16日（隔週月曜日）

10月20日－1月26日（毎月曜日）

10月18日

11月27日

12月5日

1月26日

2月21日、22日

2月13日－2月15日

3月7日

7月13日

9月27日、28日

9日25日－10月3日

10月4日、5日

10月25日、26日

11月1日、2日

11月10日、11日

11月22日

12月20日、21日

3月9日

8月18日－8月29日

12月1日－12月13日

8月－3月

6月、9月

11月－12月

8月－3月

5月8日

同大学との連携協定締結に基づき、「JICE講座（前期）
『異文化コミュニケーション論』」（2008年4月－７月、全15回）に講師を派遣
同大学との連携協定締結に基づき、「JICE講座（後期）
『比較講座Ⅰ』」（2008年10月－2009年2月、全15回）に講師を派遣

特定非営利活動法人アジアの誇り・
プレアビヒア日本協会との共催　

8月18日－8月29日
9月1日－9月12日

「日本でできる国際協力」についてのセミナーを実施

同計画における4カ国のファシリテーターの本邦研修を実施

JICA研修講師担当予定者に対するトレーナ研修実施

JICA研修講師担当予定者に対するトレーナ研修実施

同校が実施するキャリア教育講演会に講師を派遣

北海道洞爺湖サミットにおける通訳派遣

国際協力関連講義に講師を派遣

同大会の分科会へ研修監理員をパネリストとして派遣

タイ教育関係者の受け入れに通訳を派遣

同大学の実用スペイン語講座（全8回）に講師を派遣

同大学の総合文化学科専門科目「比較文化史」（全9回）に講師を派遣

同校の創立記念講演会に講師を派遣

社会貢献論の授業に講師を派遣

国際協力関連講義に講師を派遣

同委員会の研修会に講師を派遣

国際ジュニア空手道大会に通訳を派遣

JICEブース出展

「カンボジア新世界遺産プレアビヒア寺院と大自然を考える」と題した講演会を共催

JICEブース出展

「ヘルンをたたえる青少年スピーチコンテスト」後援（審査・表彰式に参加）

同市が実施するラオス青少年招へい事業への通訳派遣

JICEブース出展

JICEブース出展

同フェスティバルへの通訳などの派遣

JICEブース出展

同大学が実施する「国際理解短歌コンテスト」の後援（表彰式出席）

JICEブース出展

「2008ハーンのエッセイコンテスト」後援(審査・表彰式に参加）

同大学学生8人のインターンシッププログラムを実施

各大学学生計5人のインターンシッププログラムを実施

BAPPENAS職員9人のインターンシッププログラムを実施

外国人住民向けの各種自治体資料の翻訳

福祉事務所への通訳の協力

多文化共生ソーシャルワーカー育成講座に講師を派遣

遠隔医療通訳プロジェクトにおける多言語問診票翻訳

職場体験学習として職場訪問受入
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付属資料

2008年度事業一覧／実績

2008年度収支実績

2008年度事業運営方針および中期目標
（2006～2008年度）

組織概要

組織図

事務所所在地

2008年度自主事業一覧
１．海外での主な事業

事業名 実施日

エッセイコンテスト

イベント後援

6月、11月

3月21日

依頼主 内　容

モンゴル国教育文化科学省との共催

ラオス日本語スピーチ大会実行委員会

第2回モンゴル中学生エッセイコンテストの募集選考および特選受賞者の日本招へい

日本語スピーチコンテスト後援（入賞者への景品贈呈）

２．日本国内での主な事業

事業名 実施日

JICE講座

ファシリテーション研修

イベント共催

イベント後援

多文化共生

職場訪問

インターンシップ
プログラム

講師および
研修監理員派遣

北海道教育大学

北海道教育大学

中米広域防災能力向上計画（JICA）

広島県環境県民局環境部

NTTネオメイト関西

静岡県立静岡城北高等学校

北海道

神戸大学大学院農学研究科

全国高等学校PTA連合会大会愛知大会

兵庫県教育委員会

帯広畜産大学

帯広大谷短期大学

札幌新陽高等学校

神戸学院大学

中部大学国際関係学部

札幌市立高等学校国際教育推進委員会

熊本県芦北町

十勝インターナショナル協会

「世界のともだち2008」実行委員会

松江市

守谷市国際交流協会

グローバルフェスタJAPAN2008実行委員会

ワールド・コラボ・フェスタ2008実行委員会

東京ポエトリー・フェスティバル協議会

国際協力・交流フェスティバル実行委員会

中部大学国際関係学部

ワンワールドフェスティバル実行委員会事務局

松江市

沖縄大学

名古屋大学、中部大学

インドネシア国家開発企画庁(BAPPENAS)

外国人集住都市会議

新宿区

群馬県国際課

群馬大学医学部、NPO法人地域診療情報連携協議会

岩手県久慈市立長内中学校

依頼主 内　容

4月11日－7月18日（毎金曜日）

10月3日－2月6日（毎金曜日）

3月2日

11月30日－12月13日

5月8日

5月12日

5月28日

7月5日－7月10日

7月7日

8月22日

9月7日－9月16日

10月1日－2月16日（隔週月曜日）

10月20日－1月26日（毎月曜日）

10月18日

11月27日

12月5日

1月26日

2月21日、22日

2月13日－2月15日

3月7日

7月13日

9月27日、28日

9日25日－10月3日

10月4日、5日

10月25日、26日

11月1日、2日

11月10日、11日

11月22日

12月20日、21日

3月9日

8月18日－8月29日

12月1日－12月13日

8月－3月

6月、9月

11月－12月

8月－3月

5月8日

同大学との連携協定締結に基づき、「JICE講座（前期）
『異文化コミュニケーション論』」（2008年4月－７月、全15回）に講師を派遣
同大学との連携協定締結に基づき、「JICE講座（後期）
『比較講座Ⅰ』」（2008年10月－2009年2月、全15回）に講師を派遣

特定非営利活動法人アジアの誇り・
プレアビヒア日本協会との共催　

8月18日－8月29日
9月1日－9月12日

「日本でできる国際協力」についてのセミナーを実施

同計画における4カ国のファシリテーターの本邦研修を実施

JICA研修講師担当予定者に対するトレーナ研修実施

JICA研修講師担当予定者に対するトレーナ研修実施

同校が実施するキャリア教育講演会に講師を派遣

北海道洞爺湖サミットにおける通訳派遣

国際協力関連講義に講師を派遣

同大会の分科会へ研修監理員をパネリストとして派遣

タイ教育関係者の受け入れに通訳を派遣

同大学の実用スペイン語講座（全8回）に講師を派遣

同大学の総合文化学科専門科目「比較文化史」（全9回）に講師を派遣

同校の創立記念講演会に講師を派遣

社会貢献論の授業に講師を派遣

国際協力関連講義に講師を派遣

同委員会の研修会に講師を派遣

国際ジュニア空手道大会に通訳を派遣

JICEブース出展

「カンボジア新世界遺産プレアビヒア寺院と大自然を考える」と題した講演会を共催

JICEブース出展

「ヘルンをたたえる青少年スピーチコンテスト」後援（審査・表彰式に参加）

同市が実施するラオス青少年招へい事業への通訳派遣

JICEブース出展

JICEブース出展

同フェスティバルへの通訳などの派遣

JICEブース出展

同大学が実施する「国際理解短歌コンテスト」の後援（表彰式出席）

JICEブース出展

「2008ハーンのエッセイコンテスト」後援(審査・表彰式に参加）

同大学学生8人のインターンシッププログラムを実施

各大学学生計5人のインターンシッププログラムを実施

BAPPENAS職員9人のインターンシッププログラムを実施

外国人住民向けの各種自治体資料の翻訳

福祉事務所への通訳の協力

多文化共生ソーシャルワーカー育成講座に講師を派遣

遠隔医療通訳プロジェクトにおける多言語問診票翻訳

職場体験学習として職場訪問受入



〔情報管理事業〕
図書資料室等の運営・管理業務

調査研究事業への支援等業務

2008年度事業一覧/実績

１．国際協力事業
(1)研修監理事業

【公益事業】

事業区分 事業内容 実施件数

各研修コースの現場監理業務を中心に、受入手続、研修コースの準備、
進行管理、通訳、連絡調整、情報収集等、JICA研修事業を総合的に支援
する業務（コース現場監理業務、研修運営業務、研修員受入支援セン
ター業務、教材作成管理業務、来日時ブリーフィング実施業務、研修員等
の移動に関する業務）

対象研修員数
　内　青年研修員数
　内　中国中央党校訪日研修員数
　内　長期研修員数

集団型コース数（新規のみ）
　内　青年研修
　内　中国中央党校訪日研修
個別型コース数（新規のみ）

集団型コース配置
　内　青年研修
　内　中国中央党校訪日研修
個別型コース配置

研修運営業務（集団型コース数の内数）
研修運営業務（個別型コース数の内数）

ブリーフィング
ブリーフィング回数

JICA留学生セミナー（導入研修）にかかる業務

オリエンテーション
福利厚生活動
健康維持管理等業務

視聴覚技術指導
(集団）JICA沖縄案件
(個別）JICA沖縄以外の単発案件

〔研修監理事業〕
人

（人）
（人）
（人）

10,019
（1,464）
（84）
（130）

998
（87）
（1）
591

1,589

(2)留学生等支援事業

中国
モンゴル
ASEAN

〔東アジア青少年交流事業〕
「21世紀東アジア青少年大交流計画」事業の実施 241 人

100 人
2,608 人

 
2,949 人

件

〔研修付帯事業〕
JICA研修コースの研修員に対する支援業務

〔研修指導事業〕
JICAからの受託による指導要員の配置および視聴覚コースの研修指導
の実施

〔研修受託事業〕
研修コースの運営業務

〔日本語研修事業〕
JICA研修員等に対する日本語講習の実施

〔人材育成支援無償事業〕
人材育成支援無償資金協力事業による、留学生受入にかかる業務

事業区分 事業内容 実施件数

（3）国際交流事業計

計

計

計

JICA講習等
上記以外

計

計

付属資料

40 41

コース
（コース）
（コース）
コース

487
242

729

5
7

12

2

コース

コース

コース

コース

コース
コース

コース

7,153.5
1,169.0

8,322.5

時間
時間

時間

8
1,110

カ所
回数

5
6
7

カ所
カ所
カ所

37
40
（9）

件
件

（件）

（2）（件）

（12）（件）

（1）（件）

（16）（件）

77 件

47,208
（4,374）
（130）
6,532

53,740

人日
（人日）
（人日）
人日

人日

JICA案件
JICA以外案件
（外国政府等からの受注案件）
・アブダビ政府マネジメント研修（UAE政府）
・マレーシア職業訓練指導員本邦研修（AISB）
・一村一品運動視察（マラウイ起業家育成職
 業訓練協会）
 他、6件
 （国際機関等からの受注案件）
・SAARC理工系人材育成招へい（SAARC事務局）
・UNIDO Nigeria Environment Study Tour（UNIDO)
（中央省庁/関連機関からの受注案件）
・サウジアラビア日本自動車技術高等研修所
 ジュニア･インストラクター本邦受入研修
 （経済産業省）
・財政経済長期セミナー（財務省）
・保険監督者セミナー、東京セミナー（金融庁）
・放送関係者招へい2件（フィリピン、エクアドル）（総務省）
 他、6件
（地方自治体）
・東京都アジア大都市ネットワーク21
 行政運営ワークショップ（東京都）
（その他）
・アルジェリア国家品質管理センター研修事業（COJAAL）
・アジア循環社会創造コース2件（中国、アセ
 アン･インド）（（財）福岡県環境保全公社）
 他、13件

ウズベキスタン
(選考）
年度内日本滞在者数

̶  人
59 人

バングラデシュ
(選考）
年度内日本滞在者数

(20) 人
56 人

ミャンマー
(選考）
年度内日本滞在者数

(30) 人
88 人

中国
(選考）
年度内日本滞在者数

(48) 人
109 人

インドネシア
(選考）
年度内日本滞在者数

(0) 人
28 人

フィリピン
(選考）
年度内日本滞在者数

(25) 人
73 人

キルギス
（選考）
年度内日本滞在者数

(18) 人
40 人

764 人

ラオス
(選考）
年度内日本滞在者数

̶  人
75 人

年度内日本滞在者合計

カンボジア
(選考）
年度内日本滞在者数

(25) 人
75 人

ベトナム
(選考）
年度内日本滞在者数

(35) 人
102 人

モンゴル
(選考）
年度内日本滞在者数

̶  人
59 人

計

計

派遣人数（新規+継続+帰国）
（専門家）
（調査団）
（ボランティア）
（職員）

セミナー企画・実施

〔専門家等派遣支援事業〕 
JICA技術協力専門家、調査団、ボランティア等の派遣手続きおよび諸手
当支給手続き等の支援業務

国際協力人材登録者等を対象とした情報提供･キャリアセミナーの企画･
実施

3,469 人
8,784 人
5,201 人
276 人

3 件

（4）専門家派遣等事業

①国別・地域別支援委員会運営支援
②ナレッジマネジメント国内支援
③東南アジア地域協力支援

①環境社会配慮資料作成

①メルコスール観光支援
②中国人材育成事業にかかる案件実施支援業務
③日本人材開発センター支援
④保健医療分野支援業務
⑤地方行政分野支援業務
⑥環境管理分野支援業務
⑦資源エネルギー分野支援業務
⑧ガバナンス分野支援業務   
⑨民間セクター分野支援業務
⑩運輸交通分野支援業務
⑪イラク向け研修、イラク定例会等支援
⑫東アジア植物品種保護フォーラム
⑬日本サウジ学術交流センター（JSAC）設立事業
⑭新JICAの環境社会配慮にかかる有識者委員会
⑮APECセミナー
⑯国際初中教育支援
⑰私費留学生育成資金貸与事業にかかる実施支援業務

①コンサルタント等契約の事務手続業務
②JBIC管理部所管契約および支払い関
　連業務（4月～9月）
③JBICプロ開・評価室支援（円借款事業
　評価業務）（4月～9月）
④JBIC管理部所管駐在員事務所経費運
　営関連業務（4月～9月）
⑤JBICプロ開・企画班支援（現地ODAタ 
　スクフォース対応専門家選定業務）
　（4月～9月）
⑥株式会社日本政策金融公庫国際管理室
　第１課支援（10月～3月）
⑦株式会社日本政策金融公庫国際管理室
　第２課支援（10月～3月）
⑧JICA管財課支援（10月～12月）

〔プロジェクト等支援事業〕
委員会運営支援、調査団報告書作成等業務

〔国内業務支援事業〕
コンサルタント等契約の実績統計、支払い関連業務等

プロジェクト事務局、事務局支援業務

調査・研究支援業務 国際協力事業にかかる調査・研究の支援業務

3 件

17 件

1 件

①JICA－Net支援

研究交流活動支援、研究成果発信支援

その他 1 件

8 件

（5）技術協力プロジェクト
　  等支援事業

（6）情報管理事業
2 件

6 件



〔情報管理事業〕
図書資料室等の運営・管理業務

調査研究事業への支援等業務

2008年度事業一覧/実績

１．国際協力事業
(1)研修監理事業

【公益事業】

事業区分 事業内容 実施件数

各研修コースの現場監理業務を中心に、受入手続、研修コースの準備、
進行管理、通訳、連絡調整、情報収集等、JICA研修事業を総合的に支援
する業務（コース現場監理業務、研修運営業務、研修員受入支援セン
ター業務、教材作成管理業務、来日時ブリーフィング実施業務、研修員等
の移動に関する業務）

対象研修員数
　内　青年研修員数
　内　中国中央党校訪日研修員数
　内　長期研修員数

集団型コース数（新規のみ）
　内　青年研修
　内　中国中央党校訪日研修
個別型コース数（新規のみ）

集団型コース配置
　内　青年研修
　内　中国中央党校訪日研修
個別型コース配置

研修運営業務（集団型コース数の内数）
研修運営業務（個別型コース数の内数）

ブリーフィング
ブリーフィング回数

JICA留学生セミナー（導入研修）にかかる業務

オリエンテーション
福利厚生活動
健康維持管理等業務

視聴覚技術指導
(集団）JICA沖縄案件
(個別）JICA沖縄以外の単発案件

〔研修監理事業〕
人

（人）
（人）
（人）

10,019
（1,464）
（84）
（130）

998
（87）
（1）
591

1,589

(2)留学生等支援事業

中国
モンゴル
ASEAN

〔東アジア青少年交流事業〕
「21世紀東アジア青少年大交流計画」事業の実施 241 人

100 人
2,608 人

 
2,949 人

件

〔研修付帯事業〕
JICA研修コースの研修員に対する支援業務

〔研修指導事業〕
JICAからの受託による指導要員の配置および視聴覚コースの研修指導
の実施

〔研修受託事業〕
研修コースの運営業務

〔日本語研修事業〕
JICA研修員等に対する日本語講習の実施

〔人材育成支援無償事業〕
人材育成支援無償資金協力事業による、留学生受入にかかる業務

事業区分 事業内容 実施件数

（3）国際交流事業計

計

計

計

JICA講習等
上記以外

計

計

付属資料

40 41

コース
（コース）
（コース）
コース

487
242

729

5
7

12

2

コース

コース

コース

コース

コース
コース

コース

7,153.5
1,169.0

8,322.5

時間
時間

時間

8
1,110

カ所
回数

5
6
7

カ所
カ所
カ所

37
40
（9）

件
件

（件）

（2）（件）

（12）（件）

（1）（件）

（16）（件）

77 件

47,208
（4,374）
（130）
6,532

53,740

人日
（人日）
（人日）
人日

人日

JICA案件
JICA以外案件
（外国政府等からの受注案件）
・アブダビ政府マネジメント研修（UAE政府）
・マレーシア職業訓練指導員本邦研修（AISB）
・一村一品運動視察（マラウイ起業家育成職
 業訓練協会）
 他、6件
 （国際機関等からの受注案件）
・SAARC理工系人材育成招へい（SAARC事務局）
・UNIDO Nigeria Environment Study Tour（UNIDO)
（中央省庁/関連機関からの受注案件）
・サウジアラビア日本自動車技術高等研修所
 ジュニア･インストラクター本邦受入研修
 （経済産業省）
・財政経済長期セミナー（財務省）
・保険監督者セミナー、東京セミナー（金融庁）
・放送関係者招へい2件（フィリピン、エクアドル）（総務省）
 他、6件
（地方自治体）
・東京都アジア大都市ネットワーク21
 行政運営ワークショップ（東京都）
（その他）
・アルジェリア国家品質管理センター研修事業（COJAAL）
・アジア循環社会創造コース2件（中国、アセ
 アン･インド）（（財）福岡県環境保全公社）
 他、13件

ウズベキスタン
(選考）
年度内日本滞在者数

̶  人
59 人

バングラデシュ
(選考）
年度内日本滞在者数

(20) 人
56 人

ミャンマー
(選考）
年度内日本滞在者数

(30) 人
88 人

中国
(選考）
年度内日本滞在者数

(48) 人
109 人

インドネシア
(選考）
年度内日本滞在者数

(0) 人
28 人

フィリピン
(選考）
年度内日本滞在者数

(25) 人
73 人

キルギス
（選考）
年度内日本滞在者数

(18) 人
40 人

764 人

ラオス
(選考）
年度内日本滞在者数

̶  人
75 人

年度内日本滞在者合計

カンボジア
(選考）
年度内日本滞在者数

(25) 人
75 人

ベトナム
(選考）
年度内日本滞在者数

(35) 人
102 人

モンゴル
(選考）
年度内日本滞在者数

̶  人
59 人

計

計

派遣人数（新規+継続+帰国）
（専門家）
（調査団）
（ボランティア）
（職員）

セミナー企画・実施

〔専門家等派遣支援事業〕 
JICA技術協力専門家、調査団、ボランティア等の派遣手続きおよび諸手
当支給手続き等の支援業務

国際協力人材登録者等を対象とした情報提供･キャリアセミナーの企画･
実施

3,469 人
8,784 人
5,201 人
276 人

3 件

（4）専門家派遣等事業

①国別・地域別支援委員会運営支援
②ナレッジマネジメント国内支援
③東南アジア地域協力支援

①環境社会配慮資料作成

①メルコスール観光支援
②中国人材育成事業にかかる案件実施支援業務
③日本人材開発センター支援
④保健医療分野支援業務
⑤地方行政分野支援業務
⑥環境管理分野支援業務
⑦資源エネルギー分野支援業務
⑧ガバナンス分野支援業務   
⑨民間セクター分野支援業務
⑩運輸交通分野支援業務
⑪イラク向け研修、イラク定例会等支援
⑫東アジア植物品種保護フォーラム
⑬日本サウジ学術交流センター（JSAC）設立事業
⑭新JICAの環境社会配慮にかかる有識者委員会
⑮APECセミナー
⑯国際初中教育支援
⑰私費留学生育成資金貸与事業にかかる実施支援業務

①コンサルタント等契約の事務手続業務
②JBIC管理部所管契約および支払い関
　連業務（4月～9月）
③JBICプロ開・評価室支援（円借款事業
　評価業務）（4月～9月）
④JBIC管理部所管駐在員事務所経費運
　営関連業務（4月～9月）
⑤JBICプロ開・企画班支援（現地ODAタ 
　スクフォース対応専門家選定業務）
　（4月～9月）
⑥株式会社日本政策金融公庫国際管理室
　第１課支援（10月～3月）
⑦株式会社日本政策金融公庫国際管理室
　第２課支援（10月～3月）
⑧JICA管財課支援（10月～12月）

〔プロジェクト等支援事業〕
委員会運営支援、調査団報告書作成等業務

〔国内業務支援事業〕
コンサルタント等契約の実績統計、支払い関連業務等

プロジェクト事務局、事務局支援業務

調査・研究支援業務 国際協力事業にかかる調査・研究の支援業務

3 件

17 件

1 件

①JICA－Net支援

研究交流活動支援、研究成果発信支援

その他 1 件

8 件

（5）技術協力プロジェクト
　  等支援事業

（6）情報管理事業
2 件

6 件



2008年度事業一覧/実績

１．国際協力事業
(1)コンサルタント事業

【収益事業】 貸借対照表　2009年3月31日現在

事業区分

Ⅰ.資産の部
 1.流動資産
 2.固定資産

資産合計

科　目 金　額事業内容 実施件数

〔コンサルタント事業〕
開発途上国への経済技術協力に関する調査、研究、評価等の
コンサルタント業務

〔国内通訳事業〕
国際協力関係機関、特別会員企業に対する国内での通訳業務

〔国内事業〕
JICE講座

〔海外事業〕
海外中学生エッセイコンテスト
海外中学生エッセイコンテスト特選受賞者の日本招へい
日本語スピーチコンテストの後援

〔新規事業獲得活動〕
短期および中長期的な新規事業獲得のための活動 
・組織機能強化
・人材育成
・調査研究
・プロジェクト形成
・その他
  
〔基盤強化活動〕
既存事業における競争力の強化、質の向上等 
・研修事業関連
・国際交流事業関連
・留学生等支援事業関連
・技術協力プロジェクト等支援事業関連
・その他事業関連

講師派遣

インターン受入

イベント実施

イベント支援

多文化共生

職場訪問

その他

①ベトナム・ハノイ工科大学高等教育支援プロジェクト（ITセ
クター）②インドネシア・ハサヌディン大学工学部整備事業
フェローシップサービス③平成21年度人材育成支援無償
（JDS）事業にかかる計画策定調査（選考業務含む。ウズベ
キスタン、ラオス、モンゴル、タジキスタン）④中国甘粛省
HIV/エイズ予防プロジェクト短期専門家派遣⑤JICA大学
連携強化調査フェーズ2⑥インドシナ東西経済回廊・南部経
済回廊物流効率化支援プログラム

(2)通訳派遣事業

２．関連事業
(1)翻訳印刷販売事業

6 件

2 件

3 件

7 件

15 件

7 件

2 件

1 件

49 件

29 件

8 件

12 件

160 件

94 件

21 件
560 件
10 件

〔調査団支援事業〕
JICA等が海外に派遣する各種調査団における通訳等の業務

翻訳
校閲
校閲

〔印刷翻訳事業〕
・JICAおよび民間コンサルタント等の資料・報告書の翻訳、校閲、    
　印刷
・JICA無償資金協力調査報告書の作成支援

自主事業

【その他】

事業区分 事業内容 実施件数

①JICEセミナー「日本で出来る国際協力」
②北海道教育大学JICE講座
①帯広畜産大学「実用スペイン語講座」講師派遣
②帯広大谷短期大学「比較文化史」講師派遣
③NTTネオメイト関西トレーナーズ研修
　その他講師派遣9件
①沖縄大学学生受入/実習
②名古屋大学/中部大学学生受入/実習
③インドネシア国家開発企画庁（BAPPENAS）職員受入/
　研修事業運営プログラム実施
①日メコン交流年市民向けイベント実施
②「カンボジア新世界遺産プレアビヒア寺院と大自然を考え
　る」講演会共催
　その他イベント実施5件
①「国際教育英語弁論大会」理事長賞授与
②松江市「第42回ヘルンをたたえるスピーチコンテスト」　
　JICE賞授与
③松江市「2008ハーンのエッセイコンテスト」審査
④熊本県芦北町「芦北うたせ杯ジュニア空手道大会」運営支
　援/通訳派遣
⑤北海道洞爺湖サミット関係者通訳支援
　その他イベント支援10件
①新宿区への通訳派遣等
②外国人集住都市会議との連携による行政資料の翻訳等　
　（協働事業協定締結）
③群馬県地域における遠隔医療通訳の実証実験（群馬大学
　医学部/地域診療情報連携協議会との共同研究）
④群馬県多文化共生ソーシャルワーカー講座・通訳講座へ
　の講師派遣
⑤国際移住機関実施の人身取引被害者支援事業への通訳
　派遣
⑥NPO法人多文化共生センターへの資料翻訳支援
⑦医療通訳士協議会への協力
①岩手県久慈市立長内中学校生徒受入
②八王子市立第一中学校
①中米広域防災能力向上計画ファシリテーション研修

①業務刷新・情報共有プロジェクト
②職員海外出張研修
③中東人材育成研修ニーズ調査
　その他活動26件

①研修監理業務強化プロジェクト
②事業データベース作成
③専門家支援のための調査団派遣
　その他活動5件

モンゴル
モンゴル
ラオス

2008年度収支実績

Ⅱ.負債の部
 1.流動負債
 2.固定負債

負債合計
Ⅲ.正味財産の部
 1.指定正味財産
 2.一般正味財産

負債および正味財産合計
正味財産合計

正味財産増減計算書　2008年4月1日から2009年3月31日まで

Ⅰ.一般正味財産増減の部
 1.経常増減の部
 （1）経常収益
　①基本財産運用収益
　②特定資産受取利息
　③受取会費
　④雑収益
　⑤事業収益
 （2）経常費用
　①事業費
　②管理費

2.経常外増減の部
 （1）経常外収益
 （2）経常外費用

 税引前当期一般正味財産増減額
 法人税、住民税および事業税

14,431,456,702
10,092,907
3,949,190
8,579,370
35,538,841

14,373,296,394
14,087,551,783
12,729,993,041
1,357,558,742

599,729,664
70,000

285,787,311
29,962,566

科　目 金　額

当期経常増減額 343,904,919

当期経常外増減額 255,824,745

当期一般正味財産増減額 599,659,664

事業収益  99.6%

事業費  90.4%

管理費  9.6%

その他
0.4%

（単位：円）

（単位：円）

 一般正味財産期首残高
 一般正味財産期末残高
Ⅱ.指定正味財産増減の部
Ⅲ.正味財産期末残高

3,990,711,034
4,590,370,698

0
4,590,370,698

流動資産  69.5%

固定資産  30.5%

流動負債  39.6%

固定負債  0.1%

正味財産  60.3%

経常収益

経常費用

付属資料

42 43

計

1 件
1 件
1 件
3 件計

37 件計

事業基盤強化活動

7,612,787,695

5,294,420,023
2,318,367,672

3,022,416,997

3,014,005,411
8,411,586

4,590,370,698
7,612,787,695

0
4,590,370,698

資産合計

負債および
正味財産合計



2008年度事業一覧/実績

１．国際協力事業
(1)コンサルタント事業

【収益事業】 貸借対照表　2009年3月31日現在

事業区分

Ⅰ.資産の部
 1.流動資産
 2.固定資産

資産合計

科　目 金　額事業内容 実施件数

〔コンサルタント事業〕
開発途上国への経済技術協力に関する調査、研究、評価等の
コンサルタント業務

〔国内通訳事業〕
国際協力関係機関、特別会員企業に対する国内での通訳業務

〔国内事業〕
JICE講座

〔海外事業〕
海外中学生エッセイコンテスト
海外中学生エッセイコンテスト特選受賞者の日本招へい
日本語スピーチコンテストの後援

〔新規事業獲得活動〕
短期および中長期的な新規事業獲得のための活動 
・組織機能強化
・人材育成
・調査研究
・プロジェクト形成
・その他
  
〔基盤強化活動〕
既存事業における競争力の強化、質の向上等 
・研修事業関連
・国際交流事業関連
・留学生等支援事業関連
・技術協力プロジェクト等支援事業関連
・その他事業関連

講師派遣

インターン受入

イベント実施

イベント支援

多文化共生

職場訪問

その他

①ベトナム・ハノイ工科大学高等教育支援プロジェクト（ITセ
クター）②インドネシア・ハサヌディン大学工学部整備事業
フェローシップサービス③平成21年度人材育成支援無償
（JDS）事業にかかる計画策定調査（選考業務含む。ウズベ
キスタン、ラオス、モンゴル、タジキスタン）④中国甘粛省
HIV/エイズ予防プロジェクト短期専門家派遣⑤JICA大学
連携強化調査フェーズ2⑥インドシナ東西経済回廊・南部経
済回廊物流効率化支援プログラム

(2)通訳派遣事業

２．関連事業
(1)翻訳印刷販売事業

6 件

2 件

3 件

7 件

15 件

7 件

2 件

1 件

49 件

29 件

8 件

12 件

160 件

94 件

21 件
560 件
10 件

〔調査団支援事業〕
JICA等が海外に派遣する各種調査団における通訳等の業務

翻訳
校閲
校閲

〔印刷翻訳事業〕
・JICAおよび民間コンサルタント等の資料・報告書の翻訳、校閲、    
　印刷
・JICA無償資金協力調査報告書の作成支援

自主事業

【その他】

事業区分 事業内容 実施件数

①JICEセミナー「日本で出来る国際協力」
②北海道教育大学JICE講座
①帯広畜産大学「実用スペイン語講座」講師派遣
②帯広大谷短期大学「比較文化史」講師派遣
③NTTネオメイト関西トレーナーズ研修
　その他講師派遣9件
①沖縄大学学生受入/実習
②名古屋大学/中部大学学生受入/実習
③インドネシア国家開発企画庁（BAPPENAS）職員受入/
　研修事業運営プログラム実施
①日メコン交流年市民向けイベント実施
②「カンボジア新世界遺産プレアビヒア寺院と大自然を考え
　る」講演会共催
　その他イベント実施5件
①「国際教育英語弁論大会」理事長賞授与
②松江市「第42回ヘルンをたたえるスピーチコンテスト」　
　JICE賞授与
③松江市「2008ハーンのエッセイコンテスト」審査
④熊本県芦北町「芦北うたせ杯ジュニア空手道大会」運営支
　援/通訳派遣
⑤北海道洞爺湖サミット関係者通訳支援
　その他イベント支援10件
①新宿区への通訳派遣等
②外国人集住都市会議との連携による行政資料の翻訳等　
　（協働事業協定締結）
③群馬県地域における遠隔医療通訳の実証実験（群馬大学
　医学部/地域診療情報連携協議会との共同研究）
④群馬県多文化共生ソーシャルワーカー講座・通訳講座へ
　の講師派遣
⑤国際移住機関実施の人身取引被害者支援事業への通訳
　派遣
⑥NPO法人多文化共生センターへの資料翻訳支援
⑦医療通訳士協議会への協力
①岩手県久慈市立長内中学校生徒受入
②八王子市立第一中学校
①中米広域防災能力向上計画ファシリテーション研修

①業務刷新・情報共有プロジェクト
②職員海外出張研修
③中東人材育成研修ニーズ調査
　その他活動26件

①研修監理業務強化プロジェクト
②事業データベース作成
③専門家支援のための調査団派遣
　その他活動5件

モンゴル
モンゴル
ラオス

2008年度収支実績

Ⅱ.負債の部
 1.流動負債
 2.固定負債

負債合計
Ⅲ.正味財産の部
 1.指定正味財産
 2.一般正味財産

負債および正味財産合計
正味財産合計

正味財産増減計算書　2008年4月1日から2009年3月31日まで

Ⅰ.一般正味財産増減の部
 1.経常増減の部
 （1）経常収益
　①基本財産運用収益
　②特定資産受取利息
　③受取会費
　④雑収益
　⑤事業収益
 （2）経常費用
　①事業費
　②管理費

2.経常外増減の部
 （1）経常外収益
 （2）経常外費用

 税引前当期一般正味財産増減額
 法人税、住民税および事業税

14,431,456,702
10,092,907
3,949,190
8,579,370
35,538,841

14,373,296,394
14,087,551,783
12,729,993,041
1,357,558,742

599,729,664
70,000

285,787,311
29,962,566

科　目 金　額

当期経常増減額 343,904,919

当期経常外増減額 255,824,745

当期一般正味財産増減額 599,659,664

事業収益  99.6%

事業費  90.4%

管理費  9.6%

その他
0.4%

（単位：円）

（単位：円）

 一般正味財産期首残高
 一般正味財産期末残高
Ⅱ.指定正味財産増減の部
Ⅲ.正味財産期末残高

3,990,711,034
4,590,370,698

0
4,590,370,698

流動資産  69.5%

固定資産  30.5%

流動負債  39.6%

固定負債  0.1%

正味財産  60.3%

経常収益

経常費用

付属資料

42 43

計

1 件
1 件
1 件
3 件計

37 件計

事業基盤強化活動

7,612,787,695

5,294,420,023
2,318,367,672

3,022,416,997

3,014,005,411
8,411,586

4,590,370,698
7,612,787,695

0
4,590,370,698

資産合計

負債および
正味財産合計



2008年度事業運営方針および中期目標 組織概要

●政府の公益法人指導監督基準および公益法人改革の方針を

　踏まえ、財務問題を含め健全な組織・事業運営を行います。

●JICE内外における人・部署・組織間のネットワークの維持・促

　進を通じ、JICEの組織力を強化します。

●公益法人として今後とも社会貢献に努めます。

財団法人日本国際協力センター

Japan International Cooperation Center

（JICE　ジャイス）

●各種事業実施の知識・経験を体系的に組織に蓄積し、かつ、

　最大限に活用する体制を一層強化することにより、「人づくり協

　力」のプロ集団として組織の専門性を高めます。

●多様化する顧客のニーズに対応すべく、JICEの人材、知識・

　経験の一層の活用、業務実施体制・方法の改善を通じ、提供

　するサービスの質と価格における競争力を向上させます。

●国際協力の分野において、今後とも積極的に新規事業の受

　託に努めます。

（2006～2008年度） （2009年3月31日現在）

中期目標（2006年～2008年度）
（参考）中期目標（2009年～2013年度）

１．名　称

１．国際協力の実施に関する協力

２．国際協力に関する知識の普及

３．国際協力関係者への福利厚生

５．設立の目的

基本財産　約10億円

事業規模　約144億円

人員　477人（職員161人、嘱託者等316人）

６．組織の規模

特別会員はJICEの設立趣旨と事業目的に賛同する団体等に

よって構成されています。（294団体）

７．特別会員制度
〒160-0023 東京都新宿区西新宿６－10－１

日土地西新宿ビル　20・21階

電話　03（5322）2500（大代表）

３．所在地

1977年３月25日

「財団法人国際協力サービス・センター」として設立

1993年２月１日

「財団法人日本国際協力センター」に名称を変更

４．設立・沿革

理事長　松岡　和久

２．代表者

（１）公益法人としてのゆるぎない地位の確立

1.政府の公益法人改革の方針に基づき、公益事業を実施する

　組織として最も相応しい法人格を取得し、国内外の要請に迅

　速に応えうる組織として成長します。

2.健全な事業の充実化を図り、国内外の信用、信頼を深めます。

3.地方自治体、大学、NGO等との連携を深め、国際協力事業を

　通じて地方の国際化への貢献に努めます。

（１）公益法人としての地位の確立

（２）「人づくり協力」のプロ集団としての地位の確立

（事業規模）

1.第二次中期目標で達成された事業規模、および健全な財務内

　容を維持しつつ事業実施体制を一層強化します。

（事業運営）

2.内外の要請に応えていく事業については、要請元に対して積

　極的に新たな事業提案を行い、成果をさらに充実させます。

3.また、内外の要請にとどまらず、積極的に途上国の開発に資する

　事業を開発し、計画、実施、評価まで一貫した運営を行います。

（人材）

4.JICEに必要な能力を見極め、保有すべき人材の確保、育成、

　登用を行い、組織力の強化に努めます。

（２）組織運営の基盤強化と事業実施体制の確立

●人事制度の刷新により、JICEを活力のある組織にするととも

　に、JICE人材の育成を体系的に実施します。

●海外での業務経験を含め幅広い業務経験を積む機会を増や

　し、JICE人材の国際協力についての知識・経験を高めます。

●JICE人材一人ひとりが外部機関・有識者の知識・経験を積極

　的に学ぶよう努めます。

（３）専門性を高めるための人材育成の強化

（事業運営方針）
2008年度は、2006年度から3カ年を対象とした中期目標の最終年度であり、
過去2年間の成果をもとにした総仕上げの年度として、その目標達成に向けて努力してきました。
また、2008年12月1日に新公益法人制度の法制・税制が施行され認定への対応が必要であり、
さらに、受注の競争化やODA予算の減額等、近年の事業環境の変化に対応するために
「人づくり協力のプロ集団」としての組織能力を確固たるものにする必要があったことから、
2008年度においては、特に次の3点に重点を置き、事業運営を行うこととしました。
1．新公益財団法人認定を受けるための健全で効率的な事業運営
2．組織と人材の能力強化による業務の質の向上
3．将来展望を見据えた積極的な新規事業の獲得

松岡　和久
村上　正博
飯島　正孝
岩本　荘太
川畑　安弘
櫻井　國俊
櫻井　友行
中村　順一
　橋　憲一
大西　誠

役員名簿（任期：2009年6月25日まで） 2009年3月31日現在

役員総数：10人（理事8人　監事2人）

氏　名 役　職 所属先・役職

理事長 (常勤）
専務理事 (常勤）
理事
理事
理事
理事
理事
理事
監事
監事

財団法人日本国際協力センター
財団法人日本国際協力センター
財団法人国際看護交流協会
東京農業大学
世界銀行東京事務所
沖縄大学
独立行政法人国際交流基金
龍谷大学
財団法人日本国際協力センター
株式会社日本航空インターナショナル

理事長
専務理事
理事長
客員教授
顧問
学長
総務部長
客員教授
監事
常務執行役員　旅客営業本部副本部長　東日本地区担当（兼）　東京支店長

川村　知也
伊藤　誠
五十嵐　英男
池田　捨成
金子　洋三
菊地　文夫
喜多　悦子
櫻田　幸久
豊島  正夫
中井　龍一

評議員名簿（任期：2009年3月31日まで） 2009年3月31日現在

評議員総数：10人

氏　名 役　職 所属先・役職（カッコ内は前職） 

評議員会会長
評議員会副会長
評議員
評議員
評議員
評議員
評議員
評議員
評議員
評議員

(元シンガポール国駐剳特命全権大使） 
財団法人国際開発高等教育機構
財団法人大阪国際交流センター
財団法人札幌国際プラザ
社団法人青年海外協力協会
独立行政法人国際協力機構
日本赤十字九州国際看護大学
財団法人日本国際協力システム
独立行政法人国際協力機構　青年海外協力隊事務局
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

専務理事
理事長
専務理事
会長
東南アジア第二部長
学長
専務理事
技術顧問
経済協力部長

付属資料

44 45



2008年度事業運営方針および中期目標 組織概要

●政府の公益法人指導監督基準および公益法人改革の方針を

　踏まえ、財務問題を含め健全な組織・事業運営を行います。

●JICE内外における人・部署・組織間のネットワークの維持・促

　進を通じ、JICEの組織力を強化します。

●公益法人として今後とも社会貢献に努めます。

財団法人日本国際協力センター

Japan International Cooperation Center

（JICE　ジャイス）

●各種事業実施の知識・経験を体系的に組織に蓄積し、かつ、

　最大限に活用する体制を一層強化することにより、「人づくり協

　力」のプロ集団として組織の専門性を高めます。

●多様化する顧客のニーズに対応すべく、JICEの人材、知識・

　経験の一層の活用、業務実施体制・方法の改善を通じ、提供

　するサービスの質と価格における競争力を向上させます。

●国際協力の分野において、今後とも積極的に新規事業の受

　託に努めます。

（2006～2008年度） （2009年3月31日現在）

中期目標（2006年～2008年度）
（参考）中期目標（2009年～2013年度）

１．名　称

１．国際協力の実施に関する協力

２．国際協力に関する知識の普及

３．国際協力関係者への福利厚生

５．設立の目的

基本財産　約10億円

事業規模　約144億円

人員　477人（職員161人、嘱託者等316人）

６．組織の規模

特別会員はJICEの設立趣旨と事業目的に賛同する団体等に

よって構成されています。（294団体）

７．特別会員制度
〒160-0023 東京都新宿区西新宿６－10－１

日土地西新宿ビル　20・21階

電話　03（5322）2500（大代表）

３．所在地

1977年３月25日

「財団法人国際協力サービス・センター」として設立

1993年２月１日

「財団法人日本国際協力センター」に名称を変更

４．設立・沿革

理事長　松岡　和久

２．代表者

（１）公益法人としてのゆるぎない地位の確立

1.政府の公益法人改革の方針に基づき、公益事業を実施する

　組織として最も相応しい法人格を取得し、国内外の要請に迅

　速に応えうる組織として成長します。

2.健全な事業の充実化を図り、国内外の信用、信頼を深めます。

3.地方自治体、大学、NGO等との連携を深め、国際協力事業を

　通じて地方の国際化への貢献に努めます。

（１）公益法人としての地位の確立

（２）「人づくり協力」のプロ集団としての地位の確立

（事業規模）

1.第二次中期目標で達成された事業規模、および健全な財務内

　容を維持しつつ事業実施体制を一層強化します。

（事業運営）

2.内外の要請に応えていく事業については、要請元に対して積

　極的に新たな事業提案を行い、成果をさらに充実させます。

3.また、内外の要請にとどまらず、積極的に途上国の開発に資する

　事業を開発し、計画、実施、評価まで一貫した運営を行います。

（人材）

4.JICEに必要な能力を見極め、保有すべき人材の確保、育成、

　登用を行い、組織力の強化に努めます。

（２）組織運営の基盤強化と事業実施体制の確立

●人事制度の刷新により、JICEを活力のある組織にするととも

　に、JICE人材の育成を体系的に実施します。

●海外での業務経験を含め幅広い業務経験を積む機会を増や

　し、JICE人材の国際協力についての知識・経験を高めます。

●JICE人材一人ひとりが外部機関・有識者の知識・経験を積極

　的に学ぶよう努めます。

（３）専門性を高めるための人材育成の強化

（事業運営方針）
2008年度は、2006年度から3カ年を対象とした中期目標の最終年度であり、
過去2年間の成果をもとにした総仕上げの年度として、その目標達成に向けて努力してきました。
また、2008年12月1日に新公益法人制度の法制・税制が施行され認定への対応が必要であり、
さらに、受注の競争化やODA予算の減額等、近年の事業環境の変化に対応するために
「人づくり協力のプロ集団」としての組織能力を確固たるものにする必要があったことから、
2008年度においては、特に次の3点に重点を置き、事業運営を行うこととしました。
1．新公益財団法人認定を受けるための健全で効率的な事業運営
2．組織と人材の能力強化による業務の質の向上
3．将来展望を見据えた積極的な新規事業の獲得

松岡　和久
村上　正博
飯島　正孝
岩本　荘太
川畑　安弘
櫻井　國俊
櫻井　友行
中村　順一
　橋　憲一
大西　誠

役員名簿（任期：2009年6月25日まで） 2009年3月31日現在

役員総数：10人（理事8人　監事2人）

氏　名 役　職 所属先・役職

理事長 (常勤）
専務理事 (常勤）
理事
理事
理事
理事
理事
理事
監事
監事

財団法人日本国際協力センター
財団法人日本国際協力センター
財団法人国際看護交流協会
東京農業大学
世界銀行東京事務所
沖縄大学
独立行政法人国際交流基金
龍谷大学
財団法人日本国際協力センター
株式会社日本航空インターナショナル

理事長
専務理事
理事長
客員教授
顧問
学長
総務部長
客員教授
監事
常務執行役員　旅客営業本部副本部長　東日本地区担当（兼）　東京支店長

川村　知也
伊藤　誠
五十嵐　英男
池田　捨成
金子　洋三
菊地　文夫
喜多　悦子
櫻田　幸久
豊島  正夫
中井　龍一

評議員名簿（任期：2009年3月31日まで） 2009年3月31日現在

評議員総数：10人

氏　名 役　職 所属先・役職（カッコ内は前職） 

評議員会会長
評議員会副会長
評議員
評議員
評議員
評議員
評議員
評議員
評議員
評議員

(元シンガポール国駐剳特命全権大使） 
財団法人国際開発高等教育機構
財団法人大阪国際交流センター
財団法人札幌国際プラザ
社団法人青年海外協力協会
独立行政法人国際協力機構
日本赤十字九州国際看護大学
財団法人日本国際協力システム
独立行政法人国際協力機構　青年海外協力隊事務局
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

専務理事
理事長
専務理事
会長
東南アジア第二部長
学長
専務理事
技術顧問
経済協力部長

付属資料
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留学生支援無償プロジェクト事務所（ウズベキスタ
ン、カンボジア、キルギス、中国、バングラデシュ、フ
ィリピン、ベトナム、ミャンマー、モンゴル、ラオス）

組 織 図（2009年3月31日現在）
組織､経営戦略、経営計画、定員、業務考査､
理事会･評議員会､特別会員、広報

事業戦略、事業計画、事業運営管理

人事､職員研修､福利厚生､給与､労務

財務、予算､決算､出納､施設用度

システム／ネットワーク関連業務

法務、規程

国際研修部所管事業に関する企画・調整・管理、
専門嘱託（視聴覚）の人員管理、支所統括  

北海道、北海道(帯広)、東北、筑波、中部、関西、関西(兵庫)、中国、九州、沖縄

法　務　室

総　務　課

企　画　課

人　事　課

財　務　課

交流事業課

情報システム管理室

横浜業務室

国際交流部

国際研修部

計　画　課

研修監理課

研修開発課

受入業務室

東京業務室

企画管理課

企画管理課

企画管理課

留学生事業課

プロジェクト事務所

派遣支援センター

市谷業務室

留学生部

プロジェクト支援部

研修監理員の人員管理・配置、JICA東京国際セン
ター等契約関連業務、研修用教材作成・研修旅費
関連業務、研修監理業務支援

JICA以外の研修関連業務企画・営業、個別通訳
派遣、調査団支援業務、日本語研修、専門嘱託（日
本語）の人員管理、その他新規案件  

研修監理拡充業務、ブリーフィング業務、日本研
修業務、福利厚生業務、JICA-Net  

JICA東京国際センターにおける研修監理業務、
研修監理拡充業務

JICA横浜国際センターにおける研修監理業務

国際交流企画・管理、21世紀東アジア青少年大
交流計画業務

国際交流業務、21世紀東アジア青少年大交流計
画業務

留学生支援企画・大学関連業務統括・管理、JICA長
期研修員業務、円借款人材育成業務

調査・研究会支援業務、プロジェクト等支援業務、印
刷翻訳業務、課題部国内支援業務、ＪＩＣＡ－Ｎｅｔ支援
業務（教材開発）、イシュー実績集計業務

JICA技術協力専門家・青年海外協力隊・シニア海外
ボランティア・調査団などの派遣手続業務

JICA図書館運営支援業務、各種調査研究会の運
営、プロジェクト等支援業務

人材育成支援無償業務  

プロジェクト事務所

人材育成支援無償事業  現地プロジェクト事務所
・ウズベキスタン
12A, U.Nosir St., Tashkent, 700070 Uzbekistan

・カンボジア
Ground Floor, Hong Kong Center, Preah Sothearos, Phnom
Penh, Cambodia 

・キルギス
1st Floor,201 Abdrakhmanova（Sovietskaya）St.,
720011 Bishkek, the Kyrgyz Republic

・中国
中華人民共和国北京市朝陽区建国門外大街甲24号
東海中心606号室（郵便番号100004）

・バングラデシュ
L-261, The Pan Pacific Sonargaon Hotel, 107 Kazi Nazrul Islam
Avenue, Dhaka-1215, Bangladesh 

・フィリピン
Unit 2-F1, Island Plaza Salcedo, 105 L. P. Leviste Street,
Salcedo Village, Makati City, Metro Manila, Philippines 

・ベトナム
Suite No.307, 3rd Floor, Hanoi Central Office Bldg., 44B Ly
Thuong Kiet, Hanoi, Viet Nam 

・ミャンマー
c/o Lobby Floor, Chatrium Hotel Yangon, No.40,
Natmauk Road, Tamwe Township, Yangon, Myanmar 

・モンゴル
Room #206, The Crystal House Business Center Bldg.,
Chinggis Ave. 11/1, 2nd Khoroo Sukhbaatar District,
Ulaanbaatar 13, Mongolia

・ラオス
Lao Plaza Hotel Office, 2nd Floor Room L, 63 Samsenthai Rd., 
Vientiane, Lao P.D.R. 

本部
http://sv2.jice.org
〒160-0023　東京都新宿区西新宿6-10-1
日土地西新宿ビル19・20・21階
TEL. 03-5322-2500（大代表）FAX. 03-5322-2520
総務部 　TEL. 03-5322-2500
国際研修部　TEL. 03-5322-2631
国際交流部　TEL. 03-5322-2581
留学生部 　TEL. 03-5322-2571

プロジェクト支援部
〒151-0053　東京都渋谷区代々木2-1-1
新宿マインズタワー６階
TEL. 03-5352-7171

支所
・北海道支所
〒003-0026　北海道札幌市白石区本通16丁目南4-25
JICA札幌国際センター内
TEL. 011-866-8335（直） FAX. 011-866-8605

・北海道支所（帯広）
〒080-2470　北海道帯広市西20条南6丁目1-2
JICA帯広国際センター内
TEL. 0155-35-6672（直） FAX. 0155-36-3872

・東北支所
〒980-0811　宮城県仙台市青葉区一番町4-6-1
仙台第一生命タワービル15階
TEL. 022-223-2180（直） FAX. 022-223-2061

・筑波支所
〒305-0074　茨城県つくば市高野台3-6
JICA筑波国際センター内
TEL. 029-836-2664（直） FAX. 029-836-2674

・中部支所
〒460-0011　愛知県名古屋市中区大須 1-7-2
加賀ビル4階
TEL. 052-201-0881（直） FAX. 052-201-0886

・関西支所
〒567-0032　大阪府茨木市西駅前町5-10
茨木大同生命ビル2階
TEL. 072-624-8686（直） FAX. 072-624-8681

・関西支所（兵庫）
〒651-0073　兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通1-5-2
JICA兵庫国際センター内
TEL. 078-262-0501（直） FAX. 078-262-0502

・中国支所
〒739-0046　広島県東広島市鏡山3-3-1
JICA中国国際センター内
TEL. 082-421-6330（直） FAX. 082-420-8083

・九州支所
〒805-8505　福岡県北九州市八幡東区平野2-2-1
JICA九州国際センター内
TEL. 093-662-5701（直） FAX. 093-662-5710

・沖縄支所
〒901-2552　沖縄県浦添市前田1143-1
JICA沖縄国際センター内
TEL. 098-874-0056（直） FAX. 098-874-0049

事務所所在地（2009年３月31日現在）
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留学生支援無償プロジェクト事務所（ウズベキスタ
ン、カンボジア、キルギス、中国、バングラデシュ、フ
ィリピン、ベトナム、ミャンマー、モンゴル、ラオス）

組 織 図（2009年3月31日現在）
組織､経営戦略、経営計画、定員、業務考査､
理事会･評議員会､特別会員、広報

事業戦略、事業計画、事業運営管理

人事､職員研修､福利厚生､給与､労務

財務、予算､決算､出納､施設用度

システム／ネットワーク関連業務

法務、規程

国際研修部所管事業に関する企画・調整・管理、
専門嘱託（視聴覚）の人員管理、支所統括  

北海道、北海道(帯広)、東北、筑波、中部、関西、関西(兵庫)、中国、九州、沖縄

法　務　室

総　務　課

企　画　課

人　事　課

財　務　課

交流事業課

情報システム管理室

横浜業務室

国際交流部

国際研修部

計　画　課

研修監理課

研修開発課

受入業務室

東京業務室

企画管理課

企画管理課

企画管理課

留学生事業課

プロジェクト事務所

派遣支援センター

市谷業務室

留学生部

プロジェクト支援部

研修監理員の人員管理・配置、JICA東京国際セン
ター等契約関連業務、研修用教材作成・研修旅費
関連業務、研修監理業務支援

JICA以外の研修関連業務企画・営業、個別通訳
派遣、調査団支援業務、日本語研修、専門嘱託（日
本語）の人員管理、その他新規案件  

研修監理拡充業務、ブリーフィング業務、日本研
修業務、福利厚生業務、JICA-Net  

JICA東京国際センターにおける研修監理業務、
研修監理拡充業務

JICA横浜国際センターにおける研修監理業務

国際交流企画・管理、21世紀東アジア青少年大
交流計画業務

国際交流業務、21世紀東アジア青少年大交流計
画業務

留学生支援企画・大学関連業務統括・管理、JICA長
期研修員業務、円借款人材育成業務

調査・研究会支援業務、プロジェクト等支援業務、印
刷翻訳業務、課題部国内支援業務、ＪＩＣＡ－Ｎｅｔ支援
業務（教材開発）、イシュー実績集計業務

JICA技術協力専門家・青年海外協力隊・シニア海外
ボランティア・調査団などの派遣手続業務

JICA図書館運営支援業務、各種調査研究会の運
営、プロジェクト等支援業務

人材育成支援無償業務  

プロジェクト事務所

人材育成支援無償事業  現地プロジェクト事務所
・ウズベキスタン
12A, U.Nosir St., Tashkent, 700070 Uzbekistan

・カンボジア
Ground Floor, Hong Kong Center, Preah Sothearos, Phnom
Penh, Cambodia 

・キルギス
1st Floor,201 Abdrakhmanova（Sovietskaya）St.,
720011 Bishkek, the Kyrgyz Republic

・中国
中華人民共和国北京市朝陽区建国門外大街甲24号
東海中心606号室（郵便番号100004）

・バングラデシュ
L-261, The Pan Pacific Sonargaon Hotel, 107 Kazi Nazrul Islam
Avenue, Dhaka-1215, Bangladesh 

・フィリピン
Unit 2-F1, Island Plaza Salcedo, 105 L. P. Leviste Street,
Salcedo Village, Makati City, Metro Manila, Philippines 

・ベトナム
Suite No.307, 3rd Floor, Hanoi Central Office Bldg., 44B Ly
Thuong Kiet, Hanoi, Viet Nam 

・ミャンマー
c/o Lobby Floor, Chatrium Hotel Yangon, No.40,
Natmauk Road, Tamwe Township, Yangon, Myanmar 

・モンゴル
Room #206, The Crystal House Business Center Bldg.,
Chinggis Ave. 11/1, 2nd Khoroo Sukhbaatar District,
Ulaanbaatar 13, Mongolia

・ラオス
Lao Plaza Hotel Office, 2nd Floor Room L, 63 Samsenthai Rd., 
Vientiane, Lao P.D.R. 

本部
http://sv2.jice.org
〒160-0023　東京都新宿区西新宿6-10-1
日土地西新宿ビル19・20・21階
TEL. 03-5322-2500（大代表）FAX. 03-5322-2520
総務部 　TEL. 03-5322-2500
国際研修部　TEL. 03-5322-2631
国際交流部　TEL. 03-5322-2581
留学生部 　TEL. 03-5322-2571

プロジェクト支援部
〒151-0053　東京都渋谷区代々木2-1-1
新宿マインズタワー６階
TEL. 03-5352-7171

支所
・北海道支所
〒003-0026　北海道札幌市白石区本通16丁目南4-25
JICA札幌国際センター内
TEL. 011-866-8335（直） FAX. 011-866-8605

・北海道支所（帯広）
〒080-2470　北海道帯広市西20条南6丁目1-2
JICA帯広国際センター内
TEL. 0155-35-6672（直） FAX. 0155-36-3872

・東北支所
〒980-0811　宮城県仙台市青葉区一番町4-6-1
仙台第一生命タワービル15階
TEL. 022-223-2180（直） FAX. 022-223-2061

・筑波支所
〒305-0074　茨城県つくば市高野台3-6
JICA筑波国際センター内
TEL. 029-836-2664（直） FAX. 029-836-2674

・中部支所
〒460-0011　愛知県名古屋市中区大須 1-7-2
加賀ビル4階
TEL. 052-201-0881（直） FAX. 052-201-0886

・関西支所
〒567-0032　大阪府茨木市西駅前町5-10
茨木大同生命ビル2階
TEL. 072-624-8686（直） FAX. 072-624-8681

・関西支所（兵庫）
〒651-0073　兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通1-5-2
JICA兵庫国際センター内
TEL. 078-262-0501（直） FAX. 078-262-0502

・中国支所
〒739-0046　広島県東広島市鏡山3-3-1
JICA中国国際センター内
TEL. 082-421-6330（直） FAX. 082-420-8083

・九州支所
〒805-8505　福岡県北九州市八幡東区平野2-2-1
JICA九州国際センター内
TEL. 093-662-5701（直） FAX. 093-662-5710

・沖縄支所
〒901-2552　沖縄県浦添市前田1143-1
JICA沖縄国際センター内
TEL. 098-874-0056（直） FAX. 098-874-0049

事務所所在地（2009年３月31日現在）
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知をつなぐ。世界をつなぐ。未来をつなぐ。
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